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１．総論 
 

1.1 調査ワーキンググループの活動方針 
奥乃 博 主査 

 

この数年の間にパソコンや携帯電話（携帯端末）およびインターネットが急速に普及し、

社会は情報技術（IT）による大きな変革の波にさらされてきた。この IT 革命とも呼ばれ

る大きな変革の波も、実際的な応用が明確にならないまま不景気とともに急激に萎んでい

る。IT 革命の中身が実現されることなく、システム投資だけに明け暮れた IT バブルがは

じけた現在、IT 革命を真に成功させ、国民の幸福に結びつけるためには、インターネット

上の価値あるコンテンツを効果的に開発・維持・検索・活用するための技術と仕組み、お

よび、人間とコンピュータとの間のインタフェースの能力を現在のレベルよりも格段に優

れたものへと飛躍的に向上させることが必要である。 

インターネットの出現により生活様式の変化や、新たな文化の創出が生まれつつある現

実を見据え、情報技術によるより良い社会を実現するためには、人間が主役である『人間

主体（Human-Centered）システム』の構築が焦眉の急である。従来の情報技術は、コン

ピュータの高速化、高性能化、高信頼化、大容量化などを廉価に実現し、人間の作業を機

械で置き換えることによって、いかにしてコンピュータを既存の人間社会に適応させて行

くかが主要課題であったと言えよう。これらは依然として重要な課題であるが、それに偏

重することは、IT 革命を推進する上で片手落ちである。 

人間主体システムの設計・開発では、新しい「人間・コンピュータ共存系」におけるコ

ンピュータの役割、すなわちコンピュータが人間に与えうるもの（メリット）、つまり、

インターネットアプリケーションも含めて、広義の「コンテンツ」に、より一層着目する

必要がある。従来のコンピュータシステムが、ハードウェアだけでソフトウェアがなけれ

ば、ただの箱であったように、コンテンツも単なるデータの集積である一次情報のアーカ

イブだけであり、書誌情報や索引などの二次情報がなければ、ただの紙くずと変わらなく

なる。 

人間主体システムのもう一つの課題は、子供、日本語非母国語人、身体障害者、老人な

どの社会的な弱者にも配慮したインタフェースの高度化が不可欠である。従来、コンピュ

ータ化しやすい部分は非常に大きな自動化の効果をあげてきたが、知的精神活動に直接か

かわるような、コンピュータ化しにくいと言われてきた部分においては、いまだに多くの

研究余地が残されており、感性の扱いなどを含め、さまざまな要素を考慮したユーザイン

タフェースのさらなる向上が期待される。さらに、B-to-C の電子商取引や G-to-C の電子
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政府、そして教育などにおいては、社会的弱者を含めたすべての人が快適に情報技術の恩

恵を受けられるような知的なユーザインタフェースの実現が必須であろう。 

以上の視点から、調査ワーキンググループでは情報技術の重要領域として、「知的ユー

ザインタフェース」と「広義のインターネットコンテンツ」に特に重点を置いた「人間主

体の知的情報技術」の調査・検討を引き続き行うことにした。６年目となる今年度は各分

野の専門家からなる委員や講師の最新知識をさらに集積して、これらの領域における研究

開発のリーディングエッジを探り、これを元に今後注力すべき技術分野の検討や、世界に

おけるわが国の技術ポテンシャルの水準を評価するための元データを得ることを目指した。 

 

1.1.1 研究調査の概要 

調査ワーキンググループで取り上げるべき人間主体の知的情報技術は、整理すると次の

4 つになろう。 

• 計算機と通信ネットワークを通じて、人々が各種情報を容易に利用できるようにす

る技術。 

• 人間の知的活動を増幅する技術。 

• 使いやすさ、使い心地のよさを重視する技術。 

• 社会生活で幅広く利用できる情報環境を提供する技術。 

 

1.1.2 調査方針 

 本年度は、次の調査方針に基づき、昨年度に引き続き、調査を進める。 

• 日本で国の研究プロジェクトを走らせる場合を想定し、研究テーマの新しい切り口

を示して情報技術の研究シナリオを描く。 

• わが国が研究レベルにおいて米国などと互角のものを選んで調査分析し、わが国の

有する人間主体の知的情報技術のどれを伸ばしていけばよいかを明らかにする。 

• 潜在需要や需要シフトをとらえ、研究を実施する動機を明確化する。 

• 技術がどのように役立つかを、アプリケーションなどを示して明らかにし、社会へ

の波及効果を分析する。 

 特に、昨年度調査が不足していたような事項を掘り起こすことにより、IT 関連技術のよ

り広範囲でより深い報告を行うように努める。 

 

1.1.3 調査対象 

 技術分野を次の 3 つの技術を軸として整理する。 

• 情報端末としてのコンピュータシステム（パソコン、モバイル端末など）。 
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• インフラストラクチャとしてのネットワーク、データベース、情報リポジトリ、知

識ベース。 

• マルチメディアを対象とするヒューマンインタフェースおよび人工知能技術。 

 調査ワーキンググループでは主にこれらのミドルウェア層、および、ユーザインタフェ

ース層を構成すると思われるソフトウェア技術、および関連する基礎技術に重点をおいて

調査する。調査対象と考えられる研究分野について以下にリストアップする。これらの分

野について、研究テーマの実現上の問題点、利点、社会的インパクト、研究開発投資額、

期間などを分析する。また、5 年から 10 年先における基礎技術の開発に注目し、現在、商

品が出ている領域は除外し、将来における土台となる技術をリストアップしていく。  

（1） ネットワーク上の処理を含むデータベース技術 

• 探索境界がオープンな分散データベース管理 

• 情報リポジトリ 

• インターネット上の情報検索 

• 情報フィルタリング 

• コンテンツ処理、意味理解 

• データマイニング 

（2） ネットワークを含めたコンピュータの新しい利用形態 

• エージェント指向コンピューティング 

• 発想支援、知的創造支援環境 

• 共同作業支援  

（3） マルチモーダルインタフェース技術や関連する人工知能技術 

• 音声、図形、画像などのパターン認識処理や知識処理技術の利用 

• 操作の簡単化のための人工知能技術の利用 

• 状況依存処理 

• 仮想現実感 

• 拡張現実感 

• 感性情報処理 

（4） モバイルコンピューティングなどの新しいコンピュータ技術と利用 

• 端末となるコンピュータとその機能（ユーザインタフェース） 

• ウェアラブルコンピュータ 

• ワイヤレス 

• ネットワーキング（媒体とプロトコル） 

（5） 社会サービスおよびそれを構成するに必要な情報処理技術 



- 4 - 

• 電子図書館 

• 電子美術館 

• 遠隔教育システム 

• 遠隔医療診断システム 

• 高齢者介護 

• その他の公共サービス 

（6） その他 

 調査ワーキンググループでは、主にこれらのミドルウェア層、および、ユーザインタフ

ェース層を構成すると思われるソフトウェア技術および関連する基礎技術に重点をおいて

調査を行うこととした。また、5～10 年先における基礎技術の開発に注目し、現在、商品

が出始めようとしている領域は除外し、将来の基盤技術あるいは新しい技術の萌芽となる

ような技術あるいは研究テーマをリストアップするように心がけた。 

 上述したように、人工知能およびネットワークに関連する研究分野は拡大し、発展して

いる。このような状況においては、わが国の研究開発力がすべての分野において卓越する

ことは不可能と言っても過言ではないであろう。したがって、分野を選別し、選別した分

野に人材費用という資源を集中化するという戦略が重要となる。調査ワーキンググループ

では、そのような戦略をたてるための調査を主眼とする。 

 

1.1.4 調査活動の方針 

 具体的な議論の第１段階として、次のことを検討する。すなわち、中長期的な研究は、

将来の産業に技術シーズとなるようなものが望ましく、米国のネットワーキング・情報技

術研究開発計画などを参考にして、わが国として重要と思われる分野やテーマを選択し、

それらの研究や技術内容の特徴や水準を分析し、わが国の技術的な位置づけの評価と今後

の取り組み方について議論する。つまり、主査および委員と幹事は、以下のような方針で

調査に望むこととする。 

 主査および委員は、専門として取り組んでいる分野、興味のある分野、さらには将来的

に市場へのインパクトがありそうな分野について調査を行い、それらの分野におけるわが

国の技術的な位置づけの評価を行う。そして、当該分野に対して、わが国は国策としてど

のような取り組みをしたらよいかについて議論を行う。 

 幹事は、米国のネットワーキング・情報技術研究開発計画の中身や進捗情報に関して、

Blue Book 2003 などの資料を元に調査を行い、また、関連する技術資料などの情報を調査

ワーキンググループに提供する。 

 調査ワーキンググループの具体的な活動は、次の通りである。 
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（1） 海外調査 
 加藤委員による DEXA 参加。 

（2） 第 1 回会議 
 活動方針の討議。 
高野講師による「連想に基づく情報空間との対話技術」の講演。 
加藤委員による「DEXA 紹介、感性情報処理のビジネス応用」の報告。 

（3） 第 2 回会議 
 中臺講師による「アクティブオーディションを利用した 

ヒューマンロボットインタラクションの高度化」の講演。 
長尾委員による「セマンティック・トランスコーディングと Semantic Web」 

の報告。 

（4） 第 3 回会議 
 田中講師による「Meme Media and Meme Pools for Re-editing and 

Redistributing Intellectual Assets」の講演。 
山名委員による「WWW サーチエンジンの最新技術―Google を例にとって―」 

の報告。 

 

1.1.5 調査結果の要約 

 本ワーキンググループの調査活動を通じて、以下のような特徴が明らかになってきた。 

（1）コンテンツの高度利用を促進するために、情報提供側が提供すべきコンテンツに対

してより正確な情報を付加するための枠組みが重要であり、MPEG-7 やダブリンコアなど

の標準化を追求していく必要性がより明確になってきた。 

（2）情報収集や情報検索の高速化や高度化のためには、基となるデータが編集された信

頼性の高いデータが不可欠であること。 

（3）組織が保有するナレッジ（知）を創造し、共有し、再利用するプロセスを情報処理

技術を活用して高速化し、効率化する「ナレッジマネジメント」が新たなビジネス展開法

として不可欠である。特に、ナレッジには形式知のほかに暗黙知があり、両者がなくては

ビジネスへの展開はできない。この暗黙知については、日本がいち早く注目し、その重要

性を訴えてきたものであり、それが海外で注目を浴びて、情報処理技術と統合されてナレ

ッジマネジメントとして提案されている。 

（4）知的インタフェースの高度化には、従来にない環境認識技術、たとえば、環境アウ

エアネスの機能が不可欠であり、そのような情報をインタフェースで容易に利用可能とす

るための要素技術の開発が不可欠である。 
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1.2 研究調査活動 
 

1.2.1 委員会 

今年度は 3 回の委員会を開催した。委員会では、外部講師、及び委員から、以下に示す

テーマについて、研究動向、研究成果を発表して頂き、議論を行った。 

[第 1 回（9 月 27 日）] 

（１）高野教授講演「連想に基づく情報空間との対話技術」 

連想計算（文書群同士、単語群同士、文書群と単語群間の類似性関連計算）を用いて、

キーワードではなく、文書（群）を入力して類似の文書を検索したり、文書（群）の内容

把握を助ける特徴語グラフを出力したりできるシステム DualDAVI とその汎用連想計算

エンジン GETA）を紹介し、そのデモを行った。 

（２）加藤委員講演「DEXA 紹介、感性情報処理のビジネス応用」 

DEXA2002（データベースとエキスパートシステムの応用に関する会議）とそれと同時

開催された EC-Web などの会議の報告、および、感性情報処理のビジネス応用として、個

人の好みなど感性情報を匿名とするレコメンデーションシステム、顔画像のモニタリング

によって顧客を特定しその顧客の感性データベース情報に基づき顧客好みの商品を紹介す

るシステムを紹介した。 

DEXA2002 の詳細は付属資料に示し、感性情報処理のビジネス応用についての概要は、

1.3.7、1.3.8 に示し、その詳細は、3.7、3.8 に示す。 

[第 2 回（10 月 25 日）] 

（１）中臺講師講演「アクティブオーディションを利用したヒューマンロボットインタラ

クションの高度化」 

[北野共生システムプロジェクトの紹介] 

共生系の概念を適用した研究として、生命現象の理解を目的とするシステムバイオロジ

ー、および知能の実現を目的とする共生系知能の研究を実施している。 

[ロボットの視聴覚の研究] 

日常的環境（人と音声で、音源が見えなくても、雑音下）でも使えるロボットを目指し、

①視聴覚の統合による人物追跡、②アクティブ方向通過型フィルタによる音源分離、③複

数の音響モデルを利用した音声認識、に取り組んでいる。 

①視聴覚の統合による人物追跡では、両耳間の位相差・強度差、倍音構造に注目した音

源分離による音認識、リアルタイムな複数の顔の検出による顔認識、およびステレオビジ

ョンからのストリーム（時系列イベント）を統合処理することにより人物追跡を実現し、

二人の話者が同時に発話した時に、話者の切り替えを抽出することに成功した。 
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②アクティブ方向通過型フィルタによる音源分離では、聴覚中心窩ベースの通過帯域制

御により、3 人の話者が同時に発話した時、それぞれの話者の発話に分離することに成功

した。 

③複数の音響モデルを利用した音声認識では、①、②の技術に音声認識システム（特定

話者で 150 語を認識）を追加して、ロボットからの質問に 3 人が同時に答える実験を行っ

た結果、3 人の答えを認識することができた。 

本内容の概要を 1.3.12 に示し、詳細を 3.12 に示す。 

（２）長尾委員講演「セマンティック・トランスコーディングと Semantic Web 」 

情報をさらに高度に活用し再利用するために、コンテンツに意味的内容（アノテーショ

ン）を付与し、それを活用することによって、コンテンツをコンテンツ利用者の好み・環

境に応じて加工（トランスコーディング）することができるようにした。 

アノテーションとしては、言語的アノテーション（文書構造、文・句・品詞情報、語義

属性）、およびマルチメディアアノテーション（アルチメディアに対するトランススクリプ

ト、動画に対するシーン分割、音声・映像のオブジェクト記述、MPEG7 情報、言語的ア

ノテーション）をコンテンツから自動生成し、人がそれに修正・追加することができるよ

うにした。 

トランスコーディングでは、多言語翻訳、テキスト要約、音声化、画像変換、ビデオ要

約、ビデオフォーマット変換等ができるようにした。 

Semantic Web は、意味的情報の枠組みだけであるが、本システムは具体的に意味的情

報の活用方法を示したことに意義がある。 

本内容の概要を 1.3.6 に示し、詳細を 3.6 に示す。 

[第 3 回（11 月 29 日）] 

（１）田中教授講演「Meme Media and Meme Pools for Re-editing and Redistributing 

Intellectual Assets」 

遺伝子が進化していくと同様に、社会において、知識を広め、進化させていくには、Meme

（文化遺伝子：情報、知識、知恵という意味）を外在化、再編集する「Meme Media」、

Meme を出版し、再利用し、再配布する「Meme Pool」、Meme をビジネス活動と結びつ

ける「Meme Market」、および Meme を組織化する「Meme Management」が必要であ

る。 

Meme Media として IntelligentPad、IntelligentBox を開発した。IntelligentPad は、

Pad と呼ぶドキュメントを貼り合わせ、スロットと呼ぶ外部インタフェースを介してドキ

ュメントを機能合成し、複雑な合成ドキュメントを再編集できるシステムである。

IntelligentBox は、その三次元版である。Meme Pool として、再利用し、再配布ができる
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Piazza Server ＆Client を開発し、Meme Market として、課金の仕組みを考えた。 

現在は、Meme が増えなかったこと、スロット情報などがわかりにくくて貼り合わせが

むずかしかったことを踏まえて、Web コンテンツを Meme にし、再編集、再流通させる

システムを開発している。 

（２）山名委員講演「ＷＷＷサーチエンジンの最新技術 ― Google を例にとって ―」 

インターネットの全世界の Web ページ数は年々増加の一途を辿り、2002 年 5 月時点で

70 億ページと推定される。これに伴い、サーチエンジンのカバー率は 10%近くまで下が

ったが、サーチエンジン Google のおかげで 35%位まで持ち直している。 

サーチエンジンの技術課題は、いかに効率よく Web ページを収集し、高速にインデック

スを作成し、効果的に検索結果のランキングを行うかである。 

収集は、重要ページから収集する戦略がとられ PageRank、BackLink の高い順等から

判断して収集され、Web ページの Freshness を上げるように Web ページ更新を行い、分

散処理で高速化をはかる工夫がなされている。 

インデックス作成はソフトウェアパイプライニング方式で高速処理されている。 

ランキングは、有用な情報を含む Authority、Authority ページへのリンクをもつ Hub

から求める HITS 法、ページ A からページ B にリンクがあるとき、B が A に一票投じて

いると考え、A の重要度によって一票の重みを変える PageRank 法（Google の手法）が

ある。 

Google は、2002 年 8 月現在、15000 台の PC で 30 億ページを収集し、1.5 億/日の検索

要求をこなしている。最近の動向として、Google Search API を公開したり、Google 

ToolBar に分散コンピューティング機能を追加したり、モバイル端末に力を入れたりして

いる。 

 

本内容の概要を 1.3.4 に示し、詳細を 3.4 に示す。 

 

1.2.2 米国政府支援研究開発の調査 

 牧村幹事が、米国政府の情報技術研究開発政策の柱である「ネットワーキング及び情報

技術研究開発」（NITRD：Networking and Information Technology Research and 

Productivity）の七つの研究領域の一つである「ソフトウェアの設計と生産性」(SDP：

Software Design and Productivity)についての調査を行った。 

その概要を以下に示し、詳細を 2章に示す。 

SDP は、1999 年の PITAC(IT に関する大統領諮問委員会)の提言により発足し、ソフト

ウェア生産性の劇的向上を目指し、基礎的な問題にチャレンジしようとするものである。
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これに向けて、どのようなソフトウェア研究をすべきかについて、2001 年 4 月にワーク

ショップを開催して議論された。その結果、SDP が目指す方向性が以下のように示された。

①有用な抽象化を含むモデリング 

特定領域のモデル記述 

設計の意図の反映 

多面的ソフトウェア 

科学･工学に基づいた手法 

②オープンな協調開発環境 

Web ベースのオープンで協調できる開発プラットホーム 

コンポーネント等のソフトウェアの宝庫 

③既存ソフトウェアを生かす仕組み 

 システムを徐々に現代化する仕組み 

 新しいものと古いものとを統合する仕組み 

この方向性で研究が進められている SDP の研究テーマを列挙する。 

また、SDPが目指す方向を向いている注目すべき最近の技術、システムとして、Simulink、

Ptolemy、MDA/UML2、BPEL4WS、アスペクト指向、軽い形式的枠組み、Semantic Web、

オープンソースソフトプロセス、エクストリーム・プログラミング、デザイン・パターン、

Web サービス、アプリケーションインテグレーション技術、CBS（COTS-Based Systems 

Initiative）を紹介する。 

 

1.2.3 各委員による研究調査 

 人間主体の知的情報処理、ヒューマン・インタフェースに於ける各委員が専門とするそ

れぞれの分野について、各委員が以下のテーマについて研究調査活動を行った。 

國藤委員：アウェアネス技術の動向 

大須賀委員：次世代 Web とエージェント 

新田委員：IT 技術の法への応用 

山名委員：WWW サーチエンジンの最新技術 

杉本委員：ディジタルライブラリとメタデータ 
長尾委員：セマンティック・トランスコーディング 
加藤委員：多感覚情報のデータベース化と情報サービスへの応用 

加藤委員：感性のモデル化技術とＥコマースへの応用 

宮田委員：テレイマージョンとビジュアルデータマイニング 

平田委員：昨今の音楽情報処理における研究プロジェクトについて 
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児島委員：次世代音声認識の手法と実用化の動向 

これらの研究調査の概要を 1.3 に、詳細を３章に示す。 

  

1.2.4 海外調査 

 加藤委員がフランスで開催された DEXA（International Conference on Database and 

Expert Systems Applications ） 2002, DaWak(International Conference on Data 

Warehousing and Knowledge Discovery)2002, ECWeb(International Conference on 

electronic Commerce and Web Technologies)2002, EGOV(International Conference on 

Electronic Government)2002 に出席し、研究動向調査を行った。 

その報告を付属資料に示す。 
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1.3 人間主体の知的情報技術の研究調査の概要 
 

1.3.1 アウェアネス技術の動向の概要 

國藤 進 委員 

 

 分散環境でも対面環境と同様なアウェアネス（気付き）を提供するアウェアネス技術が

CSCW(Computer Supported Collaborative Work)、グループウェア研究者に注目されて

いる。本報告では、この分野の代表的国際会議である CSCW2002 でのアウェアネス技術

およびその周辺技術の研究発表を中心に、この分野の研究開発動向を述べる。アウェアネ

ス技術がモバイル技術、センサー技術と統合し、「いつでも、どこでも、誰でも」対面環境

にいるのと同様な雰囲気、熱気、視線等をアウェアできる環境の構築研究の裾野が広がっ

ていることを紹介する。 

 

1.3.2 次世代Webとエージェントの概要 

大須賀 昭彦 委員 

 

WebサービスやセマンティックWebなど、機械がWebコンテンツの意味を理解した上で処

理することを可能にする、新しいWebの世界を目指した研究が進められている。次世代Web

と呼ばれるこの新しいWebの世界では、人間の代理人となってWeb上のさまざまな仕事を処

理するソフトウェアエージェントが重要な役割を果たす。そこで、この章では、エージェ

ント技術研究の最新動向をサーベイした後で、WebサービスやセマンティックWebなどの次

世代Web技術とエージェント技術との関わりについて触れる。また、エージェント技術を

Webサービス分野に応用した具体事例として、Webサービス向けマッチメーカーを紹介する。 

 

1.3.3 IT 技術の法への応用の概要 

新田 克己 委員 

 

IT 技術の発達により、法律分野では教育方法、および、紛争解決方法に大きな変化がお

きている。法学教育においては、メディアを使った法学教育の例として、遠隔地からも学

習できる模擬法廷システムや、パソコンを利用し、学生と教官がインタラクティブに情報

を交換しながら講義を進める実験的な教育システムを紹介する。紛争解決方法においては、

オンラインの法律相談、調停、仲裁システムについての内外の研究動向や、実用化に向け

ての問題点を紹介する。 
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1.3.4 ＷＷＷサーチエンジンの最新技術の概要 

山名 早人 委員 

 

2002 年末時点で約 70 億ページと推定され、かつ、年率 100％の勢いで増加を続ける

Web ページの中から自分が必要とする情報を見つけ出すためには、Google に代表される

WWW サーチエンジンが必要不可欠となっている。しかし、Google が検索対象とする Web

ページ数は、2002 年末時点で約 31 億ページであり、世界中の全 Web ページを対象に検

索することはできない。また、WWW サーチエンジンに入力されるキーワードは平均２語

であり、２語という限られた情報を用いて、ユーザが欲する Web ページを見つけ出すこと

は、一般的に困難である。このような問題に対して、WWW サーチエンジンは、①膨大な

Web ページの効率的な収集とインデックス化、②検索結果のランキング、という２つの重

要な技術を利用している。本報告では、これらの技術について最新動向を報告する。 

 

1.3.5 ディジタルライブラリとメタデータ‐ 概要と課題 

杉本 重雄 委員 

 

本報告では、はじめに簡単にディジタルライブラリの研究開発を振り返った後、ディジ

タルライブラリとメタデータに関する概観と将来への課題に関して述べる。最後に、コン

テンツの保存や相互利用といったディジタルライブラリにおける幾つかの基本的課題につ

いて述べ、ディジタルライブラリの位置付けを試みる。 

ディジタルライブラリの研究開発活動は、Digital Library Initiativesに代表される新し

い情報技術指向のものと図書館を基礎にした活動に大別される。また、ネットワーク上で

の情報蓄積と流通の発展がディジタルライブラリに大きな影響を与えている。こうした活

動を通じて、ディジタルライブラリにおけるInteroperabilityの問題、ディジタルコンテン

ツの長期保存の問題といった、これからのディジタルライブラリにとっての中心的な課題

が浮き上がってきている。 

メタデータはディジタルライブラリに限らずインターネット上でのコンテンツやサービ

スの流通に重要な役割を果たすことが認められている。また、ディジタルライブラリサー

ビスが、情報資源の検索やアクセス支援という付加価値であるという視点からは、メタデ

ータは価値の付加を実現する上での中心的なものであるともいえる。インターネット上で

は目的に応じて多様なメタデータ規則が提案されている。実際にそれらを応用するには、

それらを目的にあわせて適用することや、複数の規則を組み合わせて利用することも求め

られる。こうした多様性を認める必要がある一方、メタデータ間のInteroperabilityを高め
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ることが重要であることもみとめられている。草の根的に応用システムやサービスが作り

上げられていくインターネットにおいて、異なる規則でつくられたメタデータ間の相互利

用性を高めることはこれからの重要な課題である。 

インターネット上での情報発信や電子出版が一般化し、ディジタルライブラリはすでに

現実のサービスともなっている。一方、そこで実際に提供されている機能と、期待された

機能との間にはまだギャップがあるといえる。また、コンテンツのディジタル化によって

新たに出現してきた問題もある。ディジタルコンテンツの収集と保存、コンテンツの細粒

度化によるサービスの変化など、いろいろな問題が残されている。 

 

1.3.6 セマンティック・トランスコーディング–より実用的な“Semantic Web”に向けて–

の概要 

長尾 確 委員 

 

次世代の高度な知識共有のインフラであるSemantic Webに不可欠なものは、ユーザが自

由にコンテンツを作成し、さらにその共有化を促進し、知識として再利用可能にするため

にコンテンツを意味的に拡張するツールやプラットフォームである。われわれは、これま

でセマンティック・トランスコーディングという枠組みにおいて、現在のWeb の若干の延

長線上に、Semantic Webと同等の機能を有する仕組みを研究してきた。それは、主に以下

の3つのシステムから成っている。 

1. 既存のWebコンテンツに対して、機械による内容理解を促進する補足情報(アノテー

ション) を付与するツール 

2. アノテーションデータを管理・共有するためのサーバ 

3. アノテーションデータを用いてコンテンツを動的にユーザに適合させるためのトラ

ンスコーディングプロキシ 

これらのシステムを実現した経験に基づいて、Semantic Web の早期実現のために、近

い将来に、われわれが何を、どのように行うべきか、に関する一つの提言を行う。また、

動画コンテンツに対するアノテーションとそれを用いた応用についても述べる。 

 

1.3.7 多感覚情報のデータベース化と情報サービスへの応用の概要 

加藤 俊一 委員 

 

多感覚を用いた情報通信・情報サービスの基盤技術として、多感覚を用いたヒューマン

インタフェース、多感覚の情報のデータベース化、多感覚の情報の内容に基づく連想・検
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索の技術の必要性が高まっている。 

本稿の範囲で扱う「感性」とは、人間が実世界のさまざまな事物に接した時に、どのよ

うにセンシングし、これを類型化し、どのような概念のイメージや主観的な評価と結びつ

けるかの過程をいうものとする。 

感性をモデル化する場合、従来は、あるメディアのコンテンツを対象に、それぞれのコ

ンテンツごとに、かなりの数の教示用データを利用者から得て、統計的学習を行っていた。

従って、利用者（被験者）の心理的身体的負担は大きく、感性のモデル化技術を応用する

上でのボトルネックとなっていた。また、人間は多感覚を利用して人とコミュニケーショ

ンを行っているが、１つの感覚を分析・モデル化し、ヒューマンインタフェースに応用し

ている研究がほとんどであり、システムの開発は非常に個別的・限定的に行われている。

このような現状をブレークスルーして、感性情報技術（本来は応用分野に横断的な技術で

ある）を汎用性・一般性のある技術として確立し、モノ作りやサービス、ヒューマンコミ

ュニケーションなどの様々な場面で利用可能とする新しい枠組みが必要となってきている

のである。 

本稿では、現行のモデル化の枠組みを踏まえながら、感覚情報の幅を視覚・聴覚・触覚・

味覚・嗅覚の五感に拡大するとともに、より精密な感性のモデル化を行う上で重要な視点

を整理して検討する。 

 

1.3.8 感性のモデル化技術とＥコマースへの応用の概要 

加藤 俊一 委員 

 

検索技術の向上により、膨大な商品群の中から自分が購入したいと考えている商品を検索す

ることは、ある程度可能になった。しかし、「何かいいものがないかな？」というようにウィ

ンドウショッピングするような感覚で、自分が興味を持ちそうな商品を探し出すのは、非常に

大変である。しかし、「自分の興味の対象になりそうな商品の情報が欲しい」という思いは、

消費生活の上では非常に基本的な要求である。このような要求に対して、消費者の主観的な商

品の選択基準をモデル化することができれば、消費者ごとに興味を持つ可能性のある情報を適

切にレコメンドすることができる。そうすることで、消費者は自分の選択基準にあったより多

くの情報に触れることができる。 

本稿では、電子社会時代に、市民生活に最も近い BtoC (Business to Consumer)型の電子商

取引（Ｅコマース）として、商品情報のレコメンデーションシステムを取り上げ、これを実現

する上での技術的課題を考察する。 
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1.3.9 テレイマージョンとビジュアルデータマイニングの概要 

宮田 一乘 委員 

 

CG 技術の進歩とネットワーク速度の高速化にともない、地理的に離れた空間をコンピ

ュータとネットワークで構成される仮想空間内で統合する、テレイマージョン

（Tele-Immersion）の研究が現実味を帯びてきた。一方で、大量の画像データの中から意

味のあるデータを発掘するビジュアルデータマイニングの研究は、バイオサイエンスや気

象学などにおける多元解析のツールとして、今後重要度が増すと考えられる。本報告では、

これらの技術動向に加えて、テレイマージョンの環境下で、協調しながらビジュアルデー

タマイニングする手法なども紹介する。 

 

1.3.10 昨今の音楽情報処理における研究プロジェクトについての概要 

平田 圭二 委員 

 

本稿では、昨今の新しい音楽情報処理研究の流れを象徴するような国際的研究プロジェ

クトを 5 つ紹介する。 

昨年の報告書では、新しい音楽情報処理研究の特徴は、(a) 音楽理論を援用し音楽の意

味を考慮した処理を実現すること、(b) 応用システムをインターネット/Web 上に展開する

こと、(c) 実現対象とするタスクが、作曲、編曲、演奏という大粒度のものから検索、模

倣という中粒度のものに変化したことの 3 点であると述べた。これらを念頭に置いて、今

年 3 つの音楽情報処理関連の国際会議に参加した。得た所感は以下の通り。 

(a) の試みは地道に続けられている。論文はある程度の件数発表されているものの、決

定的なブレークスルーには至ってないようだ。現在、確立しつつあるサブ研究分野として

は、メロディ分割、メロディ類似度、楽曲構造分析、声部分離、演奏表情分析/合成、音楽

データベースのインデキシングなどがある。 

(b) に関しては実際に多数の事例を見出すことができたが、アプリの動作環境としてモ

バイル端末を想定したものも発表されていた。例えば、ユーザの嗜好を反映した playlist 

(ラジオ局やレコード店の推薦盤/曲リストのこと) の自動作成が目を引いた。 

(c) に関しては対象タスクが中粒度に変化しただけではないように感じた。音楽情報処

理におけるタスクは大きく生成系 (制作系) と認識系に分類できるが、現在注目されてい

るのは中粒度でかつ認識系のタスクである。信号レベルのパターン認識技術に限定し、(a) 

のような意味レベルまで踏みこまなくとも、有用な商用アプリケーションが組めるのでは

ないかという実績と期待の反映である (これは、昨今の統計的自然言語処理の隆盛を連想
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させる)。また、生成系 (制作系) に敢えて取り組まないことで、他分野の研究者の参入が

容易になり、一般の人でも利用可能な音楽システムの研究開発であることがより明白にア

ピールできるため、研究リソースが集まってきている。 

現在欧米では、上述した音楽情報処理の新しい研究の流れを象徴するような研究プロジ

ェクトが、NSF、FP5 (FP6) 等から支援を受けて進行中である/あった。本報告では、そ

の 中 か ら OMRAS 、 CUIDADO 、 WEDELMUSIC 、 MUSICNETWORKS 、

SALIERI/GUIDO の 5 つを取り上げ紹介する。 

 

1.3.11 次世代音声認識の手法と実用化の動向の概要 

児島 宏明 委員 

 

現在の音声認識は、HMM（隠れマルコフモデル）と統計的言語モデルに基づく手法が

主流となっており、その枠組み内では技術的にほぼ確立されている。本報告では、これに

代るような次世代の音声処理手法に関して、認識アルゴリズムを中心に概観し、位置づけ

と方向性をまとめる。また、このような音声処理技術の応用に関して、これまでに、認識

対象語彙の拡大や認識精度の向上などの改良が進められてきたにもかかわらず、現在のと

ころ、広く普及し利用されるには至っていない。ここでは、普及の鍵となる要因について、

小型化と低価格化を中心に検討し、その事例を紹介する。 

 

1.3.12 アクティブオーディションを利用したヒューマンロボットインタラクションの高

度化の概要 

中臺 一博 講師 

 

近年、ヒューマノイドを中心にロボットが注目されている。この延長線上には、将来、

ロボットが人間社会で人と共生し、ソーシャルインタラクションを通じて、パートナーと

しての役割を果たすことへの期待があろう。しかし、現状のロボットは、そうしたソーシ

ャルインタラクションを可能にするほどロバストな知覚処理は難しく、その中でも特にロ

ボットの聴覚処理には多くの課題が残されている。 

そこで、本報告では、ロボット聴覚機能を実現し、自然なヒューマンロボットインタラ

クションを実現するため、アクティブな動作を聴覚と統合し聴覚を向上するアクティブオ

ーディションを提案する。また、視聴覚情報の統合による知覚向上、一般的な音(混合音)

の理解も同時にロボット聴覚には本質的であると捉え、これらを考慮したロボット聴覚シ

ステムの提案および工学的な実装を行う。 
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構築システムは、ロボット動作時のノイズをキャンセルすることで、アクティブな動作

の利用を可能とする。また、視聴覚を統合することにより、複数の話者定位・追跡を行う

機能と注意を向けた方向の音源を実時間で抽出するアクティブ方向通過型フィルタによっ

て音源分離・分離音の音声認識を行う機能を有している。これらを通じて、ヒューマン・

ロボットインタフェースとしての有効性を示す。 
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２．米国政府支援 
SDP(Software Design and Productivity)研究開発の動向 

牧村 信之 幹事 

 

 1999年2月に、米国のPITAC（ITに関する大統領諮問委員会）は、ITに関する米国政府

支援の研究開発に対し、長期的基礎研究とソフトウェア研究の重要性を訴える提言を行っ

た。この提言を受けて、米国の情報技術研究開発政策の柱であるネットワーキング及び情

報技術研究開発（NITRD：Networking and Information Technology Research and 

Productivity）に「ソフトウェアの設計と生産性」(SDP：Software Design and Productivity)

という研究領域が追加された。本章では、このSDPが何を目指しているかについて、2001

年４月アーリントンで開かれたワークショップの内容から紹介し、2003年度のSDPの活動

計画として、米国はどのような研究に取り組んでいるかを紹介する。また、SDPが目指す

ものに関連した注目すべき最近の技術、システムについて紹介する。 
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2.1 SDP 発足の経緯と PITAC の提言 
 

 1999 年 2 月に、PITAC（IT に関する大統領諮問委員会）は、IT に関する政府支援の研

究開発に対し、次の示すように、長期的基礎研究とソフトウェア研究の重要性を訴える提

言[1]を行った。 

 1992 年以来、IT 関連の生産高は GDP の 1/3 を占め、数百万ドルの雇用機会を提供

してきた。 

 しかし、現状の政府の投資は、長期的なハイリスクな研究開発よりも、各省庁のミ

ッションを追求する短期的な課題に偏りすぎている。 

 このままであると、過去 20-30 年に渡って続いてきた IT 革命へのアイデア供給の

流れは途切れてしまう。 

 従って、2000-2004 年の 5 年間に下記の研究開発テーマに 4,743M ドルを長期的基

礎研究開発に追加投資すべきである。 

• ソフトウェア 

• 大規模な情報化のためのインフラストラクチャ 

• 最高レベルのコンピューティング 

• 社会経済的影響 

• 連邦政府の情報技術研究の管理と実現 

 この PITAC の提言を受け、政府は、2000 年には「21 世紀に向けての情報技術」IT2計

画として 366M ドルの研究開発投資を追加し、2001 年にはこれまでの CIC 計画（2000

年の予算は 1,089M ドル）と統合して、ITR&D 計画として､1,928M ドルと大幅に増額し

ている。そして、現在は、ITR&D 計画は NITR&D 計画と名前を変更し、予算規模は 1,830M

ドル(2002 年)となっている。 

PITAC は、追加投資すべきとしたソフトウェアについては、以下のような現状、課題、

であるとの調査結果を発表し、 

 ソフトウェアに対する要求が、国家的なソフトウェアの生産能力を上回っている。 

 脆弱なソフトウェアに国家が依存している。 

 信頼性と安全性に優れたソフトウェアを構築するためのテクノロジが不十分である。 

 ソフトウェア・システムは、急速な勢いで多様化と洗練化が進んでいる。 

 一般的な市民にとって、ソフトウェアへの依存度はしだいに高まりつつある。 

 ソフトウェアの基礎研究に向けた国家の投資が不足している。 

その対策として、次のことを提案している。 

 ソフトウェアの基礎研究を最優先課題とする。 
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 ソフトウェアの開発手法、およびコンポーネント・テクノロジに関する基礎研究に

向けた投資を強化する。 

 ヒューマン/コンピュータ・インタフェースと相互作用に関する基礎研究を支援する。 

 情報管理の方法に関する基礎研究を強化する。 

 主な情報テクノロジ関連の研究構想の中に、ソフトウェアの研究を主要な課題とし

て位置付ける。 
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2.2 NSF SDP ワークショップ 
 

PITAC の提案により、SDP の研究開発予算はついたものの、PITAC の提案は、具体的

にどのような研究を行えばよいか必ずしも明らかではない。そこで、NSF の Frank Anger

が座長となって、後述する米国の著名な研究者（他に省庁の研究機関担当者も出席）が、

2001 年４月 18~19 日にアーリントンに集まって開催されたのが、本ワークショップ[2]で

ある。 

 

2.2.1 SDP ワークショップの狙い 

本ワークショップでは、Frank Anger がイントロとして、ソフトウェアの現状は、以下

のようであり、 

 全米でソフトウェア技術者 200 万人 

 サポートスタッフ 35 万人 

 まだまだ空きポスト多数 

従って、以下のことを達成しなければならない。 

 ソフトウェア生産性の劇的向上 

 高いソフトウェア品質 

と説明し、前述した PITAC の提言を説明した後、本ワークショップでは、以下の点をあ

きらかにするのがねらいであるとした。 

 解決すべき基礎的な問題は何か 

 真の障壁と挑戦とは何か 

 どの方向がもっとも有効か 

 何が理想的な成果か 

 どのように研究を進めるべきか 

この「どのようなソフトウェア研究をすればよいか」の議論を基にして、SDP（Software 

Design and Productivity）の研究計画を作ろうということで、以下の 4 つのグループに分

かれて検討がなされた。 

 ソフトウェア研究の将来 

 新ソフトウェア開発パラダイム 

 実世界ソフトウェア 

 ネットワーク中心のシステム 

これら四つのグループの参加メンバを表 1 に示す。 
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表 1 SDP ワークショップ参加メンバ 

ソフトウェア研究の将来 新ソフトウェア開発パラダイム 

Barry Boehm, USC 

Benjamin Pierce, Univ. of Pennsylvania 

Doris Carver, Louisiana State Univ. 

Shankar Sastry, UC Berkeley 

Bonnie John, Carnegie Mellon Univ. 

Kevin Sullivan, Univ. of Virginia 

William Mark, SRI International 

Grady Booch, Rational Software 

Ralph Johnson, Univ. of Illinois  

Gregor Kiczales, Univ. of British Columbia 

Charles Simonyi, Microsoft  

John Vlissides, IBM 
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Gabor Karsai, Vanderbilt Univ./ISIS 

Patrick Lardieri, Lockheed Martin 
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2.2.2 各検討グループからの提言 

2.2.2.1 ソフトウェア研究の将来 

 現状は、 

 現在のインフラは、低い信頼性、安全性、可用性で、まったく不適切である。 

 大規模ソフトウェアプロジェクトの半数は失敗している。 

 応用ソフトウェア同士が情報をやりとりできない。 

 過去のソフトウェア資産が 1 兆ドルもある。 

との仮説に立って、以下の目標を立てている。 

 各領域の専門家がソフトウェアを使いこなせるようにしよう。 

 既製品ソフト業界の共通基盤となるアーキテクチャを開発しよう。 

 ソフトウェア業界に対し、鍵となる概念･技術を提供しよう。 

 プログラマの意図を機械が理解できる形で記録する方法を開発しよう。 

 ソフトウェア開発の現状をしっかり認識しよう。 

この目標実現に向けて、特に注目すべき領域は、以下であり、 

 ネットワーク埋め込み型 

 対人インタラクション 
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 グループインタラクションの計算機支援 

 領域専門家のための環境：教員、エンジニア、金融、科学者 

その領域で基礎となる科学は、以下であり、 

 ソフトウェア物理：並行処理のモデルなど 

 ソフトウェア経済学：柔軟性の価値を定量化など 

 ソフトウェア行動科学：人間の認知・記憶に関する知見をソフトウェア設計に応用

したり、ソフトウェアと人間の役割分担を明らかにしたりすることなど 

そのキーポイントは、以下であると提言している。 

 ソフトウェア開発のプレイグラウンドを変えよう。 

• 「プログラム」の意味の変更: 

Ptolemy（同期データフロー、状態遷移マシン、ランデブー方式同期メッ

セージング、連続的な時間、離散イベントといったコンピュテーションモ

デルのビジュアル化イメージでシステムを作成するアーキテクチャデザ

イン言語） 

Simulink（ブロックダイアブラムを作成することによって、システムのシ

ミュレーションや性能の評価、デザインの改善が行える Mathworks 社の

モデリングツール） 

• 「プログラマ」の意味の変更:practitioners (開業医などの専門家) 

 以下のキーとなる技術を進展させよう。 

• 軽い形式的枠組み 

• 並行性･耐故障性･安全性などのモデル 

• 「価値」に基礎を置いたデザイン 

• 分散オープンソーステスト方式 

 ソフトウェア経済学を変えよう 

 ソフトウェアでハードウェア を定義しよう。 

（ハードウェアがソフトウェアをではなく） 

 

2.2.2.2 新ソフトウェア開発パラダイム 

 新ソフトウェア開発パラダイムでは、現状は、以下のような要因によって、複雑さが指

数関数的に増加している。 

 組込型、モバイル、浸透性、大域性 

 長寿命、複数バージョン混在 

 共同開発 
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 利用者ごとのカスタマイズ 

この難問題を以下のような革新的概念によって、一挙に解決することが必要である。 

 国立ソフトウェア考古学センター構想 

 多面的ソフトウェア 

 協調開発環境 

[国立ソフトウェア考古学センター構想] 

ソフトウェアの古典を蒐集および保存し、それをリバースエンジニアリングによって、

その古典の芸術的本質を抽出し、Web で公開する。これにより、参考となるソフトウェア

アーキテクチャの宝庫として、将来の研究の基礎として、特許取得のための事前芸術研究

として、役立て、芸術的表現を奨励することをねらう。 

[多面的ソフトウェア] 

高級言語、オブジェクト指向プログラミング、デザイン・パターン、特定領域用言語と

いったこれまでの歩みは、ある側面をより理解しやすくした、あるいは、ある側面をうま

く表現したというものにすぎない。本来、ソフトウェアは、様々な異なる意図を表現する

ものであり、新たなシステムは、共存する異なる側面が互いに影響しあって生まれるもの

である。このような多面的ソフトウェアについて、従来は認識不足であったが、デザイン・

パターン、協調開発環境、アスペクト指向プログラミング、特定領域用言語といった研究

分野では、一部、多面的ソフトウェアの考えが取り入れられ始めている。今後、多面的ソ

フトウェアとしてすべきことは以下である。 

 どの側面が肝要か 

性能、価格、使い勝手、過去からの連続性… 

 各側面をどう表現するか 

 諸側面をどう変形・統合しシステムとするか 

 特定領域用言語のためのツール整備の加速 

[協調開発環境] 

協調開発環境とは、ソフトウェア開発のプラットフォームとして Web を仮想的な議論の

場にするものであり、研究すべきことは以下である。 

 ソフトウェア開発の社会学 

 ソフトウェアプロセスの利用 

 考古学センターや多面的ソフトウェアを利用するプラットフォームの創造 

これらの革新的概念の研究計画例には、以下のようなものがある。 

 側面中間形式（特定領域用言語のための汎用ツール、Weavers?） 

 対応代数 (Correspondence Calculus) 
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 デモプロジェクト (Demonstration Projects) 

 領域回復 (Domain Recovery) 

 ソフトウェア保存 (Preservation) 

 ソフトウェア開発民俗学 (Ethnography) 

 

2.2.2.3 実世界ソフトウェア 

今日のソフトウェアは、偶然的複雑性、予測不能性、合成不能性、脆弱性、実世界との

相互作用に向かないといった問題点を抱えている。 

また、ソフトウェアは「コードの集まり」という考え方にハマッテおり、大規模にする

には人力を注ぎ込む、システム全体像の理解が喪失している、仕様とその実現が分離して

いる、といった事態を招いている。 

10 年後には、どこでもコンピュータだらけになって、これまでの世界とは全く変わった

世界になるというのに、今日のようなソフトウェアの作り方をしていたら、世界は危険極

まわりない場所となってしまう。それを避けたければ、技術の実施を遅らせねばならず、

その場合には、自動車は、コンピュータ制御とはならず、交通渋滞にはまり込んでしまう

だろう。 

これを解決するには、モデリング言語、システムの合成、変換、過去のソフトウェア遺

産の扱い、といった課題に取り組まねばならない。 

[モデリング言語] 

ソフトウェアの問題点は、「プログラムコード」、あるいは「仕様」にあるのではなく、

「モデル」あるいは「設計」にある。すなわち、複雑な機能の実現、設計の理解、質問の

定式化、振舞いの予測、といったことを行う際に、それを表現するモデリング言語を我々

が持っていないことである。 

これを解決するため、以下のような研究を行うべきである。 

 システムのモデリング「言語」 

 有用な抽象化を見つけること 

 計算的システム理論 

 組合わせて使える抽象化 

 時間・並行・能力などの表現 

[システムの合成] 

システムを組合せて作る組織的方法、例えば、要素の枠組み、組合せの意味論、その場

での（on-the-fly）合成、既成のソフトウェア要素との統合、といったことが欠如している。 

これを解決するため、以下のような研究を行うべきである。 
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 意味の枠組みと理論 

 方法論 (methods) とツール 

 実験台と挑戦的問題 

 参照実装 (reference implementation) 

 アーキテクチャ枠組みの定義 

 分散・分割の戦略 

 粒度とモジュラー性の制御戦略 

[変換] 

異なる抽象間の変換についての理論、例えば、異なる抽象の間の関係、生成器（変換器）、

複数の視点を許す抽象化(multi view abstraction)、物理的環境の抽象化、高信頼性ソフト

ウェアとシステム（HCSS：High Confidence Software and Systems）との関係: 証明つ

きの変換、といったことが欠如している。 

これを解決するため、以下のような研究を行うべきである。 

 オープンな生成器インフラ（方法論、ライブラリ） 

 生成器の理論 

 Methods for correct by construction transformers (?意味不明?) 

 変換器のパラメタ化 

[過去のソフトウェア遺産の扱い] 

過去の遺産を扱う方法論、例えば、システムを徐々に現代化する方法、新しいものを古

いものと統合する方法論、といったことが欠如している。 

これを解決するため、以下のような研究を行うべきである。 

 遺産コードの部品化 

 遺産からの抽象化の抽出 

 漸次現代化、リバースエンジニアリング 

 再設計を安価に ⇔ ソフトウェア遺産からの進化 

 

2.2.2.4 ネットワーク中心のシステム 

 今後のシステムは、以下のような状況に進展すると予想される。 

 すべてがコンピュータ 

 すべてがネットワークコンピュータ 

 すべてが相互依存する可能性 

 実世界と接続 

 ますますヘテロに 
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 接続はますます多様で不安定に 

その状況下で、以下のような応用システムが登場してくるであろう。 

 交通制御: 自動車数千台からセンサーデータ 

 戦域管理: 敵対環境で多様粒度の調整･任務 

 サプライチェーン管理 

 科学データの共同解析 

数千ユーザ、数千資源に対し、ソフトリアルタイムで問合せ最適化の要請 

 家庭内電力管理 

このような状況、応用システムにおいては、以下のような技術的課題が生じる。 

 資源（QoS、時間･相互依存･エネルギー消費･大きさ）を意識したプログラミング 

• 工学的トレードオフを考慮する計算モデルの欠如 

• 複雑なシステムでは端点間の特性が不明 

 動的な資源の振舞い: 故障･不均一性 等 

• 計算モデルや端点間特性の欠如 

 ソフトウェア遺産 

• 設計時に想定しなかった利用形態への対応 

 危機・信用・制御の管理 

• ポリシー･保障･管理のドメイン 

• 極度に動的なシステムの安全性確保と確認手法 

• プライバシ 

 スケールの問題 

• 構成要素数、構成要素の大きさ 

• 単一の計算に関係する要素数 

• ネットワーク中心システムは長時間無停止動作 

これらの問題を解決するには、以下のような研究方向とアプローチが必要である。 

 「問題」を扱うプログラミングモデル 

• 工学的トレードオフ 

• 大規模システムの運用 

• 動的な資源の振舞い 

• 危機・信頼・安全の管理 

 「問題」の基本機構 

• 資源のトレードオフ: QoS、実時間性、等 

• 適応的振舞い 
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• さまざまな次元への拡大 

• 分散管理 

 「問題」の全体を扱える、多レベルの資源管理 

 ネットワーク中心の（小規模な）要素を、動的に大規模システムに合成する技術、

相互運用性 

この他、次のような研究も必要である。 

 新たな計算モデルを使うためのツール 

 高度に複雑化したシステムの検証・シミュレーション・理解 

 大規模分散応用システムの (自動) 構成･管理 

これらの研究によって、以下のような効果が期待される。 

 社会的には 

• 現状では作れないものを作れるように 

• ネットワーク化システムの信頼性･制御性向上 

工学的設計によって実現 ⇔ デバッギング 

• ソフトウェア開発コストの抑制 

 教育 

• 新たなソフトウェアの作成・システムの設計にあたれる人材の供給 

 

2.2.3 SDP ワークショップ提案のまとめ 

 4 つのグループからのそれぞれの提案は、別々の方向を向いているのではなく、ほぼ同

一方向を向いており、概ね、以下の提案にまとめられる。 

 有用な抽象化を含んだモデリング 

• モデリングは、対象とする特定領域のモデルを記述できるものとし、その

特定領域の専門家が使いこなせる。 

• モデリングは、資源のトレードオフ・動的管理、危機・信頼・安全の管理

といった、設計の意図を表現できる。 

• ある特定の側面からのモデリングを組み合わせ・合成・変換・統合して、

様々な側面からのモデリングができ、システムの複雑さを軽減できる。 

• モデリングは、科学的、工学的設計に基づいた軽い形式的枠組みを持ち、

これからコードの自動生成ができると共に適合性の検証も行える。 

 オープンな協調開発環境 

• Web をベースとしたオープンで協調して開発できるプラットフォーム。 

• この環境には、芸術的ソフトウェアが蒐集され、ソフトウェアの宝庫とな
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る。 

• 柔軟性の価値なども定量化され、ソフトウェアの経済的社会的評価ができ

る。 

 既存ソフトウェア資産を生かす仕組み 

• システムを徐々に現代化する仕組み 

• 新しいものと古いものとを統合する仕組み 
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2.3 2003 年度 SDP の活動計画 
 

 ワークショップからの提案を受けて、米国政府は、通称Blue Book 2003と呼ばれる「ネ

ットワーキング及び情報技術研究開発 ― 2003年度大統領予算教書補足資料」[3]において、

SDPに対する2003年度の活動計画を以下のように示している。 

 

2.3.1 取り組み方針 

2002 年に、半導体業界は地球上にいる人間の数より多いコンピュータ用チップを生産す

ると予測されている。これらチップの約 1％だけが認識可能なコンピュータに使われ、ほ

とんどは他のタイプの機器に組み込まれる。すなわち、小さなものでは携帯電話、ポケッ

トベル、パーソナルデジタルアシスタント（PDA）やリモコンであり、大きなものとして

は車、飛行機、製造機械、兵器システム、緊急警報ネットワークのような複雑な物理的シ

ステムなどである。組み込み型コンピューティング技術にとって最も有望な新しい方向は、

ほとんどリアルタイムで重要なデータを収集し、転送することのできるネットワーク化さ

れたマイクロセンサシステムである。このようなセンサ網は、環境と危険モニタリング、

科学的農業、輸送管理、戦闘場面における偵察と早期警戒システムを含む、広範囲のアプ

リケーションに使われるようになっている。 

IT 研究者が、国家のコンピューティング及び情報通信インフラストラクチャ上で動いて

いる現世代のソフトウェアの重大な技術的脆弱さに取り組もうとしたとき、IT 研究者は、

組み込み型技術における初期の変革において、独特の新しい難問に直面した。今日のソフ

トウェアは、その開発とメンテナンスに巨大な金額が費やされているもかかわらず、必要

とされているほど相互運用性がなく、拡張性もなく、また、コスト効率に優れているわけ

でもない。 

この問題を解くかぎは、これまではプログラミング“ウイザード”という寂しい技術に

よって行われてきたソフトウェア設計と開発を、質の高い結果を得るために広く受け入れ

られる原理、方法、最良の経験で支配された形式的枠組みの科学と工学の学問分野に変換

することである。技術者は、技術的要求を満たした詳細な設計図、関連する基本原理や関

連材料に対する最先端の訓練で養われた知識、長持ちする品質保証された構成部品を作る

ためのコスト効率の良い開発プロセスを持たずに、つり橋を架けるような夢を見ることは

ない。わが国のインフラストラクチャに根を下ろす重要な基盤として、ソフトウェアは少

なくとも科学的に設計されたものであるべきである。 

NITRD の研究のひとつは、ソフトウェア開発の新しい科学のために、モデルを作り出

し、試験し、評価することに重点を置いている。目標は、今日の特異的で少数の人のみが
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理解できるコードから脱却し、合理的でモジュラリティがよく、実証的で再使用できる、

安定した工学的設計に移行することである。科学的な原理と手法は、開発者やユーザが、

自動化された技術を使って、ソフトウェア製品を設計し、構築し、試験し、厳しい使用テ

ストをすることを可能にする。ここで自動化された技術は、ソフトウェア製品が利用され

る前に、それらの動作を確認し、大規模ソフトウェアの何百万のもの手作りのコード中に

潜む、今すぐ簡単に見つけられない弱点を正確に指摘することができるようにする。設計

と実装の局面を自動化し、実践的なテストベッドを使うことは、プログラミング段階を合

理化するだけでなく、高価なデバッグ工程の効率を上げ、改良することによって、現在の

極めて高い開発コストを抑制することになろう。 

最終的には、より高品質のより多くの製品を作ることを可能にするだけではなく、実質

上開発費を下げ、維持を容易にすることにより、ソフトウェアの「生産性」を劇的に向上

させる開発方法論を得ることが目的である。 

ソフトウェアのための科学的基盤は、組み込み型システムにとって極めて重大なもので

あり、大規模な物理的システムの内側奥深くにある小さなコンピュータ・コンポーネント

は、極めて多くのコンピューティング及びノン・コンピューティングタスクをリアルタイ

ムにサポートするための機能を持っている。ちょうど、自分がどこにいるか、そして、ま

たは何をしていようとも、我々の心臓と肺は命令されなくとも機能するように、組み込み

型プロセッサはその仕事を自動的に絶え間なく行うことができなければいけない。ちょう

ど我々の命は、新しい細胞が生まれて古い細胞が死ぬことにほとんど影響されないように、

組み込み型システムは、いくつかの個々の組み込み型プロセッサが損傷を受け、破壊され、

付け加えられ、あるいはアップグレードされても、全体としてのシステムが自動的に機能

し続けている間、動作し続けることを期待されている。 

2003 年度に、NITRD 参加機関は、ソフトウェアの品質を向上させ、その費用を全面的

に削減するための基礎研究を支援する。この先進的技術は不可欠の駆動力となり、我々は、

これにますます依存度を深めることになって、大規模及び小規模アプリケーションの両方

において、社会により、大きな利益をもたらすことになる。 

 

2.3.2 2003 年度の SDP の主要な研究課題 

• 言語とコンパイラを含むソフトウェアとシステム科学； 

構築方法論； 

分散型で拡張性のあるシステムとネットワークの設計基盤； 

• 効率的で、信頼性の高いソフトウェア・コンポーネントとその統合プロセスを含む自動

化されたエンジニアリング； 
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統合ソフトウェアとシステム開発のための(仕様、分析、検証などの) 方法論； 

並列実行するネットワーク化されたアプリケーションの相互運用性； 

ドメイン特有の開発環境の速やかな構築とカスタマイゼーションが可能なツール環境； 

• 組み込み型アプリケーションとシステム開発プロジェクトのための技術に関するパイロ

ットアプリケーションと実践的研究； 

 

2.3.3 2003 年度における各機関の代表的活動 

NSF： 

・実践的なソフトウェア工学研究 

・コンポーネントベースのソフトウェアに於ける絶えず生じる変化に対する管理 

・ソフトウェアを発展させるプロファイルとパターン 

・リスクドリブンからバリュードリブンの開発モデルへと変更するための戦略的ソフト

ウェア設計 

DARPA： 

・組み込み型システムのためのプログラム作成(Program Composition for Embedded 

Systems：PCES) 

PCES は、組み込み型システムのプログラミングのための新しい戦略を開発しており、

技術的労力を抑えてより堅牢なコードを作ることを目的としている。この手法にはコ

アソフトウェアの設計が絡んでおり、並行操作、センサ、時間的制約のあるアクチュ

エータの同期、安全で高効率のキャッシュ、レジスタ、メモリ管理などの組み込み型

システム全体に必要とされる横断的機能を含んでいる。目標は、ダイナミックな構成

とテストのための自動化されたツールを用いた再利用可能なソフトウェアスイートで

ある。 

・組み込み型ソフトウェアのモデルベースの統合 

・ソフトウェアによる制御、センサ網あるいはシステム網で構築される高度に複雑なシ

ステムでのダイナミックな自己構成と保証 

NIH： 

・バイオメディカル・コンピューティング・アプリケーションを支援するソフトウェア

研究 

NSF/NASA： 

・高信頼コンピューティングとコミュニケーションシステムの研究に関する共同研究プ

ログラム 

これは、現実世界のハードウェアとソフトウェア人工物に関する研究資金援助を評価
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するための NASA の新しいテストベッド施設を使って、信頼性があり、コスト効率の

良いソフトウェアをベースにしたシステムを設計し、試験し、実装し、発展させ、保

証することをねらいとするプロジュクトである。 

NASA： 

・組み込み型あるいはロボットデバイスのための技術とツールを含む自動化ソフトウェ

ア工学手法 

・ベイジアン法を用いた仕様、ソフトウェアの実践評価 

DOE/NNSA： 

・全ての高度シミュレーションとコンピューティング（Advanced Simulation and 

Computing：ASCI）ハイエンドプラットフォームのための、共通のソフトウェア開

発/実行環境の構築 

これは、I/O、ストレージ、視覚化に対するニーズだけではなく、堅牢さと拡張性の 

ためのエンドツーエンド ASCI アプリケーションのニーズを支援するものである。 

NIST： 

・消費者団体と使い勝手に関するデータを共有するための共通の報告書形式の開発 

・自動化された、知識ベースの手法を用いたソフトウェア品質の決定 

・産業界のパートナーと製造 B2B の相互運用性テストベッドを共有する計画 

NOAA： 

・コンポーネントを基本にした地球物理学環境のモジュラー研究モデルの開発 

ODDR&E： 

・組み込み型システムをチェックするソフトウェアモデルに関する大学における基礎研

究 

・リアルタイムの無停止ネットワークプロトコル 

 

2.3.4 2003 年度の予算 

 表 2 に示すように、SDP に対する予算は 1.821 億ドルであり、NITRD 予算の約 1 割を

占めている。 
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表 2 NITRD 関係機関の個別研究分野(Program Component Area)別の予算 

 2002年度予算（単位：100万ドル） 

HECI&A: ハイエンド・コンピューティング基盤とアプリケーション 

HECR&D: ハイエンド・コンピューティング研究開発 

HCI&IM: ヒューマン・コンピュータ・インターフェースと情報管理 

LSN: 大規模ネットワーク 

SDP: ソフトウェアの設計と生産性 

HCSS: 高信頼ソフトとシステム 

SEW: 社会、経済、および労働力の面から見た IT 労働力開発 

*小計と合計に 2003 年度大統領予算教書と若干の相違があるのは、集計における個別研究

分野の多少の変更と端数処理の違いによる 

 

 

 

Agency HECI&A HECR&D HCI&IM LSN SDP HCSS SEW 合計 

NSF 225.1 66.4      132.6 102.8 44.4 45.8 58.8 676 

NIH 79.5 7.7 82.0 105.6 5.6 3.6 11.4 295 

DARPA 17.4 63.9 35.8 35.0 65.6   218 

NASA 36.1 26.0 27.8 14.4 22.4 47.1 7.0 181 

DOE 97.2 29.5 16.4 27.8   3.5 174 

NSA  41.6  1.3  32.7  76 

NIST 3.5  3.2 6.2 7.5 2.0  22 

NOAA 13.8 1.8 0.5 2.8 1.8   21 

ODDR&E  2.0 1.8 5.7 1.6 1.0  12 

AHRQ   8.0   6.0    14 

EPA 1.8       2 

小計* 474.4 238.9 308.1 307.6 148.9 132.2 80.7 1,691 

DOE/NNSA 42.1 33.5  25.9 33.2  4.2 139 

合計* 516.5 272.4 308.1 333.5 182.1 132.2 84.9 1,830 
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2.4 SDP の目指すものに関連した技術、システムの動向 

 

 SDP の将来の方向性として、前述のように、モデリング、形式的枠組み、オープンな開

発環境、既存資産の活用を提言し、キーワードを並べているが、まだ、具体的なイメージ

がつかめない読者も多いことであろう。SDP に参加したメンバも将来構想であるから、具

体的イメージを持っているわけでもなく、各メンバの将来イメージもそれぞれ異なってい

るので無理からぬ話である。しかし、参加メンバは、予算獲得の思惑があり、各メンバが

現在研究していること、あるいは関心があることの延長線上に将来イメージがあるであろ

う。そこで、SDP が目指す方向に関する、以下に述べる現在の研究動向を把握し、それか

ら、その延長線上の将来イメージがどんなものであるかを把握してもらいたい。 

 

2.4.1 モデリング、特定領域記述言語(DSL: Domain Specific Language) 

IT 革命が進行し、IT と他分野との融合が加速していけば、融合分野の専門知識が希薄

な IT プログラマは対応が難しくなってくる。従って、IT プログラマがプログラミングす

るのではなく、各特定領域の専門家がプログラムできるものでなくてはならない。特定領

域には、多くの場合、建築設計図、電気回路図、損益対照表といった特定領域固有のモデ

リングドキュメントが既に存在する。このようなモデリングドキュメントをベースに IT

システムを記述しようとするアプローチが特定領域記述言語である。 

これは、従来、プログラミングとは、インプリメントすることを設計してきたが、モデ

リングを設計することによって行おうとするアプローチであり、このモデリングが特定領

域固有のモデリングドキュメントに他ならないのである。しかし、ただ単にモデリングド

キュメントで終わらずに、実行できるものではなくてはならない。従って、モデリングド

キュメントを「軽い形式的枠組み」にしたり、「メタモデリング言語」でモデリングドキュ

メントの意味を規定したりして、あるいは、暗黙的な知識を使ってシステムが自動的に、

実行コードの生成をサポートにする。 

 特定領域記述言語の代表的なのは、スプレッドシートで表に関する処理はほぼ何でもこ

なすことができる。表以外で注目されるシステムに、Simulink、Ptolemy、OMG で検討

が始まったMDA、Webサービスをベースにビジネスフローを記述するBPEL4WSがある。 

 

2.4.1.1 Simulink 

 Simulink[4]は、MathWorks 社の製品で、DSP の設計、コミュニケーションシステムの

設計、その他シミュレーションシステム向けのダイアグラムブロックの開発ツールである。

その特徴は、150 以上のブロックを含むライブラリやモデル（出来合いブロックダイアグ
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ラム）が準備されており、これらを組み合わせてブロックダイアグラムを作成、編集でき

る。 

 

 
図 1 Simulink FFT の例 

 

図 1（http://www.mathworks.com/products/simulink/description1.jsp）は、短時間の

高速フーリエ変換ブロック（FFT）の例であり、これは DSP ブロックを用いて作成され

ている。FFT ブロックに対するパラメタは右のダイアログボックスで入力される。ユーザ

がサブシステムの詳細を見たければ、右下に示すその詳細ブロックダイアグラムを表示す

ることができる。 

 Simulink では、ユーザ作成のカスタムブロックをシステムに組み込む、あるいは C 言

語などのコードをブロックダイアグラムに組み込むことによって、システムを拡張するこ

とができる。また、作成したブロックダイアグラムを、インタラクティブに実行すること

ができ、結果を即座に表示したり、グラフィカルデバッガでデバッグしたりすることがで

きる。 

 

2.4.1.2 Ptolemy 

 Ptolemy[5]は、カルフォルニア大バークレー校のプロジェクトであり、組み込みシステ

ムのような複雑なシステムのモデリングと設計を支援するシステムの構築を目指している。 

その狙いは、以下の実現にある。 
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① 組み込みシステムの開発におけるモデリング、設計の方法論の確立 

② 適切なコンピュテーションモデルの選択によるシステム設計品質の向上 

③ 多数のコンピュテーションモデルを実行するモデルの生成と相互運用 

④ コンポーネントベースの設計 

Ptolemy プロジェクトでは、ビジュアルエディタである Vergil を用いてモデリング、設

計を行う。この Vergil の特徴は、単一のコンピュテーションモデルではなく、複数のコン

ピュテーションモデルの中から選択できることである。Vergil では、継承構造、手続きイ

ンターフェースを主体とするオブジェクト指向ベースのモデリングではなく、並列性やコ

ミュニケーションモデルを主体としたアクタベースとした、以下に示す９つのコンピュテ

ーションモデルが用意されている。 

Communicating Sequential Processes - CSP 

Continuous Time - CT 

Discrete-Events - DE 

Distributed Discrete Events - DDE 

Discrete Time - DT 

Finite-State Machines - FSM 

Process Networks - PN 

Synchronous Dataflow – SDF 

Synchronous/Reactive - SR 

２つ目の特徴は、上記のモデルがグラフィカルに表現されることである。図 2

（http://ptolemy.eecs.berkeley.edu/publications/papers/01/overview/overview.pdf）は、

Discrete Event モデルの例で、バス停に乗客がポアソン過程で到着し、バスが一定間隔で

到着したときと、ポアソン過程でランダムに到着したときのシミュレーションの比較を示

す。 

図 3（http://ptolemy.eecs.berkeley.edu/publications/papers/01/overview/overview.pdf）

は、Finite-State Machine の例を示す。 

３つ目の特徴は、上記のグラフィカルなモデルは、コンピュテーションモデルに基づいて

ため、意味の形式化がなされ、実行可能で、モデルが意図するものであれば、信頼性のお

けるプログラムとなる。 
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図 2 Vergil のバス停における待ち行列のシミュレーション例 

 
図 3 Vergil の状態遷移図の例 

 

2.4.1.3 UML,MDA 

 UML(Unified Modeling Language)は、オブジェクト指向に基づく開発方法論で使われ

るドキュメント(図)を統一したものであって、以下の９種類の図を規定している。 

ユースケース図………システム要件となる機能を表す図 

クラス図………………クラスの階層構造、振る舞いを表す図 
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オブジェクト図………個々のオブジェクトの振る舞いを表す図 

シーケンス図…………オブジェクト間の協調動作（メッセージングの順序）を表す図 

コラボレーション図…オブジェクト間の協調動作（メッセージングとコンテキスト）を

表す図 

状態遷移図……………オブジェクトの状態の変化の様子を表す図 

アクティビティ図……操作の中で実行されるアクティビティの流れを表す図 

配置図…………………システムのハードウェアとソフトウェアの物理的なアーキテクチ

ャを表す図 

コンポーネント図……コードのコンポーネントの物理構造を表す図 

しかし、このような UML には大きな二つ課題を抱えている。一つ目は UML の図は、

モデリング言語ではあるが、オブジェクト指向言語によるインプリメントを前提としたも

のであって、IT システム設計者、プログラマ向けのものである。業務で使うモデリングで

はなく、業務の専門家が使えるものではない。二つ目は、実行コードの生成までを可能と

する情報は含んでいないため、設計からインプリメント、テストへとシームレスな開発が

行えず、また、ツールを使えば、或る程度は補えるが、実行コードと UML との不一致が

生じたりする。 

この課題を解決する動きが、MDA(Model Driven Architecture)[6]、UML2 である。 

MDA は OMG(Object management Group)が提案しているものであり、業務に視点を

置いたモデリング(PIM: Platform Independent Model)とインプリメントに視点を置いた

モデリング(PSM: Platform Specific Model)とに分けてモデリングを行い、この二つのモデ

リングをマッピングルールで関係付けを行おうとするものである。 

PIM の一つとして、企業でのビジネスプロセスを対象としたエンタープライズ分散オブ

ジェクトコンピューティング(EDOC: Enterprise Distributed Object Computing)向けに

UML に対して、ビジネスプロセス、イベントドリブン、コンポーネント、パターンなど

様々な拡張が検討されている。PSM も分散オブジュクトをサポートする CORBA、EJB、

NET、XML が検討されている。図 4（http://cgi.omg.org/docs/ptc/02-02-05.pdf）に EDOC

の CCA(Component Collaboration Architecture)による販売の例を示す。 
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図 4 EDOC の CCA(Component Collaboration Architecture)による販売の例 

 

2.4.1.4 BPEL４WS 

 BPEL4WS(Business Process Execution Language for Web Services)[7]は、ウェブサー

ビスをベースとしたワークフローによるビジネスプロセスの振る舞いを記述する XML ベ

ースのドキュメントであり、IBM、Microsoft、BEA が共同で提案しているものである。

BPEL4WS は、XLANG と WSFL の概念を融合しており、それらに取って代わるもので

ある。BPEL4WS は、ビジネスプロセスの二つの側面、ビジネス活動における参加者の振

る舞いのモデルを進行させる実行プロセスと各業者間のメッセージ交換の振る舞いを記述

するビジネスプロトコルとを記述する。 

 BPEL4WS では、ルートの Process 要素の下位要素として、Partners 要素、Conntainers

要素、CorrelationSets 要素、FaltHandlers 要素、CompensationHandler 要素、及びア

クティビティを記述する。 

Partners 要素では、ビジネスプロセスの過程で登場する各業者について、Partner 要素

でサービスリンクタイプと役割を記述する。Containers 要素では、ビジネスプロセスで使

われる各データ内容について、Container 要素で記述する。CorrelationSets 要素では、各

相互関係について、CorrelationSet 要素で記述する。エラー処理については、FaltHandlers
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要素、CompensationHandler 要素で記述する。 

アクティビティは、ビジネスプロセスの活動内容を以下の要素で記述する。 

・ Receive 要素 メッセージの受け取り 

・ Reply 要素 メッセージに対する返答 

・ Invoke 要素 パートナーの PortType で提供されるサービスの起動 

・ Assign 要素 新しいデータで Container の内容の変更 

・ Throw 要素 例外処理の生成 

・ Terminate 要素 ビジネスプロセスの終了 

・ Wait 要素 或る時間待つ 

・ Empty 要素 無操作 

・ Sequence 要素 順次に各操作を行う 

・ Switch 要素 分岐操作を行う 

・ While 要素 繰り返し操作を行う 

・ Pick 要素 メッセージの受け取りまたはタイムアウトでアクティビティを実行 

・ Flow 要素 並列操作を行う 

・ Scope 要素 エラー処理の範囲を定義 

・ Compensate 要素 補償処理の呼び出し 

 

2.4.2 多面的ソフトウェア 

2.4.2.1 アスペクト指向 

オブジェクト指向は、システムを「もの」、すなわちオブジェクトという側面から分割し、

対象システム中の「もの」をモデル化し、その性質（手続きとデータ）を記述する。しか

し、対象モデルの性質は、一つの側面ではなく、いくつかの側面を含んでいる場合が多い。

このことに着目し、「もの」という側面からではなく、他の側面からもシステムを分割しよ

うとするのがアスペクト指向[8]である。先ず、オブジェクトの側面からシステムを分割し、

分割したオブジェクトを横断するような関心事があれば（複数のクラスに同じ関心事があ

れば）、その関心事に対する機能を一まとめにして分割の単位とする。このように、アスペ

クト指向とオブジェクト指向とを組み合わせてシステムを構築する。 

オブジェクトに跨る関心事には、すべてのオブジェクトに共通な関心事の例として、セ

キュリティチェック、課金、トレース、ロギング等があり、幾つかのクラス間の取り決め

の例として、Observer―Subject のようなデザイン・パターンに見られるクラス、図形描

画における図形要素と画面の再描画の関係といった構成要素と全体の管理の処理、クラス

間の役割を明確化するメソッド呼び出しにおけるプレコンディション・ポストコンディシ
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ョン等がある。また、システム統合を行う場合にもアスペクト指向は有効である。例えば、

販売管理システムと配送システムとを統合する場合には、商品の重量、大きさ、配送スケ

ジュール等といった配送の側面から機能を一まとめとにして、販売管理システムに後付け

で（販売管理システムに大きな変更を加えずに）追加することもできる。 

このようなアスペクト指向をサポートするシステムには、Hyper/J、Aspect/J 等がある。

Aspect/J を用いた図形描画における図形要素と画面の再描画の例で、具体的にどのように

コーディングするかを図 5 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 Aspect/J による図形要素と画面の再描画の例 

 

図 5 の左に示したのが、オブジェクト指向による図形描画のクラスの階層構造である。

ここで、図形要素の Point、Line が変更されたときには、必ず画面の再描画をしなければ

ならないが、その処理は、各図形要素すべてで記述しなければならなく、モジュラリティ

がよくない。アスペクト指向では、その部分を別モジュール aspect DisplayUpdating で

記述する。そこでは、pointcut 文で Point、Line が変更されたという関心事 move を

（ call(FigureElement.mobeBy||Point.setX||Point.setY||Line.setP1||Line.setP2)）

で指定し、そのときのオブジェクトを fe と指定する。そして、関心事 move が呼び出され

た後処理として行うべき処理（画面の再描画）を after 文で指定している。 

 

 

DisplayUpdating

Display 

*

2Point 

getX() 

getY() 

setX(int) 

setY(int) 

moveBy(int, int)

Line 

getP1() 

getP2() 

setP1(Point) 

setP2(Point) 

moveBy(int,int)

Figure 

 
makePoint(..) 

makeLine(..) 

FigureElement

moveBy(int, int) 

aspect DisplayUpdating { 

 

  pointcut move(FigureElement fe): 

    target(fe) && 

    (call(void FigureElement.moveBy(int, int)) ||

     call(void Line.setP1(Point))              ||

     call(void Line.setP2(Point))              ||

     call(void Point.setX(int))                ||

     call(void Point.setY(int))); 

 

  after(FigureElement fe) returning: move(fe) { 

    Display.update(fe); 

  } 
} 
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2.4.3 科学、工学的な設計 

 現在のソフトウェアが抱える低い信頼性、生産性、相互運用性、柔軟性は、技術的な脆

弱性に起因している。それを解決するには、ソフトウェアは、科学的原理、方法、経験に

基づいて設計すべきであり、このような科学、工学的な設計によって、実行コードを自動

生成したり、事前にエラー、矛盾性をチェックしたり、テストを自動化したりしようとす

る試みである。このような試みに、軽い形式的枠組み、Semantic Web がある。 

 

2.4.3.1 軽い形式的枠組み 

 軽い形式的枠組みとは何かを説明する前に、先ず、形式的枠組み、擬似形式的枠組み、

及び、非形式的枠組みについて説明しよう。 

形式的枠組みは、Hoare のロジックやリレーショナルデータベースの計算のように、数

学的理論で裏づけされた概念で記述しようとする枠組みである。これは、類似、プリ／ポ

ストコンデション、信頼／保証、連続性といった強力な概念の宝庫ではあるが、多くのア

プリケーションにおいて、実用的ではない。 

一方、非形式的枠組みは、デザイン・パターン、エクトリーム・プログラミングがその

例で、優秀なプログラマ、マネジャーの経験を発掘して、その経験を実践しようとするも

ので、非常に効果的な方法である。しかし、人の経験的能力に依存しており、経験的能力

を身に付けるまでの時間、教育コストが課題である。 

また、擬似形式的枠組みは、UML がその代表例であり、意外に有効ではあるが、その

有効性は、ソフトウェア設計を形式化、標準化することによって得られるものであり、次

善の策と言えよう。 

軽い形式的枠組み[9]は、型付けシステム、モデルチェッキング、ランタイムモニタリン

グといった実用的で強力な概念を採り入れる試みである。これらの概念を拡張してより強

力にしたり、新たなこのような概念を見つけていけば、現在のソフトウェアが抱える問題

を飛躍的に解決する可能性がある方法である。 

例えば、型付けシステムは、コンポーネントとその動作環境との間の約束事を決めて置

き、コンパイル時に、その約束事に従っているかを自動的にチェックするものであるが、

実行時に動作環境が動的に変わるような場合においても、この型づけの概念、機構を適用

されるようにすれば、証明付きコードを実現できる。また、モデルチェッキングは、ハー

ドウェア設計において、流れを示すのに非常に有効であるが、これをソフトウェアに対し

ても適用できるようにする。ランタイムモデリングは、不正なふるまいを事前に推測する

といった労力のいる仕事をしなくても、実行時に実際に不正な振る舞いをするコンポーネ

ントを容易に検出できるようにする。
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2.4.3.2 メタデータ、Semantic Web 

メタデータ、Semantic Web[10]は、W3C などの団体が中心となって、その標準化、推

進活動を行っている。メタデータは、データについてのデータであり、データを或る目的

のために扱いやすくするデータのことである。例えば、以下のようなデータがある。 

・データを構造化したデータ 

・データリソースについてのデータ 

・カタログデータ 

・データを共通認識させる意味データ 

 Semantic Web は、データについての意味情報であり、W3C のディレクターであるティ

ム・バーナーズ・リーらによって提唱された。その考え方は、サイエンティフィック・ア

メリカン誌で、以下のように紹介され、計算機が情報の意味を理解できるようにし、各意

味情報を用いて、自動的な処理、知的な推論処理を行うことによって、人々が知識共有を

グローバルに効率よく効果的に行うことを目指している。 

「The Semantic Web is an extension of the current web in which information is given 

well-defined meaning, better enabling computers and people to work in cooperation．」 

 Semantic Web は、メタデータの拡張として記述される。 

図 6 に示すように、Semantic Web は、XML Schema、RDF、RDF Schema、DAML+OIL

などのメタデータの記述を階層的に定義することよって記述される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 Semantic Web のアーキテクチャ 
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Semantic Web プロジェクトの特徴は、セマンテックスの標準化に向けて、非集中型の

アプローチを採用していることである。データに対し意味を付与し、計算機が理解可能と

するには、XML のタグ、プロパティの用語を標準化し、その意味付けを明確化するメタ

データの定義が必要となるが、そのメタデータの標準化にあたっては、一つに統一するの

ではなく、複数の標準が存在することを許容している。それぞれの目的のために、数多く

のメタデータが定義され、標準化されてくると、それらの複数のメタデータには、同義語、

同音異義語などが生じ、用語の相違が生まれる。このような場合には、同義語辞書（オン

トロジー）を作ることによって、その用語の相違を解消していこうとしている。この同義

語辞書もメタデータで、図 6 の Ontology vocabulary レイヤで定義される。同義語辞書を

作成してもセマンティクスギャップ（用語の相違）は完全には解消されないが、現実的な

アプローチであると言える。データベースがデータの整合性、一貫性を死守するあまり、

分散化、共有化が進まなかったのに対し、Web が、データの整合性、一貫性を放棄して分

散化を進め、ボトムアップの草の根型の発展を遂げ、Web をグローバルな巨大なデータベ

ース化するのに成功したように、セマンティクスギャップを許容することによって、ボト

ムアップの草の根型に意味、知識が蓄積されて、巨大な知識ベースが構築されることを目

論んでいる。 次に、図 6 に示した Semantic Web アーキテクチャの各レイヤの内容を以

下に示す。なお、Logic、Proof、Trust レイヤは、構想段階では何も決まっていないので、

省略する。 

 

(1) XML Schema 

XML Schema[11]は、XML ドキュメントの以下に示すクラス情報を記述する。 

・構造情報：どのようなエレメント、属性から構成されているか 

・データタイプ：そのエレメント、属性がどのようなデータタイプであるか 

<xsd:element name=“Price” type=xsd:decimal> 

・データの基本情報：エレメントの頻出回数の制約などの情報 

<element name=“item” minOccurs=“1” maxOccurs=”unbounded”> 

これには、意味情報はなく、DTD と同様の機能を提供するが、DTD は XML でないの

に対し、XML Schema は XML であるので、XML で使われているツールが XML Schema

に対しても使えるメリットがある。 
 

(2) RDF(Resource Description Framework) 

RDF[12]は、メタデータを表すための枠組みであり、計算機が理解可能とするための情

報記述を与える。RDF では、リソースとプロパティと値の三つ組で構造を表す極めてシン
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プルな構造化モデルを採用している。 

例えば、リソース：http:// www.w3.org/Home/Lassila のプロパティ：著者の値：Ora 

Lassila は、次のように表される。 

<rdf:Description about=”http://www.w3.org/Home/Lassila”> 
  <Name>Ora Lassila</Name> 
</rdf:Description> 

値は、リソースを指してよいので、ネットワークとして定義していくことができる。 

「http:// www.w3.org/Home/Lassila（リソース）の著者（プロパティ）は、個人

http://www.w3.org/staffId/85740（リソース）であり、その個人の名前（プロパティ）は 

Lassila（値）、Email アドレス（値）は lassila@w3.org である。」は、次のように記述さ

れる。 

<rdf:RDF> 
  <rdf:Description about="http://www.w3.org/Home/Lassila"> 
    <Creator> 
      <rdf:Description about="http://www.w3.org/staffId/85740"> 
        <Name>Ora Lassila</Name> 
        <Email>lassila@w3.org</Email> 
      </rdf:Description> 
    </Creator> 
  </rdf:Description> 
</rdf:RDF> 

また、構造を表すモデルとしてコンテナモデルを採用し、<Bag>, <Sequence>, 

<Alternative>が用いられる。 

 

(3) RDF Schema 

RDF Schema[13]は、RDF の以下のようなデータタイプを記述する。 

・クラス、及び他のクラスとの関係を定義 

オブジェクト指向風に<Class>, <subClassOf>が用いられる。 

・プロパティ､及び他のプロパティとの関係を定義 

<subPropertyOf>で他のプロパティの定義を継承することを示す。 

・プロパティの値の範囲、属するクラスなどプロパティの制約を定義 

<range>でプロパティの値の範囲を、<domain>でプロパティが属するクラスを指定

する。 

・意味（ラベルとコメント）を定義 

<label>でラベルを、<comment>でコメントを指定する。 
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(4) メタデータの例―Dublin Core 

 以上の RDF､RDF Schema を用いてメタデータが定義され、各業界、団体で標準化作業

が行われている。その主なものには、以下のものがある。 

・Dublin Core；書誌情報の基本語彙集 

・P3P：プライバシに関するメタデータ 

・RSS：サイト情報の要約と公開 

・WSDL：リモートプロシジャコール（SOAP）のメタ情報 

Dublin Core[14]は、Web や文書の作者、タイトルなどの書誌情報の基本語彙集である。 

次の 15 の基本エレメントタイプが決められている。 

Title  Creator  Subject  Description  Publisher  Contributor  Date  Type 

Format Identifier Source Language Relation Coverage Right 

さらに基本エレメントタイプよりもっと厳密なメタデータ記述を行うために、以下のよ

うな修飾子が規定されている。 

Title.alternative  
Description.tableOfContents Description.abstract 
Date.created Date.Valid Date.available Date.issued Date.modified  
Format.extent Format.medium  
Relation.isVersionOf Relation.hasVersion Relation.isReplaceBy Relation.replace 
Relation.isRequiredBy Relation.requires Relation.isPartOf Relation.references 
Relation.isFormatOf Relation.hasFormat 
Coverage.special Coverage.temporal 

 

(5) DAML+OIL Ontology 

DAML+OIL Ontology[16][17]は、RDF Schema に加えて、より詳細なクラス、プロ

パティの定義、制約、表記を記述する. 

これらの記述のために以下のタグが規定されている。 

cardinality  cardinalityQ  Class  complementOf  Datatype  DatatypeProperty  
DatatypeRestriction  Datatype value  differentIndividualFrom  disjointUnionOf  
disjointWith  domain  equivalentTo  hasClass  hasClassQ  hasValue  imports  
intersectionOf  inverseOf  maxCardinality  maxCardinalityQ  minCardinality  
minCardinalityQ  ObjectClass  ObjectProperty  ObjectRestriction  oneOf  
onProperty  Ontology  Property  range  Restriction  sameClassAs  
sameIndividualAs  samePropertyAs  subClassOf  subPropertyOf  toClass  
TransitiveProperty  UnambigousProperty  unionOf  UniqueProperty  versionInfo  
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2.4.4 オープンな協調開発環境 

2.4.4.1 オープンソースソフトプロセス 

 Linux は、オープンソースソフトプロセス（OSSP）[18]の成果である。OSSP を採用し

たが故に、Linux は、安定性・スケーラビリティ・カスタマイズ性・性能の向上、開発・

バグ修正の素早さ、低コストをもたらし、マイクロソフトを脅かす存在となっている。

OSSP は、単にソースを公開した方式にとどまらず、インターネットを最大限に活用した

開発方式であり、市場原理に基づく開発方式とは異なるハッカー社会の贈与文化に基づく

開発方式である。 

 

[OSSP によるソフトウェア開発の特徴] 

OSSP によるソフトウェア開発方法の特徴を以下に示す。 

① OSSP の開発組織 

・地域的な広がり 

国際化、標準化に優位性を持つ。 

・万人が認めるリーダの存在 

Linux では Linus Torvalds の存在 

・巨大な数の貢献者集団 

Linux ではコード提供者 200 人以上、バグ修正者 1000 人以上 

・金銭的動機ではなく、余暇に開発に貢献する個人集団 

（ただし、商業版 Linux が登場して変わりつつある） 

② SP が成功する開発運営方法 

・インターネットの共働技術を駆使 

メーリングリスト、ニュースグループ、Web 

・共通の目標 

「UNIX を作り直せ」＝＞方向性を明確にし、開発チーム全員の意思決定 

（「すばらしい OS を作ろう」といったあいまいな目標はダメ） 

UNIX の経験＝＞何がうまくいって、何がうまくいかないかが分かる。 

・共通の経験、スキル 

UNIX/gnu＝＞参入障壁を低くし、参加できる開発者を増やす。 

・並列競合開発とコンポーネント化の枠組み 

コンポーネントの枠組みを確立し、複数の小チーム、個人が個別に開発。 

競合した場合は、最もいい実装を選択。 
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・並列デバッグ 

誰かが問題を見つけ、たいてい別の人がその問題を理解してそれを直す。 

デバッグは、プロジェクトに参加する人の数に正比例して効率が上がる。 

これが、ブルックスの法則（開発者の人数を増やしても、管理、調整作業が増大し

て効率が比例して上がらない）から逃れる鍵 

・紛争解決 

Linux では、「やさしい独裁者」モデル 

Linus Torvalds がプロジェクトのリーダ。 

大きなコンポーネントを信頼できる副官に移譲。 

副官は、サブコンポーネント開発者に移譲。 

Apache は、共同開発者による議決委員会方式。 

・動機づけ 

開発者の個人的な悩みを解決 

自分のエゴの満足とハッカー社会での評判 

ハッカーの社会は、贈与文化。 

ものが豊富な社会（ソフトが自由に共有される社会）では、競争的な成功の尺度 

は仲間内の評判 

ノウアスフィアの開墾 

未開の土地を開拓し、自分のものにすること 

弱者の反発（反マイクロソフト） 

・コードの分裂の回避 

万人が認めるリーダの存在：Linus Torvalds 

GPL ライセンス（派生したものはフリーにしなければならない） 

ハッカー社会での評判が低下する恐れ 

 

[OSSP 開発を効率化する法則] 

Linix 上の fetchmail を開発したレイモンドは、その OSSP を実践した経験から、OSSP

開発を効率化する法則を「伽藍とバザール」[19]に書いている。その法則を以下に列挙す

る。 

①よいソフトはすべて、開発者の個人的な悩み解決から始まる。 

②何を書けばいいかわかっているのがよいプログラマ。なにを書き直せば（そして使い

回せば）いいかわかっているのが、すごいプログラマ。 

③捨てることをあらかじめ予定しておけ。どうせいやでも捨てることになるのだから（フ
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レッド・ブルックス『人月の神話』第 11 章） 

④まともな行動をとっていれば、おもしろい問題のほうからこっちを見つけだしてくれる。 

⑤あるソフトに興味をなくしたら、最後の仕事としてそれを有能な後継者に引き渡すこと。 

⑥ユーザを共同開発者として扱うのは、コードの高速改良と効率よいデバッグの一番楽

ちんな方法。 

⑦早目のリリース、頻繁なリリース。そして顧客の話を聞くこと。 

⑧ベータテスタと共同開発者の基盤さえ十分大きければ、ほとんどすべての問題はすぐ

に見つけだされて、その直し方もだれかにはすぐわかるはず。  

⑨賢いデータ構造と間抜けなコードのほうが、その逆よりずっとまし。 

⑩ベータテスタをすごく大事な資源であるかのように扱えば、向こうも実際に大事な資

源となることで報いてくれる。 

⑪いいアイデアを思いつく次善の策は、ユーザからのいいアイデアを認識することであ

る。時にはどっちが次善かわからなかったりする。 

⑫もっとも衝撃的で革新的な解決策が、自分の問題のとらえかたがそもそも間違ってい

たという認識からくるということはよくある。 

⑬「完成」（デザイン上の）とは、付け加えるものが何もなくなったときではなく、むし

ろなにも取り去るものがなくなったとき。 

⑭ツールはすべて期待通りの役にたたなきゃダメだが、すごいツールはまったく予想も

しなかったような役にもたってしまう。 

⑮ゲートウェイソフトを書くときはいかなる場合でも、データストリームへの干渉は最

低限におさえるように必死で努力すること。そして受け手がわがどうしてもと言わな

い限り、絶対に情報を捨てないこと！ 

⑯自分の言語がチューリング的完成からほど遠い場合には、構文上の甘さを許すといろ

いろ楽になるかもね。 

⑰セキュリティシステムのセキュリティは、そこで使われている秘密の安全性にかかっ

ている。見かけだけの秘密は要注意。 

⑱おもしろい問題を解決するには、まず自分にとっておもしろい問題を見つけることか

ら始めよう。 

⑲開発コーディネーターが、最低でもインターネットくらい使えるメディアを持ってい

て、圧力なしに先導するやりかたを知っている場合には、頭数は一つよりは多いほう

が絶対にいい。 
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[OPPS の強み] 

指数関数的性質 

・OSSP はインターネットと共に成長 

・OSSP では「勝者がすべてをかっさらう」 

・開発者は最大の OSSP プラットフォームに貢献したがる。 

・大規模なOSSPプロジェクトのほうがもっとたくさんの「目先の問題」を解決する。 

長期的な信用 

・バイナリは死に絶えるがソースコードは永遠なり。 

・コード分裂の不在が長期的信用につながる。 

並列デバッグ 

並列開発 

完璧な API とドキュメンテーション 

頻繁なリリース 

 

[OSSP の弱み] 

OSSP プロジェクトを始めるのは難しい。 

OSSP を信用させ、開発に貢献するには以下のことが基準を満たさないといけない。 

大きな将来のノウアスフィア 

大きな悩みを解決する 

まずは問題のそこそこの部分を解決せよ 

飽和点に達した後の開発 

飽和点に達すると、OSSP が成功する要件である「共通の目標・スキル」、および「大

きなノウアスフィア」が薄れてくる。これをどう克服するか。 

非専門家からのフィードバック 

OSSP は、「開発者の個人的な悩みを解決」が動機付け 

技術水準の高いユーザ向けシステムになりがち 

 

2.4.4.2 エクストリーム・プログラミング(XP) 

エクストリーム・プログラミング[20]とは、Kent Beck らによって提唱されているソフ

トウェア開発方法であり、略して XP(eXtreme Programming)と呼ばれている。 

XP は、コミュニケーション、シンプルさ、フィードバック、勇気に価値を置く開発手

法である。その特徴は、変化を容認（Embrace Change）するとの思想に立ち、その変化

に対応できように、初期設計はシンプルに行い、リファクタリングによる再設計を重視し、



2.4 SDP の目指すものに関連した技術、システムの動向 

- 53 - 

また、変更コストが時間とともに増大しないように、テストを自動化するなどプログラミ

ング、テストを重視している。また、チームに責任と権限が与えられ、メンバがプロセス

を最適化していくセルフオーガナイズされたチームを目指し、人間であるプログラマに大

切にする思想に立っている。 

 

[12 のプラクティス] 

 XP は、これらの思想に立脚し、次の 12 のプラクティス（経験に基づいて有用性が立証

された実践項目）を示している。 

① 計画ゲーム(The Planning Game) 

ビジネス優先度と技術的見積により次回リリースの範囲を早急に決める。現実が計画

と変わったら、計画を更新する。 

② 小規模リリース(Small Releases) 

シンプルなシステムを早急に生産に投入する、それから新バージョンを非常に短いサ

イクルでリリースしていく。  

③ 比喩(Metaphor) 

どの様に全体のシステムが機能するかを示すシンプルな喩え話(メタファー)をメンバ

が共有することで全ての開発を導く（ガイドする）。  

④ シンプルデザイン(Simple Design) 

いつでもシステムは出来る限りシンプルに設計されるべきだ。余分な複雑さは見つけ

次第取り除かれる。  

⑤ テスティング(Testing) 

プログラマは継続的にユニットテストを書く、それは開発を続けるために完全に動か

なければならない。顧客は、機能の開発が終わったことを示す機能テストを書く。  

⑥ リファクタリング(Refactoring) 

二重コードを取り去り、コミュニケーションを改善し、単純化し、柔軟性を加えるた

めに、プログラマは、システムの動作を変えることなくシステムを再構成する。  

⑦ ペアプログラミング(Pair Programming) 

全てのコードは２人のプログラマにより一台のマシンで書かれる。  

⑧ 共同所有権(Collective Ownership) 

誰でも、どのコードでも、どこででも、いつでも、プログラマはコードを修正できる。 

⑨ 継続的インテグレーション(Continuous Integration) 

システムを一日に何回もインテグレードしビルドし、テストを 100% パスさせる。 
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⑩ 週 40 時間(40-Hour Week) 

週 40 時間以上仕事をしてはいけないのがルール。 

⑪ オンサイト顧客(On-Site Customer) 

現実のユーザをチームに加えて、フルタイムで質問に答えられるようにする。 

⑫ コーディング標準(Coding Standards) 

プログラマは、コーディング標準に従って全てのコードを書く。 

 

2.4.5 コンポーネントウェア 

2.4.5.1 デザイン・パターン 

デザイン・パターン[21]は、ソフトウェアの拡張性・再利用性を高める構成法のカタロ

グである。 

ソフトウェア開発の生産性を高める有効な手段の一つが再利用である。繰り返し使われ

る機能を集めた関数ライブラリやオブジェクト指向に基づき機能とデータを一つにまとめ

て内部を隠蔽したクラスライブラリといったコンポーネントは、再利用形態の例である。 

この他の再利用の形態として、フレームワークがある。フレームワークは、コンポーネ

ントのように完成品ではなく、半完成品である。繰り返し使われる枠組み（半完成品）だ

けを提供し、開発者が目的に応じて、その枠組みに拡張を施し、最終的に完成品を効率よ

く作成することを目指している。通常、互いに関係を持つクラスを集めたクラスライブラ

リとして提供され、開発者はそれらを継承するなどして独自のクラスを作成し、フレーム

ワークが用意した枠組みに沿ったアプリケーションを作成する。 

しかし、フレームワークは、大きな問題を抱えている。それは、その設計アイデアをよ

く理解し、クラス間の約束事などの仕掛けを理解しなければ、フレームワークを使いこな

すことはできないということである。その問題を解決するのがデザイン・パターンである。

設計の中で繰り返し使われる設計アイデアをデザイン・パターンとして取り出して名前を

付け、ボキャブラリを多くの人々の間で共有することによって、設計アイデアや、それに

よる構築法の理解を助け、再利用を可能にするのがデザイン・パターンである。 

 

[GOF のデザイン・パターン] 

ソフトウェアのデザイン・パターンのアイデアは、1991 年の OOPSLA（Object-Oriented 

Programming System, Languages and Applications）で出され、Erich Gamma、Richard 

Helm、Ralph Johnson、John Vlissides の 4 名による『Design Patterns』が出版されて、

世の中に広まった。これには、表 3 に示す 23 個のデザイン・パターンが記述されおり、4

人組になぞらえて、GOF(Gang Of Four)の 23 パターンと呼ばれている。 
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表 3 GOF の 23 デザイン・パターン 

分類 生成 構造 振る舞い 

クラス Factory Method Adapter（クラス） Interpreter 

Template Method 

オブジェクト Abstract Factory 

Builder 

Prototype 

Singleton 

Adapter（オブジェクト） 

Bridge 

Composite 

Decorator 

Facade 

Flyweight 

Proxy 

Cham of Responsibility 

Command 

Iterator 

Mediator 

Memento 

Observer 

State 

Strategy 

Visitor 

 

各デザイン・パターンについて、目的、別名、動機、適用可能性、構造、構成要素、強

調関係、結果、実装、サンプルコード、使用例、関連するパターンの説明がなされている。

例えば、Observer パターンの目的、適用可能性、構造は、以下のように示されている。 

[目的] 

 あるオブジェクトが状態を変えたときに、それに依存するすべてのオブジェクトに自動

的にそのことが知らされ、また、それらが更新されるように、オブジェクト間に一対多の

依存関係を定義する。 

[適用可能性] 

次のような状況で Observer パターンを使う。  

• 抽象化により、2 つの面が、一方が他方に依存しているという形で現れる場合。これ

らの面をそれぞれ別々のオブジェクトにカプセル化することにより、それらを独立に

変更したり、再利用したりすることが可能になる。 

• 1 つのオブジェクトを変化させるときに、それに伴いその他のオブジェクトも変化さ

せる必要があり、しかも変化させる必要があるオブジェクトを固定的に決められない

場合。 

• オブジェクトが、他のオブジェクトに対して、それがどのようなものなのかを仮定せ

ずに通知できるようにする場合。別の言い方をすると、これらのオブジェクトを密に

結合したくない場合。 
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[構造] 

 
 

2.4.5.2 Web サービス 

Web サービスとは、広義には、インターネットの標準的なプロトコルを使ってアクセス

できるサービス全般を意味する。狭義には、インターネットの標準的なプロトコルとして、

サービスの通信プロトコルを規定する SOAP(Simple Object Access Protocol)、サービスの

インタフェース定義を規定する WSDL(Web Services Description Language)、サービス

ディレクトリを規定する UDDI(Universal Description, Discovery, and Integration)を使

ってアクセスできるサービスを意味する。 

そのコンセプトは、サービス指向アーキテクチャに基づいて、サービスとして表される

ソフトウェア・コンポーネントを疎結合でつなぐものである。技術的には、オブジェクト

指向、コンポーネントウェア、及び分散処理技術の延長線上にある漸進的な技術であるが、

しかし、ソフトウェアアーキテクチャ的には、プラットフォーム独立の実現、クラサバモ

デルから P2P へ、ビジネス的には、ソフトウェアからサービスへ、ソフトウェアエコシス

テムの登場、無料 Web から有料 Web 時代へ、といった革新的な変革をもたらすものであ

る。 

以下に、Web サービスの基本技術である SOAP、WSDL、UDDI について説明する。 

 

[SOAP] 

SOAP[22]は、XML を用いてメッセージ交換するための通信規約であり、サービスを実

行するときに用いられる。下位の通信層は通常 HTTP を用いるが、これに限定した仕様で

はなく、例えば SMTP を用いることもできる。 

SOAP によって送受信される XML は、ルートに Envelope 要素があり、その下位要素
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に、Header と Body 要素が存在する構造を持つ。Header 部は、主にメッセージの制御の

ために扱われ、例えば、署名情報などが格納される。Body 要素に、通信したい内容が格

納される。この Body の中身は、XML Schema で定義した任意の XML 文書が記述できる。 

特に SOAP には、RPC(Remote Procedure Call)を実現するために用いる表現の規約が

あり、要求側では、Body 要素の中に、メソッド名、引数に関する XML 情報が記述され、

一方、応答側に、結果を表す XML 情報が記述される。この RPC に用いる引数や結果の値

に利用できる型は、XML Schema で定義された基本データ型(byte, short, integer, double 

など)と、その複合型(構造体と配列)である。構造体は、XML Schema の文書型定義を用い

て表現し、配列は、SOAP encoding による特別な表現が用意されている。 

この他、SOAP には、SOAP Messages with Attachments という仕様があり、MIME

などでエンコーディングした複数のパートにまたがる文書を転送することができる。 

 

[WSDL] 

WSDL[23]は、Web サービスのサービスインタフェースを XML で定義するための言語

であり、サービスがどのようなものであるかを理解するために用いられる。また、この

WSDL によって、Java の interface 定義等のプログラミング言語から WSDL を自動生成

したり、SOAP のクライアントプログラム用プロキシクラスを生成したりする支援ツール

が可能となり、ソフトウェア開発が容易となる。WSDL の XML 文書は、definitions 要素

の中に次のような要素を記述する。 

• types 

引数や返却値に現れる型を宣言する部分。XML Schema による文書型の規定を行う。 

• message 

交換する一つのメッセージのフォーマットを規定する。message 要素の中に part 要

素があり、これが引数のひとつずつに対応する。 

• portType 

まとまった操作の集合を表す。portType の中には、一つの操作を表す operation 要

素がある。さらに、operation 要素の中には、input 要素、output 要素が記述され、

これが、それぞれ message 要素と結び付けられる。 

• binding 

転送プロトコルへのバインディングを行う。例えば、SOAP binding では、WSDL

で定義したインタフェースと SOAP メッセージの関係を定義する。 

• service 

service 要素は port 要素を持ち、サービスのエンドポイントなどを指定する。 
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[UDDI] 

UDDI[24]は、Web サービスの公開と検索を行うレジストリの仕様を規定し、主にレジ

ストリのデータ構造とレジストリへのアクセスインタフェースの定義を行っており、どの

ようなサービスがあるかを検索するために用いられる。 

その内容は、businessEntity, businessService, bindingTemplateの3階層からなるXML

文書と、tModel を表現する XML 文書からなる。 

• BusinessEntity 

サービスを提供する企業に関する情報(企業名、所在地、企業コードなど)を記述する。 

• businessService 

サービスの内容や種類に関する情報を記述する。 

• bindingTemplate 

サービスに接続するための情報(tModel へのリンク、エンドポイント)を記述する。 

• tModel 

サービスにアクセスするためのインタフェース情報(WSDL 等)へのリンクを記述す

る。 

そして、これらの情報を登録、検索するための API としては、次のものが用意されてい

る。（_XXX は検索対象を示す） 

• 参照 API (Inquiry API) 

 find_XXX キーワードなどを用いた検索のための API。検索の結果は対象とな

った要素のキーがリスト形式で返される。 

 get_XXX: find_XXX で検索されたキーから、その実体（内容）を取り出すとき

に使用する API。 

• 発行 API (Publication API) 

 save_XXX: オブジェクトを登録するための API。 

 delete_XXX: レジストリのエントリを削除するための API。 

 

2.4.6 既存ソフトウェア資産を生かす技術 

2.4.6.1 アプリケーションインテグレーション技術 

現在の社会は、膨大な既存アプリケーションを抱えている。しかも、その多くの既存ア

プリケーションは、脆弱であり、スパゲティ状態である。SDP が目指すものが実現したと

しても、これらの既存アプリケーションを即座に捨てるわけにはいかない。SDP が実現す

る新しいソフトウェアアーキテクチャを核としたインフラ上に既存アプリケーションを追

加・統合し、段階的に消滅させていかねばならない。このために、アプリケーションイン
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テグレーション技術が必要となってくる。 

アプリケーションインテグレーション技術は、図 7 に示す 5 つのレベルがある。 

 

ビジネスプロセスマネジャ 

インテグレーションブローカ 

スーパーサービス 

 

統合ミドルウェア 

ゲートウェイ 

基本ミドルウェア データ管理 通信管理 プラットフォーム管理 

図 7 アプリケーションインテグレーション技術の階層 

 

基本ミドルウェアのデータ管理は、リモートのファイル、DB を論理的にローカルにあ

るかのように扱う。たとえば、JDBC、ODBC、NFS、Microsoft の Windows などである。

通信管理は、RPC、メッセージ指向ミドルウェアのように、リモートとの通信を同じシス

テム上の通信のようにする。プラットフォーム管理は、通信管理のスーパーセットで、サ

ーバとサーバ間、サーバとクライアント間のプログラムローディング、メモリ管理等のリ

ソース管理を同一のシステム上の管理のように行う。 

統合ミドルウェアのゲートウェイは、異なった DB システム、通信システム、プロット

ホームを共通のインタフェースで扱えるようにする。スーパーサービスは、異なった複数

の OS、サーバにまたがって、ディレクトリ、セキュリティ、トランズアクションマネジ

ャといった共通の機能を提供する。インテグレーションブローカは、二つのアプリケーシ

ョン間のメッセージの内容を変換したり、コンテンツの内容に応じて宛先を決定したりし

て、アプリケーションの統合をサポートする。ビジネスプロセスマネジャは、アプリケー

ション統合をマルチステップまで広げて自動化し、ビジネスプロセスのワークフローをサ

ポートする。 

繋ぎ方として、メッセージバス方式とハブ方式がある。統合のパターンには、システム

が物理的も論理的にも独立で一方向のデータ同期の方式と、システムが物理的には独立で

あるが、論理的にはワークフロー的に複数のプロセスが一方向に繋がるマルチプロセス方

式と、システムが物理的にも論理的にも繋がり、双方向のデータの同期を取り遅延なく整

合性をとる複合アプリ方式とがある。今後は、複合アプリ方式が重要となっていく。 

繋ぐ時の通信のモデルには、対話型、リクエスト・リプライ型、メッセージ・パッシン

グ型、ストア＆フォワード型、パブリッシュ・サブスクライブ型の 5 つがある。 

ストア＆フォワード型は、キューを持つことにより、メッセージの完全性、配信保証を

し、パブリッシュ・サブスクライブ型は、送信者は宛先を指定しなく、受信者が受信した
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い情報を論理的に指定する方式で、送受信者の相互作用を最も柔軟にできる。この 2 つの

通信型のサポートによって、イベントベースのビジネスプロセス統合を実現できることに

特徴がある。例えば、新しい注文を受けると、販売報告システム、製造システム、請求伝

票システムへ即時に通知され、ビジネスプロセスの統合が遅延なくデータの同期を取って

実現できる。 

以上のようなアプリケーションインテグレーション技術で既存アプリケーションを統合

していくには、脆弱でスパゲティ状態の既存アプリケーションを標準化、部品化、抽象化、

再構築するのを自動化、支援するツールとして、コンバータ、アダプタ、ラッパー、リバ

ースエンジニアリング等で構成されるアプロケーションインテグレーション環境が必要と

なってくる。 

 

2.4.6.2 CBS（COTS－Based Systems Initiative） 

CBS[25]は、カネーギーメロン大の SEI(Software Engineering Institute)で研究開発中

のプロジェクトで、商業的ソフトウェア・コンポーネント(COTS：Commercial Off The 

Shelf)、既存ソフトウェア・コンポーネントを用いて、システムを構築するための開発手

法に取り組んでいる。CBS は、従来のシステムコンテンツ（要求、価格、スケジュール、

OS・サポート環境等のシステムに求められる性格）の選択、アーキテクチャと設計、実装

の工程を順次に行うウォータ・フォールモデルではなく、システムコンテンツ、アーキテ

クチと設計、市場の於ける製品の能力を同時に検討するアプローチを目指している。 

 

 

図 8 CBS の開発手法のアプローチ 
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COTS、既存コンポーネントからシステムを構築するには、以下のような質問に答えて

行かねばならない。 

• どんな技術、製品が適切か？ 

• 我々のシステムに製品のミスマッチがどの程度あるか？ 

• 個々のコンポーネントを制御しづらくなるにも拘らず、信頼性、安全性、性能といっ

たシステム特性をどのように設計するか？ 

• COTS 製品とカスタムコードをどのようにインテグレートしていくか？ 

• 長いライフタイムに亘ってシステムを出荷する間に COTS の良さをどのように生か

すか？ 

このような難しい質問に答えるために CBS は次の３領域をキーポイントとしている。 

(1) 製品と技術の評価の実施 

 製品と技術の評価に際しては、直接的なシステム要求に応えると同時に、その技術、ソ

フトウェアの進化が途切れることがないかを考慮しなければならない。そのため、候補と

なる製品、技術は、関係する製品、技術との関連のなかで評価されなければならない。し

たがって、問題領域での実験に着手して、クリティカルな質問に答え、COTS の製品、技

術の適用に対するガイドラインを作成していくようにしなければならない。 

(2) 入手とマネジメントの実施 

 CBS では、システムの開発者という立場からシステムの消費者、インテグレータという

立場へと変化し、コンポーネントのライセンシング、知的財産権の交渉、開発・メンテナ

ンスコストの見積もり、スケジュールの予測、人材の管理、リスクの同定と軽減といった

ことに対する戦略が必要となる。さらに、システムに柔軟性を持たせるための知識、いろ

いろな創造的なソルーションを可能とするドキュメントも要求される。このために、CBS

は、CBS をうまく活用した組織の実践例の情報、あるいは、CBS における入手の失敗を

避ける情報を提供し、CBS に対する要求の作成、リスクの同定等、CBS プロセスを支援

する。 

(3) 設計とソフトウェア・エンジニアリングの実施 

 CBS システムでは、コンポーネントをインテグレートするために「つぎはぎのコード」

が使われ、このため、可読性、発展性、信頼性に欠ける傾向がある。これを克服するため、

CBS コンポーネントの人工的な見せかけを記述する参照モデルを開発、提供している。 

CBS のシステムエンジニアリングでは、図 9 に示すようなプロセスを経てシステム開発が

行われる。最初はコンポーネントの多くのプロパティは未知であり、ブラックボックスと

して扱われ、システマティクな調査によって、プロパティが明らかにされる。プロパティ

が明らかにされると、他のコンポーネントと矛盾したり、対立したりするものが明らかに
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なり、その矛盾、ミスマッチがコンポーネントの改造プロセスで除かれる。ミスマッチが

除かれると、コンポーネントはシステムに組み込まれ、そして、他のコンポーネントと共

に再構成されて、進化していく。 

 

図 9 CBS のエンジニアリング・フレームワーク 

 

この参照モデルは、順次的な段階で行われるものでなく、コンポーネントのプロパティ

によってアーキテクチャ・パターンが決められるものである。 
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3. 人間主体の知的情報処理に関する研究調査 

 

3.1 アウェアネス技術の動向 

國藤 進 委員 

 

3.1.1 あらまし 

グループウェア研究が一段落した 1990 年代になって、同期・対面環境では当たり前の

存在感、実在感や臨場感がグループウェア環境では欠落していることに気付き、存在感、

実在感や臨場感等のアウェアネス（気付き）を補完する研究[1] が勃興してきた。その草

分けは Dourish らのジェネラル・アウェアネス「誰が誰と話し、誰が話し手や聞き手の周

辺にいるか、彼らはどの様な行為をしているか」[2] といった日常の同期・対面作業では

当たり前の情報がグループウェア環境では欠けているという認識から出発した。まず存在

感や実在感のアウェアネスを伝達するグループウェア環境の構築研究が起こり、ついで対

面環境以上の臨場感のアウェアネスを伝達するグループウェア環境を構築したいという研

究開発が盛んに行われている。 

実際、分散協調作業の進捗を支援するにはアイコンタクトのできる環境を必要とすると

いう視点から、石井は既にゲイズアウェアネスの提供できる環境[3] を構築していた。仮

想空間でのオフィスでの出勤感や連帯感を高めるための位置アウェアネスの研究[4] 、会

話開始のためのきっかけを作るための同じ作業をしていることを相手に気付かせる存在の

アウェアネス研究[5] 、インフォーマルなコミュニケーションを促進させるインタレスト

アウェアネスの研究[6] 等が積極的に行われた。このような研究の延長線上にナレッジア

ウェアネス[7] 、情報取得アウェアネス[8] 、Web アウェアネス[9] 、コミュニティアウェ

アネス[10]等の様々なアウェアネス研究が行われた。最近のグループウェア、CSCW 関連

の国際会議では、何らかの意味でアウェアネス関連の研究と言えるものが激増している。 

JAIST では臨場感、氛囲気、気配、熱気、凄み等のアウェアネスを伝達できる遠隔コミ

ュニケーション技術の研究開発を行っており、これにより分散環境でも対面環境と同様な

突っ込んだ遠隔会議や遠隔教育が可能となる。日本学術振興会の未来開拓学術研究推進事

業で、宮原は深い感激をも伝達できる電子的 AV システム[11]を試作し、深い感性をも共

感できるアウェアネス基盤が構築できることを実証[12]した。これらの研究は癒しを促し、

切れる子供達を救う新しいヒーリングテクノロジとして開花する可能性がある。具体的応

用研究として、アウェアネス技術とセンサ技術を融合し、一人所帯あるいは独居老人向き

のアウェアホーム[13]を建築しようという動きもあり、興味深い。 

知識科学の立場では、アウェアネスは形式知のみならず暗黙知をも支援できるグループ
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ウェア環境を構築する研究開発と見做すことができる。サブリミナル・マインド[14]に関

する認知心理学の実験によると、人間の記憶には再生、再認、再学習の三つの階層がある。

アウェアネス研究はこのうち「言われる、見せられる、あるいは示される」と分かる再認

レベルの記憶を、暗黙知でなく形式知に引き上げる技術ととらえることができる。なお脳

科学の領域でも、意識の階層構造[15]として自己意識、アウェアネス、覚醒という三階層

を考えており、自己意識の下位にアウェアネスと覚醒という広大な無意識世界があること

を主張している。その意味でアウェアネス研究の奥行きは深い。 

 

3.1.2 CSCW2002 にみるアウェアネス技術 

CSCW(Computer Supported Cooperative Work) はアメリカの ACM が隔年 (偶数年) 

に開催するこの分野で最高の国際会議である。類似の国際会議としてヨーロッパで開催さ

れる ECSCW があり、これは奇数年に開催されている。 

シアトルで開催された CSCW98 に参加した際、研究発表およびデモセッションを中心

に「アウェアネス(Awareness) 」に関する研究発表が相次ぎ、富士通北陸システムズの中

川と参加し、「これからはアウェアネス関連の研究開発を大学、企業関係者が真面目にやら

ないといけない」と確信した。その後、CSCW2000 では ATR の角が Web and Awareness 

というワークショップを設け、我々の指摘を実証してくれた。ここに、中川と國藤は既に

申請済みの国有特許を受け、当時共同研究した成果を帰国後、直ぐに商品化 (商品名

WebCoordinate)した。 

今年度の CSCW2002[16,17] はアメリカのニューオーリンズの Hyatt Regency Hotel 

で開催され、参加者 500 名弱であった。招待講演２件、論文発表 39 件、パネル４件、ポ

スター紹介１件、併設ワークショップ 12 件、博士論文コロッキアム 13 件、チュートリア

ル 12 件、デモンストレーション 16 件、インタラクティブポスター36 件、ビデオ８件、

特別エベント１件の多岐に渡る国際会議であった。このうちアウェアネスというキーワー

ドを含む研究発表が論文発表で３件、博士論文コロッキアム２件、デモンストレーション

２件、インタラクティブポスター３件あった。すなわちキーワード・レベルでは 10 件で

あるが、内容的には 20 件以上のアウェアネス関連の研究発表があった。ここではそのう

ち我々が注目すべき、将来的にインパクトを持つと思われるアウェアネス研究を 12 ほど

紹介する。 

全体的にみた大きな研究開発動向としては、基礎研究、応用研究のフェーズを越え、徐々

にではあるが具体的商品に繋がる開発研究のフェーズに突入したと言える。また個人活動

や小集団活動のアウェアネス研究からコミュニティ活動や組織活動のアウェアネス研究に

力点が移りつつある。そのために必要なデータや情報を AV 機器やセンサを用いて徹底的
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に蓄積・保存し、そこからどのような知識や知見が得られるのかといった社会科学的分析

と、計算機実験を行い、その結果を新たな CSCW ツールの設計イシューへ反映するとい

った研究が増えてきつつある。 

 

3.1.2.1 アウェアネス技術に関する研究発表 

[Papers ペーパー発表] 

Ambiguities, Awareness and Economy: A Study of Emergency Service Work  

M. Pettersson, D. Randall and B. Helgeson, Blekinge Institute of Technplogy, Sweden  

pp.286-295 

本研究はスウェーデンにおける緊急サービスセンターで実施された学習経験から帰結さ

れる知見を纏めたものである。この学習は CSCW コミュニチーにとって馴染みの仕事の

様相分析に焦点を当てて行なわれた。実際にそこで行なわれている仕事の実際の記録を取

り分析すること、技術的に適切な質問が行なわれたかを理解すること、最も重要なのはい

かに技術がその使用に際してうまく機能したかである。ここでは二つの事例に焦点をあて

た。最初の例では、質問された論点は緊急事が同定され、取り扱われる方法に関する物だ

った。それはオペレータに取り扱われるべき典型的問題で、携帯電話社会では日常起こる

問題である。ここでの対処法は注意深く聴くことであり、Computer Aided Dispach 

System の機能を活用しようとすれば「しつこく聴取すること」で対処できる。第二の焦

点はこれらのセンターではコンピュータ化された地図が存在するにも係わらず、地図の解

釈の適切性に焦点を当てている。これら二つの事例はあいまいな状況で注意深い緊急サー

ビスを行なうには、アウェアネスという概念がシステムの設計イシューに含まれねば行け

ないことを示している。 

 

Designing and Deploying an Information Awareness Interface 

Jonathan Cadiz, Gina Venolia, Gavin Jancke, and Anoop Gupta, Microsoft, USA 

pp. 314-323 

本稿は、情報アウェアネスを提供するインタフェースである Sideshow(図１参照)につい

て述べている。 

Sideshow は DHTML と C で記述された Windows アプリケーションである。天気情報

やニュースヘッドラインなどのインターネット上にある情報源をユーザが選択すると、ア

イコン化された情報一覧をデスクトップに常駐する Sideshow から随時参照することがで

きる。予定表やインスタントメッセンジャーの機能も持ち、これらの情報やその変化に対

するアウェアネスを促すことができる。 
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図１ Sideshow の画面イメージ 
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著者は、多くの既存アウェアネス研究が、研究室レベルでの使用に留まっている理由の

一つは、ユーザがシステム利用に支払う対価としての手間が、その使用による利益に比べ

て大きいという問題によるとしている。本システムは、情報源の選択や利用方法に関する

カスタマイズの簡易性と自由度を追求することで、様々なユーザが自分の求める利便性に

沿って利用可能なシステムとし、これを克服した。 

 

Stimulating Social Engagement in a Community Network 

David R. Millen and John F. Patterson, IBM Research, USA. 

pp. 306-313 

本稿はオンラインコミュニティでの社会的交流(Social Interaction)を促進または抑制す

る要因に関する調査研究である。1999 年に開始されたオンラインコミュニティ(図２参照)

を対象にフィールドスタディを行い、社会的交流の促進要因として、コミュニティシステ

ムのデザイン、参加メンバの役割選択、対話内容といった 3 つの側面からの検討がなされ

た。 

図２ オンラインコミュニティページの画面イメージ 
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デザインの側面からは、システムを参加者全員が集える"ロビー"と複数の"チャンネル"

からなるツリー構造にすると、参加者はロビーで全体の動向に関する社会的アウェアネス

を得ることができるとされた。メンバの役割選択の側面からは、コミュニティ内での社会

的交流に時間を割くことができるサポートメンバを募集することが、特にコミュニティの

初期立ち上げ時期には有効であるとされた。また、対話内容の側面からは、サポートメン

バによる、人々の興味関心が高いと思われる話題への誘導が、社会的交流の促進に有効で

あるとされた。 

 

Work Rhythms: Analyzing Visualizations of Awareness Histories of Distributed 

Groups 

James "Bo" Begole, John Tang, Randall Smith, and Nicole Yankelovich, Sun 

Microsystems, Inc., USA 

本稿では、分散ワークグループを対象とした作業履歴分析によるアウェアネス支援の提

案を行っている。作業履歴とは、E-mail の送受信や、キーボードおよびマウス操作の有無

を 1 分単位の時系列で記録したもの(図３参照)である。人々の生活や作業には「リズム」

があるという考え方から、記録された作業リズムの規則性を分析的に利用することで、他

者の作業状況に関わるアウェアネスを支援することを目的とする。 

図３ 可視化された作業アクティビティの画面イメージ 

 

実験では、時差が 3 時間ある分散ワークグループを対象に、作業履歴の収集が行われた。

長期的な収集結果から、日々の出勤退勤や昼食時間といった、作業場の特徴的リズムパタ

ーンが抽出された。曜日による作業アクティビティの差異といったパターンの抽出も行わ
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れている。本研究では、このようなパターンから、例えば、時差があるユーザ間で連絡を

取り合うときに、相手型の作業パターンから最初の連絡に適切な時間を知るといったアウ

ェアネスキュー（手掛かり情報）を得ることが可能である、といった提案がなされている。 

 

[Demonstrations デモ発表] 

DiamondTouch SDK: Support for Multi-User, Multi-Touch Applications 

Alan Esenther, Cliff Forlines, Kathy Ryall, and Sam Shipman, Mitsubishi Electric 

Research Labs, USA 

pp. 127-130   

本発表では、映像の投影が可能なタッチパネル型入力デバイス DiamondTouch (図４参

照)の紹介と、同開発キット及びアプリケーション例の提案が行われた。 

タッチパネルは、小型PDAや大型プラズマディスプレイなどで採用されることが多い、

画面上の任意の一点を押圧により指示することができる入力デバイスである。一般的なタ

ッチパネルでは、複数点への同時押圧を検出することができない。 

本装置の特徴は、特殊な RFID ペンなどを使わずに、複数点押圧の認識と押圧者の識別

が可能なことである。これにより、テーブル型の共通画面上で、複数ユーザが同時に表示

対象の操作や指示を行うことが可能になった。 

DiamondTouch の表面は、それぞれがユニークな信号を発信する送信アンテナのアレイ

になっている。ユーザは座布団型などの受信アンテナ端子に触れておく。どのユーザがど

こに触っているかは、受信された信号を解析することで判別可能である。 

開発キットによるアプリケーション例としては、一面に表示された衛星地図上の指示し

たポイントに、観光情報や道路情報などそれぞれのユーザが選択した情報を表示するもの

などが示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ DiamondTouch 使用イメージ 
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Encountering Awareness Information with GroupSense Displays and Tools 

Andreas Dieberger, Stephen Farrell, Beverly Harrison, Eser Kandogan, Thomas P. 

Moran, and Barton A. Smith, IBM Almaden Research Center, USA and Bogdan 

Dorohonceanu, Rutgers University, USA 

pp.95-98 

本発表が提案するGroupSenseシステムは中規模ワークグループにおける出会いアウェ

アネスを支援するものである。協調的活動を行うグループ内メンバがその所在情報を共有

することによる作業上の利便性向上を目的としている。 

 システムは、ユーザによる IN(出勤)/OUT(帰宅)の申告からアウェアネス情報を生成する。

本システムは、インスタントメッセンジャーなどの既存ソフトと異なり、情報のプッシュ

型配信を行わない。環境に設置された専用ディスプレイ(図５参照)やウェブページにアウ

ェアネス情報を表示し、訪問者がそこを参照することで気づきを促すという手法を採る。 

150cm x 90cm の大型プラズマディスプレイでは、メンバの在勤状況を魚の泳ぐ様子で

表現するといった手法がとられた。またウェブページでは、ユーザが記した連絡先や今日

の予定といった情報も共有することで、より利便性を増すという方策がとられている。 

本システムの評価は行われていないが、システム停止時に得たクレームなどから、ユー

ザにとって無くてはならないツールとして成功したであろうとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 設置型 GroupSense ディスプレイの例 
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[Interactive Posters インタラクティブポスタ発表] 

SitComm: Situation-Aware Interpersonal Communication 

Kristine Nagel, Georgia Institute of Technology, USA, and Gregory Abowd, GVU - 

Georgia Institute of Technology, USA  

pp. 191-192 

本発表では、著者らが進める Aware Home プロジェクトの一部として、状況アウェアネ

スを備えたインターコム(内線電話機)の提案を行っている。 

既存の内線電話の特徴は、同期分散型環境を対象に音声による軽快なインタラクションを

実現しているところにある。装置の軽快さと利便性を追求する手法として、著者らはこれ

に状況アウェアネス機能の付加を行った。 

具体的には、誰がどこに居るかといった状況の一覧表示が可能な Interactive InOut 

Board を、インターコムの対話相手先選択端末として備えた。相手先を選択すればすぐに

繋げられるという軽快さを持ちつつ、相手がどこにいるかというアウェアネス情報を得る

ことができる。本装置は、Aware Home プロジェクトの中で使用され、実際の長期評価な

どは今後行われる計画である。 

 

Communicating through Handheld Wireless Tablets: Livenotes and Shared Group 

Awareness 

Matthew Kam, Orna Tarshish, Dan Glaser, Alastair Iles, and John Canny, University 

of California, Berkeley, USA  

pp. 143-145 

 本発表において Kam らは、アウェアネス機能を備えた共有白板 Livenotes(図６参照)を

提案している。これは小集団対象の同期分散型グループウェアであり、無線で繋がれた携

帯型タブレット上に実装されている。共有白板としての機能では、複数の書き込み可能な

ページを持ち、各ユーザは自由にページを選んで書き込みを行うことで、個人のメモや複

数人での共同作業に使うことが出来る。 

共同作業環境では、他ユーザの存在や作業状況に対する気付きであるワークスペースア

ウェアネスが重要と言われている。Livenotes では、利用ページをページ数を表すナビゲ

ーションバーから選択する方式を取っており、このバー上に他ユーザの書き込み状況をペ

ージ毎にアイコン化して表示することで、作業状況に対するアウェアネスを支援している。 
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図６ 共有白板 Livenotes の画面イメージ 

 

3.1.2.2 アウェアネス関連技術に関する研究発表 

[Papers ペーパー発表] 

Improving Interpretation of Remote Gestures with Telepointer Traces 

Carl Gutwin and Reagan Penner, University of Saskatchewan, Canada  

pp.49-57 

ジェスチャーによるコミュニケーションは対面および分散環境の両者において重要な役

割を果たしている。しかしながら、グループウェアにおけるジェスチャーはネットワーク

のジッターによって引き起こされる動きの崩壊の故に、しばしば見て、解釈するのが難し

い。遠隔ジェスチャーに見やすさを改良する一つの方法はトレースを用いることである。

即ち、遠隔ポインターの動きの最後の数モーメントの可視化である。本研究は人々がジェ

スチャーを解釈するのに役立つトレースの効果に関する評価実験を行なった。我々はジッ

ターの遅れがだんだん大きくなるとき、テレポンターのトレースが人々の意思決定に関す

る正確さと確信の度合いを動的に改良するのを発見した。このことは遠隔共同作業におい

て、テレポンター・トレースやインタラクション履歴の可視化がコミュニケーションを豊

かにすることを示唆している。 

 

Developing CSCW tools for Creativity -Empirical Findings and Implications for Design 

C. Magerkurth, T. Prante, and N.A. Streitz, Fraunhofer IPSI, Germany  

pp.106-115 

CSCW 研究者では世界で最も発想支援に近い研究を行なっているのがドイツの GMD 

グループである。彼らが分散グループでのアイデア発見支援ツールに関する経験的学習を

行い、CSCW ツールの設計に活かすための知見をまとめ報告した。学生の集団を異なる仕
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事の様式で、空間配置と白板ツールを用いる創造的問題解決に従事させた。学習結果を分

析することで、多くの要求が演繹された。これら要求によって知らされるツールの組は典

型的な利用のシナリオにそって提供されるべきである。すなわち、それはマインドマッピ

ングシステム BeachMap、アイデアを継続的ボトムアップ構造化する革新的なインタラク

ション技法 MagNets 、および旅行中も使える非同期アイデア生成のための PDA ツール

PalmBeach という三つのソフトウェアコンポネンツからなる。 

 

Creating Assemblies: Aboard the Ghost Ship 

J. Hindmarsh, C. Heath, D. vom Lehn, King's College London, U.K.and J. Cleverly, 

Staffordshire University, U.K.  

pp.156-165 

シカゴの SOFA 展覧会に展示され、大好評を博したインタラティブアーツ幽霊船(図７

参照)のデモ展示結果を報告した論文である。伝統的なオブジェクツとビデオ技術の組合せ

に遭遇した人々が、それらをどのように理解するかについて、作品とデモ見学者とのイン

タラクションの膨大な視聴覚記録を取った。 

人々の行動とインタラクションの分析結果は美術館やギャラリーにおいてインフォーマ

ルなインタラクションや社会性を生じさせる技術的組合せ・研究開発を示唆する設計方針

を得るのに利用できる。デモ展示会場における見学者の視線の記録から、インタラクショ

ンと共参画に関する幾多の設計方針を得たことが興味深い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ Ghost Ship デモの様子 
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Sharing and Building Digital Group Histories 

C. Shen, N. B. Lesh, F. Vernier, C. Forlines, and J. Frost, Mitsubishi Electric Research 

Laboratories, USA 

pp.324-333 

 組織、家族や研究機関では文化や歴史を共有・発展させることが多い。本研究では、こ

ういった過ぎ去った集積的出来事についての会話や物語を促進するシステムについて述べ

る。ユーザはテーブルトップ・インタフェース上の写真、ビデオ、テキスト文書といった

分散したマテリアルのデジタルアーカイブを活用する。ソフトイウェアとインタフェース

の双方が自然な会話とリフレクションを助長する。この研究は多数の共存するユーザがデ

ジタルコレクションを開発するための進行中のプロジェクトの一応用である。プロジェク

ト名は PDH(Personal Digital Histirian) で、専用のテーブルとインタフェース(図８参照)

が開発されている。各種の応用を意図したソフトウェアシリーズが事例研究として提案さ

れていたが、それらは新しいテーブルウェアとでもいうべき研究分野を示唆しており、極

めて興味深かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ PDH テーブル使用の様子 

 

3.1.3 まとめ 

本章では、最近のグループウェアや CSCW 研究における主要研究課題の一つであるア

ウェアネス技術について、CSCW2002 の調査結果を中心に、その研究開発動向を述べた。

昨年の報告書[18]に記したように、我々は既に Web 探索アウェアネス[19,20] 、およびカ

ンバセーションアウェアネス[21]を実現する環境を構築した。位置情報アウェアネス環境

の構築については、デモ展示会場におけるコミュニティの知的活動を支援するコンテクス

ト・アウェアネス環境の構築事例[22,23] を試作した。更に位置情報アウェアネスサーバ

を利用した情報環境を、JAIST 知識科学研究科棟内に知識創造支援システム[24]として構
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築し、各種応用システムを研究開発中[25,26,27]である。また宮原のように視覚・聴覚の

見えざる因子を探すというアプローチ以外に、触覚や嗅覚のような他の感覚情報を伝達す

ることでアウェアネスを深めるアプローチがある。これに関して岡田らの臭覚アウェアネ

スの研究[28]や宗森らの効果音・振動アウェアネス研究[29]が興味深い。 

  アウェアネス研究は分散環境において、同期・対面環境以上の臨場感を提供するには如

何にするかという問題提起から出発した。アイコンタクトの提供という素朴な研究から出

発し、存在のアウェアネス、動作のアウェアネス、嗅覚・触覚のアウェアネス、形式知の

みならず暗黙知のアウェアネス、メタ情報やメタ知識のアウェアネスの研究と進展してお

り、その研究開発の最前線は止まることを知らず、前進している。新世代グループウェア

の設計者が対面環境では失われた臨場感を相手に提供したい時、自分の使用するマルチメ

ディア、ヒュマンメディアの特性を十二分に理解し、新世代のマルチメディア・グループ

ウェアのためのアウェアネス環境を構築しなければならない。 
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3.2 次世代 Web とエージェント 
大須賀 昭彦 委員 

 

3.2.1 はじめに 

Web サービスやセマンティック Web など、機械が Web コンテンツの意味を理解した上

で処理することを可能にする、新しい Web の世界を目指した研究が進められている。次世

代 Web と呼ばれるこの新しい Web の世界では、人間の代理人となって Web 上のさまざま

な仕事を処理するソフトウェアエージェントが重要な役割を果たす。そこで、本章では、

エージェント技術研究の最新動向をサーベイした後で、Web サービスやセマンティック

Web などの次世代 Web 技術とエージェント技術との関わりについて触れる。次に、エー

ジェント技術を Web サービス分野に応用した具体事例として、Web サービス向けマッチ

メーカーを紹介する。Web サービスにおける現状の UDDI では、検索の際にサービスの

意味までは考慮しないため、今後、多数の Web サービスが登録された際に、その中から適

切なサービスを探し出すのが難しくなる。Web サービス向けマッチメーカーは、この問題

を解決するために開発された、Web サービスのための検索エンジンである。Web サービス

の提供者が WSDL や OWL などの言語を併用してサービスを定義すると、Web サービス

向けマッチメーカーはオントロジーや制約条件などの意味情報を活用し、利用者の要求に

合った適切なサービスを探し出す。 

 

3.2.2 エージェント技術に関わる最近の動向 

(1)  エージェント技術の標準化 

FIPA (Foundation for Intelligent Physical Agents)[1]は、エージェント技術の標準化を

進める非営利団体である。1996 年にスイスのジュネーブで登録され、50 前後の企業・大

学が参加して活動を続けている。活動の主な目的は、異種エージェントシステム間の相互

運用性を確保する標準仕様の策定である。2002 年 12 月に、それまでにまとめられたエー

ジェント通信言語(ACL; Agent Communication Language) やインタラクションプロトコ

ル、エージェント管理などに関する 23 の仕様が FIPA 全メンバーの投票を経て標準仕様

(Standard)として承認された[2]。これを受けて、今後、産業・学術分野において FIPA 仕

様の活用が盛んになっていくものと予想される。 

 

(2)  FIPA 仕様に基づくエージェントプラットフォーム 

FIPA 仕様を先取りしたエージェントプラットフォームも次々と登場している。

FIPA-OS(FIPA Open Source)[3]、JADE(Java Agent DEvelopment Framework)[4]、
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JADE を携帯機器向けに軽量化した LEAP(Lightweight Extensive Agent Platform)[5]が

有名であるが、この他にも Zeus[6]、AAP(April Agent Platform）[7]、Bee-gent[8]、

Grasshopper[9]、microFIPA-OS[10]などが知られている。多くのプラットフォームは Web

ページからダウンロード可能である。 

 

(3)  AgentCities プロジェクト 

FIPA 仕様に準拠したプラットフォームを用いて、インターネット上でさまざまなエー

ジェントサービスを提供する国際プロジェクト AgentCities[11]が盛り上がりを見せてい

る。エージェントサービスとして各都市(city)の情報を提供することから、この名が付けら

れたものである。グローバルにプラットフォームを管理する Platform Directory[12]を見

ると、現時点で 100 前後のプラットフォームが登録されており、国内からも AgentCity 

Tokyo と Sendai がこれに参加している。このプロジェクトでは、当面はエージェントサ

ービスの相互運用技術の開発を進めるが、将来的にはセマンティック Web や Web サービ

ス、グリッドコンピューティングなどとの連携を図り、ダイナミックで知的かつ自律的な

エージェントの実現を目指していく。 

 

(4)  セマンティック Web とエージェント 

セマンティック Web とは、Web 上のコンテンツの意味を取り扱う技術である。これに

より Web コンテンツの意味を機械的に扱うことが可能となるため、エージェントが文字通

り人間の代理人となって、Web 上のさまざまな仕事を処理することが期待される

[13,14,15]。このような知的エージェントが Web コンテンツの意味を理解する上で、オン

トロジーが重要となる。オントロジーを記述する言語として、W3C(World Wide Web 

Consortium) で は 当 初 DARPA で 開 発 さ れ た DAML (DARPA Agent Markup 

Language)[16] と EU で開発された OIL (Ontology Inference Layer)[17] を統合した

DAML+OIL[18] の採用が検討されたが、その後、これをベースとする新たな言語

OWL(Web Ontology Language1)[19] が提案され、今後は OWL 中心に検討が進むものと

思われる。 

 

(5)  Web サービスとエージェント 

XML や SOAP といった技術をベースに、Web サービスは急速に広がりを見せている。

Web サービス技術に関しては、W3C[20]や WS-I (Web Services Interoperability 
                                                   
1略称が WOL ではなく OWL となったことにより、文献によってはこれを Ontology Web Language と呼

んでいる。 
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Organization)[21]などで仕様の標準化が進められている。このような Web サービス分野

にセマンティック Web やエージェント技術を応用する試みがある。Web サービスのため

のオントロジーDAML-S(DAML Services)[22]の活動などがその例である。現状の

DAML-S は DAML+OIL に基づいているが、OWL 版の登場も遠くないと思われる。また、

サービスの意味を扱う Web サービスのための検索エンジンも開発されている。次節では、

Web サービス向けマッチメーカーと呼ばれる Web サービスのための検索エンジンを紹介

する。 

 

3.2.3 Web サービス向けマッチメーカー 

(1)  Web サービスの課題 

人がブラウザを介してインターネット上のコンテンツを閲覧する際、コンテンツの検索

には Yahoo!や Google などの検索サイトが利用される。これらの検索サイトで使われてい

る技術は、基本的には入力されたキーワードを含む Web 上のコンテンツを探し出すという

ものである。しかし、こうした技術は Web サービスの検索にそのまま使うことはできない。 

検索エンジン

サービス利用者
完成品メーカーA

サービス提供者
部品メーカーB

サービス利用者
一般消費者

サービス提供者
航空会社

サービス利用者
完成品メーカーB

サービス提供者
部品メーカーA

XML Webサービス専用検索エンジン

サービス登録サービス検索

 
図１ Web サービスにおける検索エンジンの位置づけ 

 

例えば、完成品メーカーが「ネジ」を 1,000 個発注しようと部品メーカーの電子商取引

サイトを探すような場合を考える。必要なネジの個数に相手先が対応可能かどうか、納期

や配送地などの条件はこちらの希望に合うかどうかなど、単純なキーワード列では指定で

きないことが多い。また、部品メーカーのサイトで「ネジ」ではなく「Screw」という言

葉を使っていた場合は、キーワード検索ではこのサイトを見つけることすらできなくなる。
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そこで、 Web サービスには、従来の検索エンジンとは異なる専用の検索エンジンが必要

となる（図１）。 

 

(2)  Web サービス向けマッチメーカーの概要 

Web サービスとは、簡単に言えば、インターネット上で SOAP (Simple Object Access 

Protocol)[20]と呼ばれる XML 形式のメッセージを使って行なわれるリモートプログラム

呼出しである。実際に呼び出されるのは Java や C#で記述されたプログラムであり、そう

したプログラムの呼出しインターフェースを定義するのが WSDL (Web Services 

Description Language)[20]と呼ばれるサービスインターフェース記述言語である。また、

この WSDL をサービス提供者名やサービス名、アクセスポイントに関する情報と一緒に

登録するための専用のレジストリが UDDI (Universal Description, Discovery, and 

Integration)[23]である。SOAP、WSDL、UDDI の３つは Web サービスの基本的な枠組

みと言うことができ、国際標準仕様の策定も進められている。 

 

 
図２ CMU サイトの Web サービス向けマッチメーカー画面例 
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しかし、この枠組みでは従来の検索エンジンと同様に、サービス提供者の名前やサービ

スの名前、サービスインターフェースの名前をキーワードで検索することしかできない。

そこで、Web サービスの基本的な枠組みを変えることなく、サービスが提供するもの（「ネ

ジ」や「Screw」など）の意味や、サービスを呼び出す際の条件（注文個数や納期、配送

地など）を対象にサービスを検索する技術が開発された[24,25,26,27]。この技術は、東芝

が米国カーネギ・メロン大学(Carnegie Mellon University; CMU)のエージェント技術を

ベースに Web サービス向けに拡張したものである。この技術に基づいて作られたシステム

が Web サービス向けマッチメーカーであり、既に図２に示すような試用版が CMU のサイ

トから公開されている[28]。 

 

(3)  Web サービス向けマッチメーカーによる高度なサービス検索 

Web サービス向けマッチメーカーでは、サービスのインターフェースにオントロジー

や制約条件といったメタ・データを新たに付加している。そして、それらに対し「意味検

索」や「制約条件間の包摂関係を判定するアルゴリズム」をフィルターとして適用し、候

補となるサービスを絞り込んでいく（図３）。 

オントロジー
DB

オントロジー
推論機能

TF/IDF
計算機能

ネーム
スペース
フィルター

テキスト
フィルター

類似度
フィルター

入出力
フィルター

制約条件
フィルター

単語頻度
DB

インターネット

サービス
DB

オントロジーの取得

取捨選択可能なフィルター群

オントロジーサーバ

 

図３ Web サービス向けマッチメーカーの構成 
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ここで、メタ・データとは情報の意味や内容を判断するために付加するデータのことで

ある。オントロジーとは一般に語彙体系と呼ばれるもので、意味に基づいて言葉の関係を

定義したグラフによって表現される。また、制約条件とはサービスを呼び出す際に満足す

べき条件を論理的に記述したものである。以下、簡単な例を用いて説明する。  

例えば、従来の UDDI レジストリにおける検索では、「ネジ」を提供している部品メー

カーを検索するには、キーワードとして「ネジ」を与え、サービス提供者の名前やサービ

スの名前に「ネジ」を含むサービスを探すしか方法はなかった。しかし、Web サービス向

けマッチメーカーを使えば、図４にあるようなオントロジーを参照して「ネジ」と「Screw」

が意味的に同一であることを発見し（意味検索）、単語として「ネジ」が使われていなくて

も対象となる部品メーカーを見つけ出すことができる。また、「部品」や「小ネジ」など「ネ

ジ」から見て上位や下位の概念も探し出し、検索時に指定するオプションによって検索結

果に含めることができる。オントロジーを検索する深さや検索の時間も指定できる。 

 また、従来の UDDI レジストリでは、納期や配送地に関する制約条件を対象にサービス

を検索することはできなったが、Web サービス向けマッチメーカーでは以下のような検索

が可能である。利用者が次の制約条件を持つサービスを検索したいとする。 

(1) 注文個数 ＞ 1,000 個 

(2) 配送地 ⊂ 東京 

(3) 納期 ≦ ７日 

仮に次のような制約条件を持つ部品メーカーのサービスが登録されていたとする。 

Parts

Assemble

Screw Bolt Nut

部品

ネジ ビス

英語版 日本語版

製品オントロジー

sameAs

sameAs

小ネジ

 

図４ オントロジーの例 
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(a) 注文個数 ＞ 100 個 

(b) 配送地 � 関東 

(c) 納期 ≦ ５日 

すると、Web サービス向けマッチメーカーは、要求された制約条件(1)～(3)をサービス

の制約条件(a)～(c)が満たしているということを論理的に判断し（制約条件間の包摂関係を

判定するアルゴリズム）、このサービスを検索結果として返す。 

その他にも、利用者がサービス呼出し時に与える情報の種別（品名、注文個数、配送地

など）を指定し、その種の情報で呼び出すことができるサービスを検索することも可能で

ある。同様に、利用者がサービス呼出しの結果として得たい情報の種別（納期など）を指

定し、その種の情報を返すサービスを検索することもできる。 

つまり、WSDL では引数のデータ型や個数は指定できても、引数の情報が持つ意味や出

力結果が持つ意味までは定義できなかった。Web サービス向けマッチメーカーでは、サー

ビスを呼び出す際に与える引数や、サービスの出力結果にオントロジーを付加することで、

サービス自体が持つ意味を規定できる。また、WSDL では記述することのできない制約条

件を論理的に与えることで、提供されているサービスが自分の要求に合うかどうかを判断

することができる。こうした技術を現在の Web サービスの枠組みを壊さずに、UDDI へ

のアドオンとして組み込んだものが Web サービス向けマッチメーカーである（図５）。 

UDDIレジストリUDDIレジストリ

マッチメイカー

サービス提供企業

サービス利用企業

登録

検索

サービス提供者の名前や，
サービスの名前，サービス
インターフェースの名前を
キーワードで検索すること
しかできない。

入力する引数や出力される
返値のデータ型のみ規定

WSDL

入力　文字列型，整数型，文字列型

出力　日付型

入力　文字列型，整数型，文字列型

出力　日付型
サービス提供企業

サービス利用企業

登録

検索

サービスが提供するモノ（こ
の場合，ネジ）や，サービス
に付加された条件などを対
象として検索することがで
きる。

入出力データの意味や制約
条件を規定できる。

WSDL
＋

メタ・データ

入力　ネジ，注文個数，配送地

出力　納期

条件　注文個数は100個以上

　　　　配送地は関東近県

　　　　納期は５日を厳守

入力　ネジ，注文個数，配送地

出力　納期

条件　注文個数は100個以上

　　　　配送地は関東近県

　　　　納期は５日を厳守

 
図５ UDDI と Web サービス向けマッチメーカーの比較 
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(4)  エージェントによるダイナミックな Web サービス統合 

現在の UDDI 利用では、人間が UDDI から返されたサービスのリストを見て、ひとつ

ひとつのサービスインターフェースをチェックし、Web サイトを訪れて要求に合うサービ

スかどうかを判断することになる。Web サービス向けマッチメーカーを用いることで、こ

のような手間を大きく軽減することが期待できる。また、Web サービス向けマッチメーカ

ーから返されるサービスは、利用者が要求したサービスのインターフェースに整合するも

のであることが保証されるため、返されたサービスを利用者側のプログラムから直接呼び

出すことも可能となる。このため、Bee-gent[8]のようなサービス連携エージェントフレー

ムワークを適用することで、Web サービス向けマッチメーカーを使って探し出した複数の

サービスを動的に連携させることも可能になる。 

今後、Web サービスはダイナミックにサービスを統合して活用するものに徐々に変わ

っていくと考えられるが、そこではこの種の技術が重要な役割を果たす。 
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3.3 IT 技術の法への応用 
新田 克己 委員 

 

3.3.1 はじめに 

IT 技術の発展が法律分野に大きな変革をもたらしている。１つは、法学教育での変革で

ある。教材を Web で配信することにより、いつでもどこでも教育できる環境ができてきた

だけでなく、実務経験を通じてしてしか得ることが出来なかったような法律の実技技術が

習得できるような高度な教育技術が提言されるようになってきた。特にわが国では来年か

ら法科大学院の制度がスタートする。法科大学院では、法律の未経験者を 3 年で司法試験

レベルまで立ち上げる必要があることから、メディアを使った効率の良い教育システムを

開発することが急務になっている。 

もう１つの変革は、紛争の仲裁・調停（いわゆる ADR）における変革である。各国では

ADR の増加に対応するため、オンラインによる ADR のシステムが試作されている。わが

国でも一部の ADR 機関により、オンラインシステムが作られているが、相談自体は人手

によるものであり、今後、相談件数の増大とともに、相談員の不足が予想される。IT 技術

により、ADR を支援することが必要になる。 

 本章では内外における法学教育、および、ADR の研究動向を報告する。 

 

3.3.2 教育支援システム 

 欧米では、Web 配信や CD-ROM による法律の講義は普及しつつあり、今回調査した法

律の知識ベースの国際会議 Jurix2002[10]に併設されたLaw and Educationワークショッ

プにおいても、ほとんどの発表がそのような法律教材に関するものであった。教材として

のコンテンツがかなり多く開発され、非常に充実したものになっていることは推察できた

が、その反面、教育システムとしての興味ある報告はイタリアの DidaLex 以外はあまりさ

れていなかった。 

 一方、わが国では、e-Learning としての法学教育システムはまだ普及していないが、法

科大学院による法学教育の方法を探究するプロジェクトとして、文部科学省科研費の学術

創成研究「コンピュータネットワークを用いた法学教育の実践・評価システムの創成」（代

表：松浦好治名古屋大学法学部教授）と、特別推進研究「法創造教育方法の開発研究－法

創造科学に向けて」（代表：吉野一明治学院大学法学部教授）が教育システムとしては新し

い試みを行っている。法科大学院では、単に法律の知識を習得させるだけでなく、法律の

実務教育の導入部分を担当することが期待されている。これには、コミュニケーション能

力や説明能力を持ち、事実認定などの実務的な体験を持ち、創造性を持った論理展開能力
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を持つ法律家を育てるための教育を行うことが必要になる。そのため、単にビデオ教材を

Web で配信するような単純な e-Learning システムと異なる高度な教育システムの開発が

必要となる。 

 

（１）DidaLex 

イタリアの Instituto di Teria e Techiche dell’Informazione Giuridica – ITTG)は法学教

育のオンライン化について進歩的な試みを行い、注目されている。ここで開発されている

DidaLex システムは、法令、判例のみならず、ビデオ教材や音声や法的手続きのチャート

（図１）や関連の Web ページを検索する機能を備えた総合的な法学教育のシステムである。

このシステムの特徴は、学生はいろいろなページを結合して、独自のハイパーテキストを

作り出せることと、テストによる自己評価システムがあることと、システムと学生の対話

によって、理解度の低い点についてはフィードバックを行い、そのたびに必要なインスト

ラクションのページを提供されることである。必要なインストラクションを出すためには、

何を伝えるかだけでなく、どのように伝えるか、さらには、学生がどのようの学ぶかを分

析する必要があり、その課題に取り組んでいる。これはオンラインの教育システムに関す

る普遍的な問題でもある。 

 

 
図 1 DidaLex システムの画面 

 

（２）「コンピュータネットワークを用いた法学教育の実践・評価システムの創成」 

 名古屋大学大学院法学研究科を中心とした、このプロジェクトでは IT 技術を使った実

技指導の研究を、以下のサブプロジェクトに分けて進めている。 

  1. Web を介した専門家のアドバイス提供、仲間による評価システム 

  2. Web による理解度確認システム 

  3. デジタル基本六法プロジェクト 
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  4. 映像収録・分析システム 

  5. WebCT カスタマイズプロジェクト 

このうちで 4 番目の収録・分析システムが模擬裁判システムとして実現されつつある。 

 模擬裁判システムにおいては、現実の法廷に模して作られた演習室に４台の TV カメラ

がセットされている（図２）。それぞれは、裁判官、原告席、被告席、証言台を撮影してい

る。裁判官席、原告席、被告席、証言台にはマイクがあり、音声感知スイッチコントロー

ラは、現在、音声を発している者を感知して、その発信源の TV カメラの信号を選択して、

傍聴者のモニタに表示すると同時にビデオディスクに記録することになっている。 

 このように模擬裁判の記録を音声と画像で記録することにより、従来にない教育効果を

期待することができる。１つは、映像にインデックスを付加することにより、場面に応じ

た原告や被告の映像を検索することができ、しぐさや表情を分析することによって、法廷

論争の技術を身につけることができることである。2 つ目は、ネットワークを利用するこ

とにより、専門家のコメントを容易に各場面に付加することができ、単なる記録だけでな

く、分析結果を含めた教材として利用できることである。また、このような模擬裁判記録

は専門家にとっての分析記録としても利用することができる。3 つ目は、学生相互のコメ

ントを出すことにより、実践的な授業が期待できることである。 

 

被告席

原告席

裁
判
官
席

証言台

原告席撮影カメラ

被告席撮影カメラ

裁判官撮影カメラ証言台
撮影カメラ

傍聴席

 

図２ テレビカメラを配置した模擬法廷 

 

IT 技術を利用した 2 つ目の教育システムは、学生の投票を利用した実習である。たとえ

ば、和解シミュレーションにおいては、あらかじめ学生を原告側、被告側、裁判所側に役

割分担をさせて、Web ページを介して、和解の演習問題の提示と、分担ごとに異なる教材

提示を行う。学生は、それぞれの担当に応じて和解計画書を作成し、期限までに Web ペー

ジに書き込みを行う。書き込まれた和解計画書はどの学生からも Web ページからアクセス

することができ、他人の計画書と自分の計画書を比較することができる。Web ページであ

るため、外部の専門家からのコメントを和解計画書に付加することで教育効果を高めるこ
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とが可能となる。次に学生同士で投票を行い、多くの票を獲得した学生が代表者となって

ロールプレイングを行う。ロールプレイングについては、前述の模擬法廷システムを利用

する。 

 

（３）「法創造教育方法の開発研究－法創造科学に向けて」 

 明治学院大学を中心とするこのプロジェクトにおいては、法科大学院において、創造力

をもつ法律家を育てるため、以下の点で研究を進めている。 

  １．法創造基礎の理論的解明 

  ２．実務と教育における法創造の実際の解明 

  ３．法創造教育方法の開発 

  ４．法創造教育支援システム 

このうち、1 番目の法創造基礎においては、ゲーム理論、交渉学、経済学などの知見を

利用した法制定の効果の分析などを行っている。たとえば、法改正が期待したとおりの効

果を生み出すかどうかを、アンケートの分析によって予測するなど、単なる理論ではなく、

検証方法まで関連させた法律の設定効果の方法論についても検討されている。 

2 番目の法創造の実際の解明においては、アメリカのロースクールの教育の分析を行い、

ソクラティックメソッド、ケースメソッド、プロブレムメソッド、ディスカッションメソ

ッドなどを用いて、知識を伝えるのではなく、知識を発見する教育方法の分析を行ってい

る。たとえば、民法の専門書においても難解とされていて、十分な解説がなされていない

ような最高裁の事例について、学生の反応を電子メールで確認しながら、関連知識を少し

ずつ与えながら、問題点を徐々に把握させる講義の実験を行い、学生に知識を教え込むの

ではなく、知識を発見させる教材の開拓を行っている。 

 4 番目のテーマとして開発されている模擬裁判支援システムは、前述の名古屋大学のシ

ステムと異なり、原告と被告が対面するのではなく、オンラインのシステムを用いて、遠

隔地での裁判を想定している（図３）。原告と被告はクライアントとして模擬法廷のサーバ

に接続し、裁判官エージェントの指揮に従って模擬裁判を行う。したがって、原告と被告

は相手の顔を直接見ないで、文字または映像を介してのみの裁判となる。裁判官エージェ

ントは同一課題に関する過去の事例ベースを有しており、類似場面の訴訟指揮事例を用い

て、指揮の自動化を試みている。過去に類似事例がない場合には、教師が介入して、裁判

官エージェントを制御する。従来の模擬裁判は、時間も場所も限定され、教師の負担も大

きいため、学生全員にロールプレイングを体験させることができない。最近では、場所の

制約を軽減するため、ビデオ会議システムを応用した遠隔地の模擬裁判も実験されている

が、それでもなお、教師の負担は大きい。それに対し、エージェントを用いた模擬裁判支
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援システムは、教師の負担を軽くし、できるだけ多くの学生に模擬裁判を予備的に体験さ

せるためことを目的としている。したがって、このシステムである程度の経験を積んだ学

生は、次段階として、本格的な模擬裁判へ移行することを想定している。 

 

原告

模擬法廷
Moot Court

被告

教師

裁判官エージェント

事例

事例

 
図３ 模擬裁判支援システム 

 

3.3.3 紛争解決支援システム 

 ADR(Alternative Disputation Resolution)は裁判によらない紛争解決手段である。たと

えば、国民生活センターなどの代表される各地の消費者センターでは商品に対する苦情相

談を行っており、助言や専門家の斡旋だけでなく、必要に応じて仲裁や調停を行うところ

もある。[21]には、わが国における ADR の実情と課題が詳細に説明されている。 

 ADR をオンラインで行う試みが内外でもなされている。たとえば、[19]には、アメリカ

におけるオンライン ADR のサービスが 24 掲載されている。その多くは、メールを使った

相談システムであり、実際は専門家による調停を前提としているものが多い。その中では

Cybersettle[14]が和解のための金額の調整のためのコミュニケーションツールを有して

いるようである。 

 わが国でも、たとえば、電子商取引協議会(ECOM)ではオンラインによる苦情相談を受

け付けている。オンラインであるから、相談者とのやりとりは図４のようにすべて文書の

形で記録されることになる。 

 苦情相談がなされると相談員は事実の確認を行うために、何回かメールのやりとりを行

うのが普通である。その際、必要に応じて、関連の Web ページにアクセスしたり、相手先

に確認のメールを出すこともある。結果として、多くの場合は仲裁や調停にいかずに、助

言だけで終わることになるが、その際、かなり多くのケースが類似した対応をとることに

なる。たとえば、知らない間に海外の Web ページに接続され、非常に高額の国際電話料金

を請求されたケースは、非常に相談件数が多いが、このようなケースの対処方法は、ほと

んどは、 



- 94 - 

   自分の PC を調べ、接続先が変更になっていないかを確認する、 

   「電話料金の請求を免れることは困難であるが、減額を依頼してみる」と助言する、 

ことですんでしまうものである。 

 このような典型事例は、相談員を呼び出すまでもないので、多くの消費者センターでは、

典型事例集を Web ページに記載して、ユーザに無駄な相談を避けてもらうようにしている。 

ECOM ではこのような典型事例を構造化し、質問に答えるだけで助言ができる Web ペ

ージを試作している（図５）。現在は、このような助言ページの評価と、事例からの助言ペ

ージの自動生成の検討を行っている。 

 

相談者タイプ： 個人 

相手方タイプ： 個人 

取引目的物： ノートパソコン 

取引目的価格： 150,000 円 

取引カテゴリー： ネットオークション 

取引目的授受区分： 受領 

代金決算区分： 未払い 

原因区分： 広告相違 

相談内容： オークションでノートパソコンを 15 万円で落札した。送られてきたノートパソコ

ンを見ると、写真には写っていない部分に大きな目立つ傷がついていた。私はこのパソコンを外

出先でも使うつもりなので,このような大きな傷は非常に気になります。そこで、出品者に値段

の引き下げを求めました。しかし出品者はパソコンの機能自体には何ら問題はないので,値下げ

要求には応じられないとのことで、話し合いに一切応じる様子はありません。値下げ要求をして

いるので、パソコンの代金はまだ払っていません。オークションの主催者にも連絡したが、なん

にもならず、本当に困っています。調停に持ち込んで欲しい。 

対処： 本件は、当該オークションにおける「出品物の説明と現物の状態」の相違に原因がある

と判断いたします。調停による解決を希望ということですので、出品者の B 氏の参加意思が確

認され次第、調停を行います。 

図４ 苦情相談の例 
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図５ 助言の Web ぺージ 

 

3.3.4 関連会議など 

（１）メディアを使った法学教育に関する学術団体 

以下に学術団体の主なものあげる。ここにあげた学術団体には、メディアに関連しない

純粋に法律だけの学術団体は省いた。 

Law, Education and Technology 

BILETA British & Irish Law, Education and Technology 

Association 

CALI Center for Computer-Assisted Legal Instruction 

LETA Law & Educational Technology Association 

LCC Law Courseware Consortium 

Law and Technology 

IAAIL International Association for Artificial Intelligence and Law 

ISLAT International Society for Law and Technology 

JURIX Foundation for Legal Knowledge Based Systems 

Education and Technology 

AACE Association for the Advancement of Computing in 

Education 

ALT Association for Learning Technology 
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EDUCAUSE Association for Transforming Education Through 

Information Technology 

IASTED International Association of Science and Technology for 

Development 

IAIED International Artificial Intelligence in Education Society 

IEEE/LTTF Learning Technology Task Force 

IMS Global Learning Consortium Inc. 

OTEC Educational Technology Expertise Centre of the Open 

University of the Netherlands  

SURF Dutch Cooperative Organisation Network Services and 

ICT for Institutions for Higher Education and Research 

PROMETEUS European Partnership for a Common Approach to the 

Production of e-learning Technologies and Content 

 

上記のうちで、IAAIL の主催する隔年の国際会議 ICAIL(International Conference on 

AI and Law)、JURIX が開催する国際会議、BILETA や LCC らが the Law Courseware 

Consortium(LCC)と共催する隔年の国際会議 SubTech は注目する必要がある。ただし、

SubTech は招待者のみしか発表することはできない。 

 

（２）情報ネットワーク学会 

日本での関連学会としては、2002 年に発足した「情報ネットワーク学会」が活発な活動

を行っている。この中で、「サイバーコート研究会」は、 

１． 司法の IT 化の可能性を探り、問題点を研究する。 

２． 国内外の機関とインターネット経由の遠隔司法の実証実験を進めるとともに、その

問題点を研究する。特に、従来のテレビ会議システムのみでなく、IPNet を使っ

たシステムの実証実験を進める。 

の２つを目的とし、「ODR 研究会」は、 

オンライン技術を用いた裁判外紛争処理手続（Online Dispute Resolution）について、

技術面と手続面の双方からのアプ ローチにより、実現可能性とその問題点を明らかに

していく。法的理論面での検討ももちろんだが、オンライン上のセキュリティ、自動

処理の可能性、実証実験などの技術面の研究も重視する。 
を目的とするので、本報告で述べた法学教育や ADR への IT 技術の応用と重なるところが

ある。今後の成果が期待される。 
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（３）法とコンピュータ学会 

 「法とコンピュータ学会」においても、「インターネットと ADR」が 2001 年の研究会

の報告テーマとなっている。 
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3.4 ＷＷＷサーチエンジンの最新技術 
山名 早人 委員 

 

3.4.1 はじめに 

インターネットの普及により、WWW 上に蓄積される情報が急増している。このように

急増する多種多様な情報を検索するために Google(http://www.google.com/) や

FAST(http://www.alltheweb.com/)など数々の WWW サーチエンジンが存在する。2002

年末時点で世界中に存在する総 Web ページ数は、約 70 億ページと推定1され、年率 100％

の勢いで増加を続けている。 

Web ページの中から自分が必要とする情報を見つけ出すためには、Google に代表され

る WWW サーチエンジンが必要不可欠となっている。しかし、Google が検索対象とする

Web ページ数は、2002 年末時点で約 31 億ページ、世界第２位の FAST は約 21 億ページ

であり、これらの現存する WWW サーチエンジンを用いても世界中の全 Web ページを対

象にした検索はできない。また、WWW サーチエンジンに入力されるキーワードは平均２

語であり、２語という限られた情報を用いて、ユーザが欲する Web ページを見つけ出すこ

とは、一般的に困難である2。このような問題に対して、WWW サーチエンジンは、①膨

大な Web ページの効率的な収集とインデックス化、②検索結果のランキング、という２つ

の重要な技術を利用している。 

以下では、まず、インターネットの発展に関わる統計データを紹介した後、これらの技

術についての最新技術を紹介する。 

 

3.4.2 インターネットの発展 

図 1、図 2 に示すようにインターネットに接続するコンピュータ台数は毎年増加を続け

ている。1998 年から 3 年間の平均でみるとコンピュータ台数、Web サーバ数は、それぞ

れ年率約 1.5 倍、2 倍で増加を続けている。ただし、2002 年 1 月までと 2002 年 1 月以降

での傾向に変化が見られ、図 3 に示すようにインターネットに接続するコンピュータ台数

の増加率と Web サーバ台数の増加率が逆転し、2002 年 1 月以降、Web サーバ台数の増加

                                                   
1 NEC 北米研究所の Lawrence らが 1999 年 2 月時点で約８億ページが存在すると推定している[1]。この

時点での各サーバが持つ Web ページ数は平均 186 ページであった。一方、2002 年末時点の Web サーバ数

は、Netcraft 社（http://www.netcraft.co.uk/）の発表によれば 3812 万台であり、この台数と 186 ページ

／Web サーバとの積をとることにより、世界中の Web ページ総数を約 70 億と推定した(テキストページ

のみ)。なお、Web ページの平均容量は 10KB／ページであり、テキストのみでも 70TB の容量となる。 
2 スペースを語の区切りとした場合。したがって、日本語の場合は入力されたクエリーが、形態素解析等

によりさらに複数の語に分割されるため、サーチエンジン側から見ると入力される語の平均は、２語以上

となる。 
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率が鈍化してきていることが分かる。 

 

3.4.2.1 Web ページの特徴 

2000 年の IBM, SUN, Compaq の研究者らの調査[2]によれば、Web ページは、図 4 に

示すような構造（蝶ネクタイ構造）をしている。相互にリンクを張り合う Web ページ（図

4 中の SCC）は、全体の 28％であり、outlink3のみを持つページ(図中 IN)と inlink4のみ

を持つ Web ページ(図中 OUT)がそれぞれ 22％、22％であり、その他のリンク的には中心

部分（図中の SCC, IN, OUT）と関連がないページが全体の 28％である。 

したがって、単純にリンクのみを辿ることでは、全ての Web ページを収集することはで

きない。これに対して、一つの解決手段は、Netcraft 社(http://www.netcraft.co.uk/)が We

b サーバ数を調査する手法として採用しているように、「IP アドレスを順番に直接指定し h

ttp プロトコルの標準ポートである 80 番ポートをアクセスする手法」であるが、Web サー

バが 80 番ポート以外で立ち上がっている場合や、Web サーバのトップディレクトリから

のリンクが存在しない場合等は、やはり、収集できないページが発生する。 
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図 1 インターネットに接続するコンピュータ台数と Web サーバ数の推移5 

                                                   
3 当該ページから他のページへのリンク 
4 他のページから当該ページへのリンク 
5 Internet Software Consortium(http://www.isc.org/)の Internet Domain Survey 及び Netcraft 社
(http://www.netcraft.co.uk/)の WWW Server Survey の公開データから作成した。 
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図 2 インターネットに接続するコンピュータ台数、ドメイン数、Web サーバ数の増加率 5 
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図 3 インターネットに接続するコンピュータ台数に占める WWW サーバ台数 5 

 

 

図 4 Web ページの特徴[2] 
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3.4.2.2 世界と日本の Web ページ数推計 

2002 年 7 月時点でのドメイン毎の Web ページ数(URL 数)の推計を表１に示す。各ドメ

インの割合は Network Wizards 社(http://www.nw.com/)のデータに基づいている。また、

Lawrence 氏が提案した手法[1]に基づき、2002 年７月現在での全世界の Web ページ数を

約 70 億 URL と仮定し、各ドメイン数の比率から各ドメインの URL 数を算出した。また、

1 ページのバイト数を 10KB と仮定し、各ドメインにおける総バイト数を算出した。 

 

表 1 全世界でのドメイン別 Web ページ数の推計(2002 年 7 月) 

 

さらに、表 2 に 2001 年末時点での jp ドメインの第二レベルドメイン毎の Web ページ

数の推計を示す。これは、第二レベルドメイン毎に約 50 の Web サーバにランダムにアク

セスし、各サーバが持つ Web ページ数を求め、JPNIC(http://www.nic.ad.jp/)が公開して

いるドメイン数との積をとることで求めた。なお、表 1 では jp ドメイン内の Web ページ

  ドメイン名 全ドメイン中の割合 総ページ数(億 URL) サイズ(GB) 

net Networks 32.4% 22.68 22,680 

com Commercial 30.0% 21.00 21,000 

edu Educational 5.0% 3.50 3,500 

jp 日本 5.0% 3.50 3,500 

au オーストラリア 2.0% 1.40 1,400 

ca カナダ 2.0% 1.40 1,400 

de ドイツ 2.0% 1.40 1,400 

it イタリア 2.0% 1.40 1,400 

uk イギリス 2.0% 1.40 1,400 

er ブラジル 1.0% 0.70 700 

es スペイン 1.0% 0.70 700 

fi フィンランド 1.0% 0.70 700 

fr フランス 1.0% 0.70 700 

nl スイス 1.0% 0.70 700 

org Organizations 1.0% 0.70 700 

se スウェーデン 1.0% 0.70 700 

tw 台湾 1.0% 0.70 700 

us アメリカ 1.0% 0.70 700 
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数は約 3.5 億と算出されている。これに対し、西村、山名らが 2001 年に行った jp ドメイ

ン内の Web ページ数は推計[3]6でも、表 2 に示すように、約 3.1 億ページであり、表 1 の

推計がほぼ実態に即していると判断できる。 

 
表 2 日本の Web ページ数(2001 年 12 月現在)[3] 

ドメイン名
第二レベル
ドメイン数

1ドメインあたりの
平均ページ数

結果

AD
AC
CO
GO
OR
NE
GR
ED

地域
汎用
合計

299
2,679

214,152
669

13,706
16,931
10,416
3,139
3,854

1

900
4,491
1,200
4,111

356
1,533

10,416
3,139
1,511
3,348

269,100
12,031,389

256,982,400
2,750,259
4,879,33
625,955,223
3,853,920

822,418
5,823,394

3,348
313,370,787

ドメイン名
第二レベル
ドメイン数

1ドメインあたりの
平均ページ数

結果

AD
AC
CO
GO
OR
NE
GR
ED

地域
汎用
合計

299
2,679

214,152
669

13,706
16,931
10,416
3,139
3,854

1

900
4,491
1,200
4,111

356
1,533

10,416
3,139
1,511
3,348

269,100
12,031,389

256,982,400
2,750,259
4,879,33
625,955,223
3,853,920

822,418
5,823,394

3,348
313,370,787  

 

3.4.2.3 推定 Web ページ数に対する商用検索システムのカバー率の推移 

 推定 Web ページ数を元に、1998 年 1 月以降の商用検索システムが全 Web ページ数（推

定）に対してカバーする率を求め、図 5 に示した。2000 年からカバー率が上昇に転じて

いるのは、Google が検索対象 Web ページ数を増加させてきたことに起因する。 
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図 5 推定 Web ページ数に対するサーチエンジンのデータカバー率の推移7 

                                                   
6 当時は汎用ドメインが１つしか存在しなかった。現在は 20 万を超える汎用ドメイン（ドメインリストは

入手不可）があり、これらの汎用ドメインをどのように扱うかを考える必要がある。 
7 各 WWW サーチエンジンが持つデータ量の推移は、

SearchengineWatch(http://www.searchenginewatch.com/reports/sizes.html)のデータを用いた。 

Web ページ数 カバー率 
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3.4.3 効率的な収集とインデックス化に関する研究動向 

本節では、膨大な Web ページの効率的な収集手法とインデックス化の高速化手法につい

て紹介する。 

 

3.4.3.1 効率的な Web ページ収集手法 

Web ページ収集には、収集ロボット（あるいはクラウラー(Crawler)）と呼ばれるソフ

トウェアを用いる8。しかし、収集ロボットの収集能力に物理的な限界がある以上、何らか

の方法で「効率的」な収集を実現する必要がある。 

効率的な収集を実現する手法としては、全ての Web ページを集めることは元々不可能だ

という前提に立ち、①決められた時間内で重要と判断される Web ページ9から優先的に収集

する方法と、②収集ロボット自体を分散化し高速に収集をする方法、さらに、③Web ペー

ジの更新差分のみを収集できるように WWW サーバ自体を専用化する方法、の３つに分類

することができる。 

 

3.4.3.1.1 Web ページの重要度に基づいて効率的な情報収集を行う方法 

 Web ページの重要度として、①Web ページの更新頻度を用いる方法[4][5]、②Web ペー

ジのスコア10（3.4.4 で詳述）を用いる方法[6][7]がある。 

 

（１）Web ページの更新頻度を用いる手法 

 Web ページの更新頻度を用いてデータの鮮度を保つ手法に関する研究を示す。 

 

① Stanford 大学の Cho らは、2000 年に「Web ページの実際の更新頻度を調べると共に、

それを基にした収集方法」を提案した[5]。まず、PageRank11を元に選ばれた重要なサ

イトを対象として、更新頻度の調査を行い、得られた結果からポアソン分布に基づいて

更新頻度のモデル化を行う。更新頻度の分布を図 6 に示す。X 軸は更新の間隔、y 軸は

該当する Web ページの全対象 Web ページに対する割合を示す。ポアソン分布は、ラン

ダムに起こる事象の確率分布を求めるのに適しており、Web ページの更新頻度の確率分

布を求める場合にもよく用いられる。Cho らは収集した Web ページの更新頻度の分布

が、ポアソン分布に従うことを確認し、その前提に基づいて、収集された Web ページの

                                                   
8 よく用いられれるものとして、GNU wget(http://www.gnu.org/software/wget/wget.html)がある。 
9 3.4.3.1.1(1)を参照。 
10 検索結果を並べる際に用いるランキングで用いるスコア。 
11 3.4 を参照。 
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新鮮さを最大に保つ収集方法を考案している。新鮮さとは、収集された Web ページが最

新のものと同一である割合のことを指す。 

通常の収集ロボットは全てのページを一定の周期で収集する。しかし、更新頻度が高

いページは、索引付けがなされて検索システムで検索可能になったときには、既に最新

の情報ではなくなっているという問題を持つ。しかし、Cho の提案する収集方法では、

ページ毎に収集頻度を変えることにより、検索システム内のデータの新鮮さを常に一定

に保つことができる。 

 

図 6 更新頻度の分布（[5]より引用） 

 

  また、新鮮度について、Cho らは２つの指標を定義している： 

 freshness 

 ある時刻 t において最新である Web ページ数の割合 

 age 

 ある時刻 t において最新でない Web ページについて、取得からどのくらいの時

間がかかっているかを平均した値 

これらの指標に基づき、freshness を上げ age を下げる手法、あるいは、freshness

のみを上げる手法が考えられている。 

 

② オーストラリア・シドニー大学の Edwards らは 2001 年、Cho の研究[5]を踏まえた上

で、更に一般的なモデル化を提案[4]した。Cho の研究では、PageRank を基準として重

要なページを選び、それらのページからモデル化を行っていたが、Edwards らの研究で

は収集時に同時に更新頻度の調査を行うことで、収集対象となる全てのページのモデル

化を行う。最初は全てのページを１ヶ月周期で収集し、更新されていたページに対して

は、設定されている更新間隔の半分、すなわち２週間周期で収集を行う。さらに、２週
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間後に更新されていたページに対しては１週間周期で収集を行うにより、全てのページ

の更新頻度をモデル化する方法を提案している12。 

また、収集ロボットの能力を考慮し、どのページを優先して収集を行えば、システム

内のデータの全体的な鮮度が最も高くなるかを考察し、全体のデータの新鮮さをもっと

も高く保つ為のスケジューリングのモデル化を行っている。図 7 に示すように収集対象

の Web ページを以前に収集した時（ｔ０）からの間隔で分類し、各 Web ページの優先

度を決定している。一度収集した Web ページ全体を b と定義し、ある時点（ｔ０＋Δｔ）

において更新が発生した Web ページを y とする。また、Δｔの間に再収集された Web

ページの数を x とする。また、a をΔｔの間に Web ページが更新される確率とする。そ

して、実際に各ページを収集したときに更新間隔を測定することにより、各ページの a

を求め、収集された Web ページの新鮮さを最大に保つようにスケジューリングする手法

を提案している。 

 
図７ 収集対象となる Web ページの分類（[4]より引用） 

 

（２）Web ページのスコアを用いる手法 

各 Web ページのスコア（重要度）を定義し、重要だと思われるページを優先的に収集す

ることにより、効率的に収集を行う手法を紹介する。 

 

① Stanford 大学の Cho らは、1998 年に、(1)Web ページへのリンクを見つけた順番に収

集していく収集ロボット、(2)バックリンク(あるいは inlink と呼ぶ)の多い Web ページ

へのリンクを優先して収集を行う収集ロボット、(3)PageRank が高い Web ページへの

リンクを優先して収集するロボットの 3 つを用いて、どの方法が最も効率よく収集で

きるかを比較した[6]。実験は、Stanford 大学内の Web ページを用い、重要なページ

                                                   
12 更新されていない場合は、逆に更新間隔を２倍に設定する。 
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を、「コンピュータという単語を含み、バックリンクが多いページ」と定義し、実験を

行った。その結果、PageRank に基づいて収集を行う方法13は安定して高い成果を得ら

れることがわかった。図９に示す通り、全体の 80%のページを収集した時点で、収集

対象のページ（重要ページ）のほぼ全てを収集し終えている。図中、x 軸が全対象 Web

ページに対する収集率、y 軸が全需要 Web ページに対する収集率を示す。幅優先の収

集方法は、PageRank を基にした方法には及ばないものの全体の 80%を収集し終えた

時点で、対象のページの約 90%を収集しており、バックリンクを基にした収集方法で

は、対象のページの約 80%しか収集されていなかった。 

 

CrawlerCrawlerCrawler
収集Webページからの
URLの切り出し

重要度に応じて収集順を変更

URL

URL normalization

CrawlerCrawlerCrawler
収集Webページからの
URLの切り出し

重要度に応じて収集順を変更

URL

CrawlerCrawlerCrawler
収集Webページからの
URLの切り出し

重要度に応じて収集順を変更

URL

URL normalization

 

図８ 収集順の変更方法 

 

 

 

図９ 各収集方法の比較 

（computer という単語を含むページを対象とする）（[6]より引用） 

                                                   
13 図９に示すように、queue に入っている収集候補 URL の内、どの URL を優先して収集するかを、その

時点までで収集完了しているページから PageRank を用いて重要度（スコア）を算出し、高い重要度を持

つ URL に対して queue の中での追い越しを許す。 

全 Web ページに対する収集率 

全
重
要
ペ
ー
ジ
に
対
す
る
収
集
率 
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② Compaq System Research Center の Najork らは、2001 年に、一般的に用いられて

いる幅優先の収集方法で、十分に効率的な収集ができることを示した[9]。通常の収集

ロボットでは、リンクが見つかった順に収集を行うが、幅優先の収集方法では、違う

サーバに交互にアクセスするように収集を行う。幅優先に基づく収集方法により、同

一 Web サーバへの連続的なアクセスを減らすことができる。また、リンクを順に辿っ

ていく収集方法では、同じサイト内のページを連続して収集してしまうが、幅優先の

収集方法では、違うサイトに同時にアクセスすることから、幅広いトピックを効率的

に収集することが可能であるという利点も持つ。 

Najork の研究では、重要なページの評価基準として PageRank を用い、１日ごと

に収集されたページを用いて PageRank を更新し、各日に収集した全ページの Page

Rank の平均を求めた。60 日間収集を行った結果、幅優先の収集方法で集めたページ

では、１日目に集めたページの PageRank が２日目以降に収集したページに比較し高

いという結果が得られた（図 10）。また、２日目以降に収集されたページの PageRan

k は平均して、１日目の４分の１以下だった。この結果から、幅優先の収集方法では、

収集の初期の段階で、重要だと考えられるページを多く収集できることを示す。 

 

 
図 10 収集を開始した時からの経過時間(hour)ごとの PageRank の分布 

（x 軸は一日単位）（[9]より引用） 

 

3.4.3.1.2 収集ロボットを分散化させる手法 

本項では、収集ロボットを分散させることにより収集速度を向上させる研究を紹介する。 

 

① Transarc 社の Bowman らが 1994 年に提案した Harvest[10]では、収集と検索を共に

分散して行うことにより、システムへの負荷を分散させる方法を提案している。
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Harvest のシステム構成を図 11 に示す。Harvest では、Gatherer と呼ぶ収集ロボッ

トをネットワーク上に分散配置し、収集を行う。しかし、Gatherer が収集する URL

は事前に静的に決められており、スケジューリング方法については特に考慮されてい

ない。ただし、分散して収集を行うという世界で初めての提案となった。 

 

 
図 11 Harvest の構成（[10]より引用） 

 

② 東工大の内藤らが 2000 年に提案した超分散サーチエンジン[11]では、各 Web サーバ

に各 Web サーバが持つページをインデックス化する機能を持たせ、Web サーバ自体

がクエリーを受け付けることのできる機能を実装している。つまり、Web サーバ自体

が小規模の検索システムとして動作する。さらに、サーバのハードウェアスペックに

余裕がある時には、自 Web サーバ内のページからリンクが張られているページを収集

し、検索できるデータを増やす手法も提案している。超分散サーチエンジンを用いた

情報検索は、リンクを辿ることによって実現される。論文では６つのモデルが提案さ

れているが、いずれも、クエリーをある Web サーバに送り、検索結果として得られた

ページが存在するサーバに順次クエリーを伝えて探索する手法をとる。このため、検

索のターンアラウンド時間は長くなる。 

 

③ 早稲田大学の村岡らが 1998 年に提案した分散型ロボット[12]は、地理的に分散して設

置した各ロボットの負荷を均等化することにより、Web ページの収集時間を短縮しよ

うとする方法である。各収集ロボットにランダムに Web サーバを割り当てた場合に比

較して、ネットワーク及び Web サーバの負荷を均衡化することによって、数倍高速に

収集を行えることを示している。村岡らの方法では、同じ Web サーバに対するアクセ

スでも、収集ロボットのネットワーク環境の違いにより、負荷を均等化することによ

り高速化できることを示している。また、各収集ロボットの制御用に管理用サーバを
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置き、動的に各収集ロボットが収集する URL を動的に決定している。管理用サーバ

には、各収集ロボットとサーバの距離や新規に発見されたサーバの情報が送られ、そ

の情報を基に各収集ロボットの負荷を均等化する。収集ロボットとサーバの距離(デー

タ転送速度)の計測は、サーバのトップから 50URL を収集し、収集にかかった時間か

ら判断している。また、JP ドメインからランダムに抽出した 6,500 サーバを、国内 

17 箇所に配置した収集ロボットで、負荷を均等化して収集を行った結果を示している。

実験の結果は図 12 に示す通りであり、ランダムに収集を行った場合の予測値より、

約 11 倍の速度で収集が行えたとしている。 

 

 

 
図 12 実験結果（[12]より引用） 

 

3.4.3.1.3 Web サーバを専用化する手法 

本項では、物理的な収集時間を短縮させるために Web サーバを専用化する手法について

の研究を紹介する。専用化する手法は大きく２つに分類される。一つは Web ページ更新時

に変更された部分の元のページに対する差分を収集ロボットに収集させる（送る）ことが

できる機能を Web サーバに持たせる方法であり、もう一つは、いつ更新されたかを Web

サーバ側が収集ロボットに対して通知するように Web サーバに機能を持たせる方法であ

る。これらの手法は、一旦、対象となる Web ページを収集完了後に更新を効率的に行うた

めに用いられる。 
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① Western Research Lab.の Mogul らが 1997 年に提案した Delta-Encoding[13][14][1

5][16]では、キャッシュを有効に行う為に HTTP プロトコルへの改良を提案している。

Delta-Encoding では、Web サーバ内の各ページに対し、UNIX の diff コマンドを用

いて求めた変更の履歴を保存する。クライアント(収集ロボット)からリクエストがあ

った時には、Etag からクライアントが保持しているページのバージョンを判断し、ク

ライアントが保持しているページと最新のページとの差分を送信する。クライアント

では、送信された差分とキャッシュされているページから最新のページを作成する。

従来の一般的なキャッシュでは、ページが更新されていると判断した場合には、その

ページの全てを取得し直している。しかし、Douglis の調査[8]で示されているように、

HTML ファイルは更新頻度が高く、全体の 50%程度は一ヶ月以内に更新されるため、

従来のキャッシュでは、大きな効果を上げることはできない。これに対して Delta-en

coding では、HTML ファイル内の、更新された部分だけをサーバから取得し直し、

クライアント側で保存されているページと更新された部分から動的にページを生成す

ることにより、更新頻度が高いページに対しても効率的に収集することを可能とした。 

 

② Stanford 大学の Brandman らの 2000 年の研究[17]では、先に Cho が行った Web ペ

ージの更新頻度の調査[5]から、通常の収集頻度ではサーバに対して無意味なリクエス

トが行われてしまうことを示している。例えば、1 ヶ月に 1 回収集を行ったとすると、

全体の 5 割のページは更新されておらず、無駄な収集を行ってしまうことになる。そ

の解決策として、サーバ側がサーバ内の各ページの更新情報をまとめ、収集ロボット

は定期的にサーバの更新情報を取得し、更新があったページだけを収集する方法を提

案した。Brandman の方法により、無駄なアクセスが無くなり、また、Web ページの

更新間隔に見合った収集が可能になり、収集データの新鮮さを保つことが可能になる。 

 

③ Illinois 大学の Gupta らは 2000 年、Brandman の提案した方法[17]をベースに、更

新するのに最適な時期がきたら Web サーバ側から収集ロボットに通知するというシ

ステムを提案している[18]。更新時期(Web サーバが収集ロボットに通知する時期)は、

収集にかかるコスト（ページのサイズ）やページの重要度、ページが更新されてから

の経過時間から総合的に判断する。 

 

④ 筑波大学の加藤らが 1998 年に提案した Planet[19]は、分散環境の為のミドルウェア

である。Planet を導入している Web サーバ群内では、対象の Web サーバにエージェ

ントプログラムを送り込むことによって、当該 Web サーバと同一 LAN の Web サー
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バ上のデータ収集を行う。収集したデータは、いくつかのファイルにまとめると共に、

圧縮して送り返す。これにより、ネットワーク負荷を減らして収集を行うことが可能

になる。 

 

⑤ ブラジルの Minas Gerais 連邦大学の Silva らが 1999 年に提案した CoBWeb[20]は、

既存のプロキシを用いた手法を提案している。検索システム内のデータの更新を、プ

ロキシを用いて行う Cache parasite という方法を提案している。提案されているキ

ャッシュ機能を持ったプロキシでは、キャッシュされている Web ページにユーザから

リクエストがあると、リクエストされた Web サーバから当該 Web ページのヘッダ情

報を取得し、更新されていると判別された場合には、新しくページを取得する。また、

更新されていないと判別されたときには、キャッシュされているページをユーザに送

信する機能を持つ。Cache parasite では、このようなキャッシュ機能を持ったプロキ

シと連動し、プロキシで更新を感知したページを検索システムに送信することで、収

集を行うことなく検索システム内のデータの鮮度を保つ事を可能にしている。 

 

3.4.3.2 インデックス化の高速化 

 収集した Web ページを検索可能にするためには、インデキシングを行う必要がある。こ

のインデキシングには膨大な時間がかかることが知られており、例えば、2001 年 3 月時

点で、Google はインデキシングに１～２ヶ月をかけていた14。このようなインデキシング

を高速化する手法として、Stanford 大学の Melnik らは、2001 年にパイプライン化する

手法を提案している。図 13 に示すように、インデキシングの行程を、「 loading」

「processing」「flushing」の３つに分割し、図 14 に示すようにこれらの行程が３並列で

動作するようにスケジューリングを行う。これによって、図 15 に示すように３割程度の

高速化が達成できることを示した。 

 

 

 
 
 
 

図 13 インデキシングのパイプライン化１([21]より引用) 
                                                   
14 2001 年当時までは、Google は「収集→インデキシング」を約３ヶ月で実現しており、この処理を３つ

並列に走らせることで１ヶ月毎にインデックスを更新(つまり約 3 ヶ月前のデータが検索可能となる)して

いた。以降、Google では、頻繁に更新されるページに対しては毎日インデックスを更新している。 
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図 14 インデキシングのパイプライン化２([21]より引用) 

 

 

図 15 パイプラインの各行程の調整による処理時間の変化([21]より引用) 

 

3.4.4 検索結果のランキングに関する研究動向 

検索結果のランキング手法としては、従来の IR15研究で用いられているベクトル空間モ

デル等、各 Web ページの内容に基づいた手法に加えて、WWW サーチエンジンでは、リ

ンク情報を用いてランキングを行っている。本節は、リンクを用いた主要なランキング手

法について紹介する。 

 

                                                   
15 Information Retrieval 
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① HITS[22][23] 

HITS は、1997 年に IBM の Kleinberg らにより提案されたコミュニティ発見のための

アルゴリズムであり、その中で Web ページの重要度を表す Authority 度（スコア）と Hub

度（スコア）が定義された。これらの値は、Web ページの重要度を表す指標である。 

HITS では、ハイパーリンクをリンク元からリンク先への推薦行為と考え、多くのペー

ジからリンクされているページを有用なページとして、Authority ページと定義し、また、

多くの Authority ページにリンクしているページを良質な Hub ページと定義した。 

Authority スコア・Hub スコアの計算 

まず、計算対象となる全てのページ p に対して、Authority スコア（Authority(p)）と

Hub スコア（Hub(p)）を与え、まず、1 で初期化する。次に、以下の計算を Authority(p)

及びHub(p)の値が収束するまで繰り返す(p→qはページ p がページ qに対してリンクして

いることを示す)。概念図を図 16 に示す。図中の○がページを表し、a が Authority スコ

アを、h が Hub スコアを表す。 
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図 16 HITS の概念図 

(h が Hub(p)を、a が Authority(p)を表す) 

 

② PageRank[24][25] 

PageRank は、1998 年に Stanford 大学の Page と Brin が提案した Web ページの重要

度を表す指標である。PageRank の基本的な考え方は、ネットサーフィンをする人のモデ

ル化（ランダムウォーク）に基づく。ネットサーフィンをする人は、Web 上の各ページの

リンクをランダムに辿ると仮定し、各ページに辿りつく確率から各ページのランキングを
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行う。ランキングに用いられるスコアの計算を(式 1)に示す。イメージとしては図 17 のよ

うになる。 

∑
∈

⋅−+=
Gqp qreeout

qR
n

pR
),( )(deg

)()1()( εε
   (式 1) 

R(p) ：ページpのPageRank
R(q) ：ページpへのリンクを持つページqのPageRank
n ：対象とするグラフGのノード総数(Webページ数)
outdegree(q)：ページqからの外向きリンク数
ε ：dampening factor（0.1～0.2)  

 

R(p)をページ p の持つ PageRank、R(q)はページ p へのリンクを持つページ q の

PageRank を示す。N は対象とするグラフ G（Web ページをノードとし、Web ページ間

のリンクをエッジとしたグラフ）のノード総数（Web ページ数）、outdegree(q)はページ q

からの外向きリンク数である。また、グラフ G 内の全ての Web ページの PageRank の合

計は 1 であり、εは通常 0.1~0.2 の間に設定される。 

モデルとしては、グラフ G のノード p から（1-ε）の確率で p 上のリンクを辿り、ノー

ド q に進むが、εの確率でリンクとは関係なくノード r に進むランダムウォークのモデル

である。つまり、ユーザは(1-ε)の確率で現在の Web ページからのリンクを辿り、εの確

率で全く無関係な Web ぺージへジャンプするとの仮定の元でネットサーフィンのモデル

化を行っている。他にもリンク構造をランキングに応用している検索システムは多数ある

が、PageRank の特徴としては ScamWeb に強いという点が挙げられる。Scam Web とは、

あるページのランキングを上げるために、複数のダミーサイトからのリンクを張っている

ページのことである。PageRank では、このようなダミーサイトのスコアを小さくするこ

とが可能である。 

 
図 17 PageRank のイメージ図（[24]より引用） 
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3.4.5 まとめ 

WWW サーチエンジン構築上重要となる、①膨大な Web ページの効率的な収集とイン

デックス化、②検索結果のランキング、という２つの技術について紹介した。なお、紙面

の都合上紹介できなかったが、WWW 

サーチエンジンのランキングを評価する指標として DCG(Discounted Cumulative 

Gain)[26]、MRR(Mean Reciprocal Rank)[27]等が提案されている。また、国立情報学研

究所(NII)が主催した第 3回NTCIR Web Task16の評価として文献[28]でこれらの値が紹介

されているので、利用者の立場としての評価指標として参考にされることをお勧めする。 
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3.5 ディジタルライブラリとメタデータ ‐ 概要と課題 
杉本 重雄 委員 

 

3.5.1 はじめに 

 今のディジタルライブラリにつながる活動としてどのようなものがあったかを、1990

年代のはじめに戻り、筆者の知る範囲で振り返って考えてみたい1。 

• WWW はソフトウェアとしてはあったが、Mosaic が現れるより以前であり、今の

ような広がりはまだない。Gopher や WAIS が使われていた。 

• エルゼビア社の tulip プロジェクトでは、アメリカの 9 大学と共同してページイメ

ージで提供された雑誌論文のためのシステムの試作とその利用性の評価が行われた。 

• アメリカ議会図書館の歴史資料のディジタル化プロジェクト American Memory が

CD-ROM を配布媒体として使う前提で始まっていた。 

• 1994 年 5 月に開催された Rutgers 大学での会議では California 大学、AT&T、

Springer の協調による RedSage プロジェクトなどの報告がなされ、同年 6 月の

Texas A&M での会議では多くのディジタルライブラリの研究プロジェクトについ

て発表がなされた。（Rutgers 大学の会議はその後 IEEE-CS、Texas A&M 大学の

会議は ACM のディジタルライブラリの国際会議となり、さらにそれが統合されて

現在に至っている。） 

 その後、アメリカでは 1994 年から NSF 他による共同助成で Digital Library Initiatives

が始まり、イギリスの eLib などヨーロッパでも、インターネット上での新しい知識と情

報の基盤としてのディジタルライブラリに関心が集まり、研究助成が進められた。一方、

1995 年には、インターネット上での重要な開発課題として G7 で認められたトピックの中

にディジタルライブラリが含められ、国立図書館を中心とする Bibliotheca Universalis が

進められた。 

 NCSA Mosaic の出現は、誰もがネットワークを利用していろいろなコンテンツの利用

ができることを直感的に理解させてくれた。これは、ディジタルライブラリがどのような

ものかを実感できるという意味で、ディジタルライブラリの研究開発を進める上での大き

なサポートになった。90 年代中ごろのインターネットの爆発的な発展で、利用者の環境が

整備され、ネットワークは情報ライフラインとでも言うべきくらい日常の仕事と生活の中

                                                   
1 ディジタルライブラリに関するより詳しいレポートは平成 13 年度の HCIS-WG 報告書，あるいはそれを

基に作った筑波大学附属図書館主催の電子図書館シンポジウムのチュートリアル資料[8]を参照していただ

きたい。ディジタルライブラリやメタデータに関する参考資料のリストを筆者のページに置く[9]。本文中

で紹介している組織や活動のページや関連論文等はそちらを参照していただきたい。 
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で利用されるようになった。こうした環境変化にともない、出版の電子化、特に学術雑誌

の電子化が進んだ。現在では学術雑誌の場合、冊子体とネットワーク上でのオンライン出

版を並行で行っているものが、多数を占めている。 

 また、インターネットとディジタルライブラリの発展とともに注目されるようになった

ものにメタデータがある。メタデータの定義は、単純に「データに関するデータ（data about 

data）」とされる。そのため、メタデータには、利用目的によって様々なものがある。イ

ンターネット上の情報資源（Information Resource あるいは単に Resource）の発見のた

めに開発された Dublin Coreはインターネットやディジタルライブラリの分野ではもっと

も広く認知されているメタデータ規則である。このほかにも、教育情報資源を指向したも

の、電子商取引を指向したものなど、様々なメタデータ規則がある。インターネット上で

は、情報資源の検索、アクセス、課金、取引などネットワークを介した人間あるいはソフ

トウェアによるやり取りが行われる。こうした様々なやり取りを支えるためにメタデータ

が用いられている。メタデータの利用の広がりはメタデータの相互利用性、相互運用性の

必要性をも高めている。 

 ディジタルライブラリ分野の主要な国際会議は、現在、ACM と IEEE Computer Society

がスポンサーとなっている Joint Conference on Digital Libraries (JCDL)とヨーロッパの

European Conference on Digital Libraries (ECDL)がある。JCDL は前述のACMと IEEE

がそれぞれ主催していた国際会議（DL と ADL）が 2001 年から統合してできたものであ

る。ECDL は 1997 年に ERCIM が主催して始められたものである。アジア地域をベース

にするものとして、International Conference on Asian Digital Libraries (ICADL)がある。

我が国では、1995 年、97 年、99 年に図書館情報大学で主宰した国際シンポジウム、2000

年に京都大学が英国図書館および NSF と共同で主催した国際会議がある。ディジタルラ

イブラリの研究分野は、データベースや WWW 関連の技術を中心とする要素情報技術を総

合することが求められる応用分野であり、また社会科学的な側面をも含んでいる。 

 

3.5.2 ディジタルライブラリの研究開発の活動を振り返る 

 大きな流れとして、情報技術の研究開発助成プログラム、図書館によるディジタルライ

ブラリサービスの開発、そして出版から流通に至る過程での新しいサービスの開発である。

これらを概観してみたい 

 

3.5.2.1 新しい技術の研究開発の視点を中心とした研究助成プログラム 

 DLI が持っていた特徴は、複数の研究助成母体による共同助成であったことと、計算科

学、情報学の研究者、図書館や出版社といったコンテンツ所有者が参加するという異分野
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をつなぐプロジェクトであったことである。DLI-1 では、NSF のほか、DARPA と NASA

が研究助成母体として参加した。一方、DLI-2 の場合、助成母体が NSF、DARPA、NASA

に加えて、議会図書館（LoC）、人文基金（NEH）、医学図書館（NLM）に広がり、自然

科学・技術分野から医学、人文・社会科学分野までカバーしている。DLI-1 は、計算機科

学と情報学を基礎とするディジタルライブラリのための要素技術の研究を中心に進められ

た。一方、DLI-2 では少数の大規模プロジェクトに加えて、多数の中小規模のプロジェク

トが進められた。また、DLI-2 では、ディジタル資料の長期保存といった図書館の基本機

能に関するものもある。 

 ヨーロッパでもネットワーク上での学術情報環境に関連してディジタルライブラリの研

究開発が進められた。イギリスで進められた eLib プログラムは助成母体となった JISC が

高等教育機関における図書館や情報環境を担当する組織であるため、DLI に比べると、図

書館よりの研究が多く進められた。ドイツでは GlobalInfo がすすめられた。EU では第 5

および第 6 フレームワークの中で Information Society Technology (IST)プログラムが進

められ、Digital Library に関するプロジェクトはその中に含められている。たとえば、

Digital Library に関する国際会議などの活動を進めている DELOS （DELOS Network of 

Excellence on Digital Libraries）は IST プログラムの助成を受けている。 

 

3.5.2.2 図書館をベースにした活動 

 図書館におけるディジタルライブラリの開発は下記のように大きく分類できる。 

(1) 電子出版物の提供 

 電子ジャーナルやデータベースなど、電子的に出版された資料を収集し、利用者に提供

する。 

(2) 既存資料の電子化と提供 

 図書館自身が既存資料（たとえば、冊子体資料）を電子化し、蓄積提供する。電子化の

方式は、資料の種類と利用目的の違いに応じて、ページイメージ、SGML（XML）を用い

た電子テキスト、OCR で取り込んだテキストとページイメージの組み合わせなどさまざま

である。 

 原資料の保存性を高めるとともに、かつネットワークを介したディジタルコピーへのア

クセス性を高めるという観点から貴重資料や歴史資料のディジタル化が進められる。また、

学位論文やテクニカルレポート等の大学などの組織が発信する資料の電子化が進められて

いる。貴重資料の場合は「保存とアクセスの両立」、学位論文等の場合は組織の情報発信と

アクセス支援が基本的な目的であると言える。 
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(3) ネットワーク上の資料のアクセス支援サービス 

 有用な資源を収集し、資源に関する情報を適切に組織化して提供する。たとえば、サブ

ジェクトゲートウェイと呼ばれるサービスはその典型である。 

 WWW やメールを利用したネットワーク上でのレファレンスサービスも行われている。

また、レファレンスサービスの記録の再利用を行うことも進められている。 

(4) 図書館環境のハイブリッド化 

 従来型の資料、従来型のサービスとネットワーク型の資料とサービスを適切に組み合わ

せて、総合的な利用環境を提供する。 

 

 上の項目に加えて、ディジタル資料の保存が図書館での大きな関心を集めている。従来

型の資料と同様に、ネットワーク上で提供されるディジタル資料を収集し、保存する。デ

ィジタル資料の保存は、後でも述べるように、いろいろな困難な問題を多く含んでいる。 

 各国の国立図書館では、歴史資料や貴重資料の電子化、ネットワーク上で提供される有

用な資源へのアクセス支援、納本制度に基づくネットワーク資料の保存といったことが中

心的な話題である。大学図書館では、電子ジャーナルなど電子出版物の提供、貴重資料や

歴史資料の電子化、大学が発信する資料の電子的提供とアクセス支援といったことが中心

的な話題になっている。公共図書館でも地域資料の電子化やネットワークの利用支援など

が行われる他、ビジネス支援の一環として電子資料の提供への取り組みが見られる。 

 

3.5.2.3 新しいサービスの開発 

(1) 電子ジャーナルについて 

 90 年代の後半から、学術雑誌の電子的提供が進み、現在では非常に高い比率で電子的に

提供されている。大学図書館での電子ジャーナルの提供はすでに一般化している。一方、

価格の高騰や出版社による雑誌タイトルの囲い込みが進むとともに、図書館側でもそれに

相対する動きがあった。ひとつは Stanford 大学を核とした HighWire press で、大学が学

術雑誌の出版社と組んで電子ジャーナルの出版を進めるものである。また、SPARC の取

り組みは図書館を中心とするコンソーシアムを形成し、電子ジャーナルを中心とする学術

電子出版物に関する情報の共有や意見交換を進めている。 

(2) 第三者による雑誌の電子化について 

 JSTOR は雑誌の創刊号から全ページをイメージデータ化し、提供する遡及的なサービ

スを行っている。国立情報学研究所の電子図書館サービス NACSIS-ELS は国内の学協会

が発行する学術雑誌を提供しており、遡及的な入力も行っている。こうしたサービスは、

雑誌毎に完全なセットの内容を提供することができ、ネットワークを介して簡単にアクセ
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スのできるアーカイブの役割も持っている。また、JST の JStage のように、雑誌の編集

段階から提供までの全過程を支援する取り組みもある。 

(3) e-Print リポジトリについて 

 学位論文やテクニカルレポート、プレプリントなど、商用の流通ルートには乗らない資

料を電子的に蓄積し、提供するサービスが実現されている。査読プロセスなど、雑誌論文

との違いはあるが、学術論文が無料でアクセスできるという利点を持っている。しかも、

査読や出版プロセスによる遅れが無いので、より早く研究成果にアクセスできる。研究成

果の速報性が求められる分野では、雑誌論文は内容の保証された記録としての意味しか持

たないという可能性もある。 

(4) 電子ジャーナルや e-Print リポジトリの協調 

 電子ジャーナルや e-Print リポジトリを結ぶことによって、従来の出版形態とは異なる

サービスが可能になる。例として、Virtual Journal、CrossRef、Open Archives 

Initiative(OAI)といったものがある。 

 Virtual Journal はAmerican Institute of Physics と American Physical Societyが出版

する雑誌をソースジャーナルとして、特定分野の記事を集めて作る雑誌である。CrossRef

は文献への参照により論文へのアクセスを可能にする。これらは論文や記事単位でのアク

セス可能性を利用したサービスである。また、OAI は e-Print リポジトリが協調してメタ

データを収集（Harvesting）できるようにすることによって、リポジトリ単位のサービス

からリポジトリにまたがるサービスを可能にしている。 

(5) サブジェクトゲートウェイ 

 社会科学や、工学、医学といった何らかの主題分においてネット上の有用な資源を収集

し、それらを適切に組織化し、分類して検索機能とともに提供するサービスである。ネッ

トワーク上の資料を提供する仮想的な図書館と考えることもできる。資源の内容の評価な

ど、人手に負うところが多い。 

 

3.5.2.4 ディジタルライブラリにおける課題 

 ディジタルライブラリの実現には様々な情報技術を総合することが求められる。その視

点からは、情報技術の研究領域全体がディジタルライブラリに関連するということができ

る。一方、ディジタルライブラリにおけるコアな話題は何であるかを考えてみたい。JCDL

や ECDL といった国際会議の話題を見ると、情報技術の視点からのディジタルライブラリ

の研究領域が見えてくる。情報検索、情報資源の可視化、情報資源からの情報抽出といっ

た技術要素を多様な情報資源に対して適用すること、ディジタルライブラリとしての新し

いサービスモデルとそれを支える技術などがある。また、実際に「使えるのか」という観
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点からの評価、社会科学的視点からの研究も見られる。 

 NSF は DELOS（EU）と共同して、97 年から 98 年にかけてディジタルライブラリの

研究戦略を議論するワーキンググループを設けた[1]。これは下記の 5 つのワーキンググル

ープからなりたっている。 

(1) Intellectual Property and Economics 

(2) Global Resource Discovery 

(3) Interoperability 

(4) Metadata 

(5) Multilingual Information Access 

この領域がディジタルライブラリを情報技術の観点から見た際に重要な領域であると見

ることができる。 

 Digital Library Federation（DLF）は Strategic and Business plan のレポート[2]の中

で、現時点での活動項目について下記の項目を挙げている。 

(1) Digital Library Architecture, Technologies, Systems, and Tools 

(2) Digital Collections 

(3) Use, Users, User Support, and User Services 

(4) Digital Preservation 

(5) Standards and Practices 

(6) Institutional Roles and Responsibilities of the 21st Century Digital Library 

最後の項目は DLF 自身の役割について述べている。図書館における実際のディジタル

ライブラリサービスを構築して維持していくという観点からの中心的な話題として理解す

ることができる。 

 筆者は昨年度の HCIS-WG 報告[3]の中でディジタルライブラリに関する課題として、

Interoperability と Preservation を中心に述べた。Interoperability は、ディジタルライ

ブラリに限らずネットワーク上でのサービスにとって重要な課題である。また、図書館サ

ービスとして特徴的な機能であると言えるディジタルコンテンツの保存（preservation）

の問題は、技術的にも、制度的にも様々な問題を含んでいる。 

 DLI を進めた部門のディレクタであった Y.T. Chien 氏は、ネットワーク上のビジネスモ

デルとしてのミドルウェアが重要であると述べている[4]。WWW における Web Services

の取り組みは、Web 上のサービスのミドルウェア化と捉えることもできる。ディジタルラ

イブラリが本当に利用できるようになるには、ディジタルライブラリのサービスが個別の

閉じた応用システムとして利用できるのみならず、ミドルウェア的に利用できるようにな

ることが求められる。 
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 Digital Library とは何かということは最近はほとんど議論されなくなったように思う。

その一方、多様なディジタルライブラリサービスが提供されるようになり、我々自身も日

常的にディジタルライブラリサービスを利用するようになってきた。ヴァージニア工科大

学の Edward Fox 教授は、ストリームモデル（stream model）、構造モデル（structural 

model）、空間モデル（spatial model）、シナリオモデル（scenarios model）、社会モデル

（societies model）の 5 つの階層からなる 5S モデルを提案している[5]。ディジタルライ

ブラリのための情報技術の研究開発と実際のサービスを結び付けていく上で、こうしたモ

デル化の取り組みが求められる。 

 

3.5.3 メタデータ 

3.5.3.1 メタデータの概観 

 最近、メタデータに関する話題をよく聞く。メタデータの定義は、「データに関するデー

タ(Data about Data)」といたってシンプルであるため、メタデータには様々な目的のもの

を含むことになる。メタデータは、ネット上で資源を探し、アクセスし、利用し、料金を

支払う、あるいは資源を維持、管理、保存するといった様々な目的で利用される。図書館

の目録や索引は典型である。衣料品についた素材の情報、出版物の知的財産権表示、テレ

ビ番組表やビデオの内容記述などもメタデータである。ネットワークの QoS 制御をメタデ

ータによって行おうという取り組みもある[6]。このように、メタデータには様々なものが

ある。下に、いくつかのメタデータの例を挙げよう。インターネット上での Resource 

Discovery（Dublin Core）、教育学習資源の記述（IEEE Learning Object Metadata）、 出

版物の電子商取引におけるコンテンツやエージェントなどの記述（indecs）、ディジタルコ

ンテンツのためのユニークな識別子（DOI: Digital Object Identifier）、マルチメディア（オ

ーディオ・ビデオ）コンテンツの記述（MPEG-7）、政府行政情報（出版物）の記述（GILS）

などのほか、地理情報や環境情報など多様な分野でメタデータ規則が開発されている。ま

た、ディジタルコンテンツの長期保存に関して、メタデータの観点からも検討が進められ、

OAIS（Open Archival Information System）のレファレンスモデルが国際標準化されて

いる。Lagoze 等が提案した ABC メタデータモデルは、ディジタルコンテンツの状態の変

化（イベント）に注目したものである[7]。 

 図書館分野では、目録や索引などのメタデータを維持管理してきた。MARC 

(MAchine-Readable Cataloging)を代表とする書誌データの記述形式や Subject Heading、

10 進分類など統制語彙の開発も行ってきた。ディジタル資料への対応とネットワーク上で

のサービスの提供のために新しいメタデータ規則の開発が進められてきた。EAD 

(Electronic Archival Description) はディジタルコンテンツの記述と検索利用を目的とし
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て SGML を用いて定義されている。Making of America II 等のプロジェクトの経験を基

礎にして、METS （Metadata Exchange and Transmission Standard）はディジタルコ

ンテンツの記述、管理、および長期保存のためのメタデータとして開発された。MODS 

(Metadata Object Description Schema) は書誌データを表すためのエレメントセットと

XML 上での表現を決めている。MODS は、非常にたくさんの要素をもつ MARC 

（MARC21） のサブセットとして定義されるとともに、XML 形式としてデータ交換のた

めに利用しやすくなっている。 

 World Wide Webコンソーシアムが進めるセマンティックウェブ (Semantic Web) の活

動からは、現時点では、Resource Description Framework  (RDF) や Web Ontology 

Language (OWL) といった話題をよく目にする。こうした技術はネットワーク上でのメタ

データの流通性、共有性を高める上で、とても重要な役割を持っている。 

 

3.5.3.2 メタデータに関する課題 

 メタデータに関しては Interoperability が基本的でかつ重要な課題であると考えられる。

XML 形式によるメタデータの提供、RDF の利用が進むことによって、形式的な表現上の

Interoperability はかなり達成されると思われる。RDF Schema のようなメタデータ規則

に含まれる記述要素や値（もしくはそのクラス）の名前とその意味の定義（メタデータエ

レメントの語彙定義）を行う技術を利用することで、メタデータエレメントの意味定義を

ネットワーク上で共有することも可能である。（すくなくとも、あるメタデータ規則のある

エレメントを一意に識別することは可能である。）このように XML を媒介とした

Interoperability の基盤はできつつあると思われる。一方、応用毎に必要とされるメタデ

ータ規則は、標準的なメタデータ規則をそのままで良い場合もあるが、いくつかの規則を

組み合わせたり、応用毎の拡張が行われることが多くある。異なるメタデータ規則に基づ

く応用間の Interoperability を高めるには、メタデータ規則の中で用いられる記述要素や

値の間の関係を定義することが求められる。Interoperability を得るためには、はじめか

ら統一されたメタデータ規則を用いることができればよいが、それは現実的ではない。そ

のため、異なるメタデータ規則の下で開発されてきたシステム同士の Interoperability を

得る方法が求められる。その場合、応用毎のメタデータ規則の持つ表現能力に比べてレベ

ルを落としても Interoperability を得るようなことが求められることになると思われる。

Dublin Core における Dumb-Down の概念、OAI における Simple Dublin Core を用いた

メタデータハーベスティングのプロトコルはその例である。 

 Interoperabilityを高める上でメタデータ規則のネットワーク上での共有が求められる。

形式的なメタデータ規則の記述による人間と計算機の両者による共有が求められる。この
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視点から、メタデータスキーマレジストリの開発が求められる。データ項目を定義し登録

するためのメタデータレジストリの国際規格（ISO 11179）も進められている。メタデー

タスキーマレジストリにはメタデータ規則の流通に加えて、メタデータエレメント間の関

係の定義を与えることなど、メタデータの Interoperability を支えることが期待される。

また、メタデータを利用した応用システムの開発の支援やメタデータ規則を応用する上で

の参考となる実践例などを提供することも有効であると考えられる。 

 DCMI ではレジストリワーキンググループをつくり、プロトタイプの開発を進めてきて

いる。DELOS はメタデータレジストリに関するワーキンググループを作り要求要件等に

関する議論を進めてきている。IST プログラムで助成された Schemas Forum プロジェク

トはメタデータ規則の収集と意見交換を進めた。それに続く、CORES プロジェクトでは

Dublin Core、MARC、ONIX、IEEE LOM などのメタデータ規則の開発を進める幾つか

の組織から代表を招いたメタデータスキーマレジストリに関する意見交換と合意のための

ミーティングを開いている。また、2003 年 1 月には Open Forum for Metadata Registries

という会議が開かれている。ネットワーク上でのメタデータの相互利用性を高める上で、

異なるメタデータコミュニティの間でのメタデータレジストリの相互利用性を高めること

が求められる。 

 また、別の視点からの課題として、メタデータに関わるコストの問題がある。情報資源

の分類や抄録作成の自動化、自然言語や画像、音声理解技術を利用したマルチメディアデ

ータの索引付けの自動化などは情報技術分野における以前からの課題である。Semantic 

Web や DAML などの活動は、オントロジー（語彙）のレベルでの利用可能な資源が豊富

にすると思われる。そうした活動の成果によってこうした分野の研究がさらに進むと期待

したい。 

 

3.5.4 ディジタルライブラリを取り巻く環境－情報環境の変化とそこで求められる技術 

この 10 年ほどの間に我々の情報環境は大きく変化した。ディジタルライブラリとそれ

を取り巻く環境の変化の視点からディジタルライブラリに求められる技術について述べて

みたい。 

(1) 学術論文や記事の出版方法と流通経路 

 学術雑誌の電子ジャーナル化が進み、非常に多くの雑誌が電子的に提供されている。国

内の大学図書館でもここ数年の間に電子的に提供される学術雑誌のタイトル数が飛躍的に

増えた。一方、プレプリントやテクニカルレポートなど、商用の流通経路には乗らず、以

前は入手に手間取っていた文献（e-Print）が、インターネット上で多く提供されるように

なった。学術雑誌は査読され、編集された品質の高い内容を提供する一方、出版までに時
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間がかかること、雑誌の価格が高いために必ずしも多くの人の目に触れないという現実的

な問題を抱えている。e-Print は一般に無料でアクセスすることができ、かつ出版までの

時間がかからない一方、内容の評価は読者に任されることになる。価格の問題は図書館に

とっての大きな問題であるばかりではなく、図書館を介して論文にアクセスする研究者、

学生にとってとても大きな問題である。評価の高い雑誌に論文が掲載されること、数多く

参照されることは研究者としての評価につながっている。仮に論文として出版される成果

の多くが、論文になる前にプレプリントやテクニカルレポートとして出版されているとす

ると、e-Print の段階での評価を行うことができれば、これまでの学術雑誌の役割が変わ

る可能性がある。 

また、学術雑誌の電子ジャーナル化によって、雑誌の巻や号といった単位が必ずしも意

味を持たなくなり、また文献間の参照関係がハイパーリンク化できることになった。複数

の雑誌の中から記事単位で取り出して作る仮想ジャーナル（virtual journal）といった取

り組みも現れている。また、CrossRef のようにオンライン出版された文献間の参照関係を

結ぶサービスもある。また、有料の雑誌の場合であっても、書誌情報（タイトル、著者、

キーワード、アブストラクトなど）と参考文献が無料で公開されているものも多くある。

e-Print の場合は書誌情報のみならずフルテキストが公開される場合が多い。このように、

論文・記事単位での情報が豊富にネットワーク上に提供されることになると、それらを利

用した付加価値サービスが可能になる。Open Archives Initiative はそうした取り組みの

代表である。OAI では e-Print を提供するリポジトリからメタデータを収集するためのプ

ロトコル（Protocol for Metadata Harvesting, OAI-PMH）を決め、メタデータの協調的

な利用を可能にしている。メタデータを収集（Harvest）して、それに何らかの価値を付

加して提供することが可能であり、これまでのリポジトリ単位でのサービスに比較して、

広い範囲の資源へのアクセスが可能になることに加えて新しい付加価値サービスの可能性

を持っている。たとえば、前に述べた論文や記事の評価のための基盤となる巨大な情報源

となり得ると考えられる。 

 論文の評価のために Citation Index が用いられてきている。CiteSeer のようにネット上

で流通する論文に関して自動的に Citation Indexing を作ろうとするものもある。電子ジ

ャーナルや e-Print リポジトリに加えて著者によってネット上に直接発信される論文や記

事をも含めた巨大な情報源の中から、価値があると評価されるものを組織化して、利用者

に提供することは学術情報を指向するディジタルライブラリにとって重要な要素であると

思われる。 

(2) ディジタル資料の収集と保存 

 電子資料の保存はディジタルライブラリにとっての重要な課題である。現在、非常に多
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数の資料が電子的に作られ、電子的にのみ出版されるものも多くある。現時点では、印刷

物が主で電子的なものが補助的な役割を持っているものであっても、将来はその役割が逆

転、ないしは電子的なものだけになる可能性もある。商用の出版ルートに乗らない学術資

料や政府行政資料などはこうした傾向が強いと思われる。そのため、電子資料、特にディ

ジタル資料の保存は将来に向けた大きな課題である。 

 資料の保存は、資料を利用可能な状態に保つということに加えて、保存すべき資料を収

集するという面でも困難な問題を持っている。資料の保存は、「もの」として資料を保存す

るというだけでは不十分であり、資料の「内容」を人間が利用できる状態に保つことが求

められる。したがって、CD-ROM や磁気テープを「もの」としておいておくだけでは保

存とはいえない。また、インターネット上でのみ発信される資料の場合は、「もの」はなく、

「内容」を保存することが求められる。 

 非電子資料の場合、基本的に資料が傷まないように保つことで保存することができた。

ところが、電子資料の場合、利用するには資料から内容を人間が視聴できるようにするた

めの機材が必要とされる。すなわち、資料の保存は技術の保存でもある。この点はアナロ

グ媒体でも、ディジタル媒体でも同様である。たとえば、レコードやオープンリールのテ

ープレコーダ、8 インチのフロッピィディスクなど、以前は広く使われたのに現在はほと

んど見ないものや製品が非常に少なくなったものが多くある。音や画像などの単純なデー

タの場合、内容を新しい媒体にコピーしなおすことで保存に適した形式にすることができ

る。これは紙の資料をマイクロフィルム化したり、ディジタル化したりするのと同じであ

る。ディジタル媒体を用いた資料の場合、内容の利用にソフトウェアを必要とするもの、

あるいは内容がもともとソフトウェアとして構成されているものが多くある。CD-ROM を

使った辞書や教材などはそうしたものの例である。Web 上のコンテンツの場合も plug-in

ソフトウェアを必要とするものが多くある。こうした動的な資料を保存しようとすると、

ソフトウェアが動く環境、ひいては環境を実現する技術を保存することが求められる。コ

ンピュータシステムの場合は新しいシステムに置き換える際に後方互換に関する留意がな

され、場合によってはエミュレータが用いられることもある。ディジタルコンテンツの保

存に関してもエミュレーションを行う方法と、新しい環境への移植（マイグレーション）

を行う方法が提案されている。しかしながら、ソフトウェアの多様性とコストを考えると

ディジタルコンテンツの完全な（あるいはできるだけ完全な）保存は実現の困難な問題で

あることは容易に想像できる。 

 図書館は資料を収集し、組織化して、保存するという役割を持つ。従来、出版物の流通

ルートに乗った出版物、大学や自治体など図書館が所属するコミュニティが作り出す、あ

るいは持つ資料を、図書館の主たる資料収集対象としてきた。ところが、インターネット
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上での情報発信が進んだことで、資料へのアクセスが容易になった代わりに、どのような

資料を収集対象とすればよいかを決めることが大きな問題となってきた。納本制度に基づ

いて納本図書館の役割を持つ図書館（日本では国立国会図書館）の場合、将来の世代に現

代の文化を残すという役割を果たすにはインターネット上に発信される資料を収集対象か

ら除外することはできない。国立国会図書館の場合、CD-ROM などの媒体に固定して流

通される出版物（パッケージ系出版物）の場合は納本制度にすでに収集を始めている。し

かしながら、ネットワーク上で出版される出版物（ネットワーク系出版物）については納

本制度審議会で現在検討が進められている。ネットワーク上の出版物を納本制度の下に（強

制的に）収集することに関する議論、あるいは知的財産権などの制度に関する議論はここ

では扱わない。 

 図書館でのネットワーク系出版物の収集は、網羅的収集と選択的収集に大別できる。網

羅的収集については、Internet Archive が行っているように、ロボット（あるいは Crawler）

による自動収集方法が適用できる。ところが図書館としてふさわしくない内容、あるいは

公開することが非合法であるような内容の資料まで収集し、公開する（あるいはアクセス

経路を提供する）恐れがある。一方、選択的収集の場合、内容や品質の評価に基づいて収

集するため内容に関する問題は生じないが、コストが高くかつ大量の資料を集めることが

困難である。内容を適切に評価し、分類する機能が必要とされている。また、電子的な文

書は修正が容易に行えるのでどの時点で文書が固定されたと判断するかという問題、動的

に生成される文書のように収集そのものに困難がともなうといった問題もある。 

 冊子体の出版物の場合、「もの」として配布されるためにどこかの図書館には残っている

という期待を持つことができた。ところが、電子ジャーナルのように出版社のサーバに蓄

積され、図書館が利用のライセンスしか持たないことになると資料の保存に不安を感じる

ようになる。第三者（公的な機関）による電子化を行っている場合、あるいは電子的保存

を認めている場合は、そうした機関が保存することが期待できる。一方、スタンフォード

大学で行われている LOCKSS のように、出版者の側をあまり頼らず利用者（図書館）の

側で電子的なコピーを残す試みもある。 

(3) 出版から利用にいたる環境の変化と図書館のビジネスモデルの変化 

 従来、図書館は出版者と利用者の間に位置付けられ、出版物を収集、蓄積して利用者に

提供するという役割を果たしてきた。これまでは蓄積と利用の場所を提供することが図書

館の付加価値として認められたのに対し、ネットワーク上では出版者と利用者が直接結び

つくことが可能であるため、ディジタルライブラリの場合、従来とは異なる視点からの付

加価値を提供することが求められる。大量の資料を適切に組織化して提供するという、図

書館の基本的な役割は変わらないと思われる。しかしながら、次に述べるように、ネット
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ワーク上の情報流通環境は従来のものとは異なっており、ディジタルライブラリのための

新しいビジネスモデルが求められる。 

 学術分野では著者と読者のコミュニティはほぼ一致する。これまで学術論文の出版にお

ける投稿から利用に至る過程で、出版社、流通業者、図書館という中間に位置付けられた

組織がそれぞれの間で上流（著者）から下流（読者）に至る出版物の流れを作ってきた。

ところが、ネットワーク上では「もの」としての流れは意味を持たなくなる。現在の図書

館が提供している電子ジャーナルのサービスは出版社のサーバへのアクセスを提供してい

るものが大半である。この範囲では、「電子図書館」は図書館ではなく出版社が提供してい

ることになる。 

 先に述べた e-Print リポジトリの場合、リポジトリは著者と読者を直接つなぐ「電子図

書館」の役割を果たしている。ヴァージニア工科大学を中心にいくつもの大学が参加して

進めている学位論文の e-Print リポジトリである Networked Digital Library of Thesis 

and Dissertations の場合、学位論文を電子的に蓄積するためのツールの提供や著作権に

関する規約を決め、学位論文の「電子図書館」としてサービスを提供している。学位論文

の場合、著者によって完成されたものがそのまま公開されるという点で、出版のための編

集作業を経て公開される雑誌論文とは少し異なった面をもつにせよ、学術出版物の中継ぎ

役としてのひとつのビジネスモデルであると考えられる。また、OAI や CrossRef なども

新しいビジネスモデルとして興味深い。 

(4) コンテンツの変化とアクセス方法の変化 

 ネットワーク上で提供される資料と従来の出版物との大きな違いに、資料の粒度がある。

図書館は基本的に出版物を単位として利用者に提供してきている。ところが、ネットワー

ク上での雑誌タイトルのような単位もあれば、1 件の論文、あるいはその中の図表と、管

理とアクセス単位は様々である。そのため、大粒度から細粒度まで、様々な粒度でのコン

テンツの検索とアクセスを支援することが求められる。また、コンテンツの検索から閲覧

に至る過程を統一された環境で支援することが求められる。たとえば、ディジタル化され

た 1 冊の本に関して、その知的内容に関するメタデータ、ディジタルデータの構造に関す

るメタデータ、アクセス権限に関するメタデータ（一部分だけがアクセス制限されること

がある）といった細粒度の管理が求められる。一方、利用者の環境も様々であり、携帯電

話から高精彩ディスプレイをもつ端末環境まで多様である。こうした多様性に対応するこ

とが求められる。 

(5) 隣接する領域：電子政府、教育と学習 

 ディジタルライブラリには幾つかの主要な隣接分野がある。ディジタルミュージアムは

非常に近い隣接分野である。大きな隣接分野として電子政府分野、ネットワークを利用し
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た教育と学習の分野がある。電子政府は政府行政情報から個人情報に至るまで非常に広い

範囲の情報をカバーする。多様で大量の情報資源の発信から流通、保存に至る過程で必要

とされる技術はディジタルライブラリと共通するものが多い。ネットワークを用いた遠隔

教育、遠隔学習は大学等での教育だけに限らず、企業での教育にとっても今後の重要な課

題である。教育学習コンテンツを適切に蓄積、組織化し、共有するにはディジタルライブ

ラリの技術が求められる。NSF が進める National Science Digital Library (NSDL)では、

ディジタルライブラリの基盤作りのプロジェクトから、コンテンツ作りのプロジェクトま

で、多数のプロジェクトの助成が進められている。また、単にコンテンツを蓄積提供する

だけではなく、コンテンツの利用方法やコンテンツを結んで作るコースウェア（これ自身

もコンテンツ）等を加えていくことが求められる。こうした機能は、教育や学習に特化し

ないディジタルライブラリにおいても利用者環境作りの上で重要な要素である。 

(6) 多様な相互運用性への期待 

現在、ネットワーク上には数多くのディジタルライブラリサービスが提供されている。

ネットワーク上では地理的距離とは無関係にサービスを利用できるとは言っても、いくつ

ものディジタルライブラリを渡り歩くのは面倒である。書誌データの検索では分散横断検

索のためのプロトコル Z39.50 が広く用いられている。また、OAI ではメタデータハーベ

スティングによるメタデータの共有を進めている。OAI のおもしろい点は、Simple Dublin 

Core をメタデータ共有の基礎とすることで、メタデータの記述の詳細度を落とす可能性を

許すことで、異なるメタデータ規則の下に作られてきたメタデータの共有を進めている点

である。個別に作られたシステムをつなぐこと、異なる語彙の下に作られたシステムをつ

なぐことはかなり困難を伴う仕事である。システム（あるいはサービス）間の相互運用性

に関し、深いレベルから浅いレベルまでいろいろなレベルを考えることが求められる。 

(7) その他 

インターネット上における全てのサービスと同様にセキュリティや利用者のプライバシ

ー、知的財産権の保護はディジタルライブラリにとっても非常に重要な話題である。イン

ターネットの自由度や利便性と安全性を同時に得ることは必ずしも容易ではない。たとえ

ば、現在、国立国会図書館では法定納本制度に基づくネットワーク情報資源の収集に関す

る議論が進められているが、収集対象となる資料の性質の問題と収集のための技術の問題

に加えて、従来の制度ではカバーしきれない点も指摘されている。ディジタルコンテンツ

の場合、簡単にしかも細粒度でのコピーができ、知識や情報の再生産が行いやすい反面、

著作権の保護が問題になる。ディジタルライブラリのパーソナル化サービスが進められて

いるが、従来図書館では個人情報の保護は思想信条の自由の下に最も重視されてきたこと

のひとつである。こうした相反する要求を満たすための制度とそれを支える技術の開発が
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求められる。 

 

3.5.5 おわりに 

 WWW と Mosaic によるインターネットの大爆発から 10 年近くが立とうとしている。

この数年の間に、電子ジャーナルをはじめ図書館現場でのディジタルライブラリサービス

はずいぶん進歩したと感じる。利用者の情報環境とそこでの行動はこの間にずいぶん変化

した。「電子図書館というと古い資料を電子化してネット上で見られるようにすることです

か」という認識はかなり減ったように思える。これは、電子ジャーナルをはじめ、図書館

で提供されるコンテンツが増え、ディジタルライブラリサービスが進歩したからであろう。

また、「電子図書館ができると本や図書館はなくなるのですか」という質問もほとんど聞か

なくなった。紙の本と同様な使い勝手（大きさ、軽さ、耐久性など）を持つ出版媒体が出

てくるまで、紙の本がなくなるとは思えないので、この質問に対しては「そんな心配はな

いですよ」と答えることにしている。 

 図書館の機能、すなわち情報を必要とする人に適切な情報を提供することは社会の中の

どこにでも組み入れられている。「図書館」という名前で呼ばれなくてもそうした機能を持

っている組織は多くある。インターネット上でのサービスのミドルウェア化が進むとすれ

ば、ディジタルライブラリも同様にミドルウェア的に利用できるようになる必要がある。

大きなサービスを提供するソフトウェアシステムを構成する一部として組み込まれる完全

自動のディジタルライブラリも出てくるであろう。一方、ディジタルライブラリにはエン

ドユーザ向けのサービスを提供する、いわば応用システムとしての役割のみならず、様々

なサービスの影で働くミドルウェア的な役割を演じることも求められると思われる。そう

したばあい、人間をも含めて構成される社会システムの中でのミドルウェア、いわば社会

的ミドルウェアとしての役割が求められるのであろう。 

 「理想の電子図書館」では本も雑誌もビデオもすべて電子化され、図書館員との対話や

図書館でのイベントにもネットワーク経由で参加でき、「館」に行くのと同水準のサービス

が受けられるようになるべきなのであろう。また、ことばの壁を越えて、ビデオデータで

あろうと、新聞記事であろうと、あるいはホームページであろうとメディアの違いを超え

て、利用者に適切な情報を提供することができるのが「理想の電子図書館」なのであろう。

その意味からは「理想の電子図書館」はまだ近くにきているとは思えず、今後もチャレン

ジすべきものであると思える。 

 最後に、筆者にとって人間主体の知的情報技術に関する調査研究ワーキンググループか

ら得られる情報や議論は非常にありがたいものであった。こうした機会を下さった先端情

報技術研究所の内田俊一所長、本ワーキンググループの奥乃博主査（京都大学大学院情報
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学研究科・教授）をはじめとして、先端情報技術研究所の皆様に感謝の意を表したい。 
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3.6 セマンティック・トランスコーディング 
–より実用的な“Semantic Web”に向けて– 

長尾 確 委員 

 

3.6.1 はじめに 

次世代の高度な知識共有のインフラであるSemantic Web に不可欠なものは、ユーザが

自由にコンテンツを作成し、さらにその共有化を促進し、知識として再利用可能にするた

めにコンテンツを意味的に拡張するツールやプラットフォームである。われわれは、これ

までセマンティック・トランスコーディングという枠組みにおいて、現在のWeb の若干の

延長線上に、Semantic Web と同等の機能を有する仕組みを研究してきた。それは、主に

以下の3つのシステムから成っている。 

1. 既存のWeb コンテンツに対して、機械による内容理解を促進する補足情報(アノテー

ション) を付与するツール 

2. アノテーションデータを管理・共有するためのサーバ 

3. アノテーションデータを用いてコンテンツを動的にユーザに適合させるためのトラ

ンスコーディングプロキシ 

これらのシステムを実現した経験に基づいて、Semantic Web の早期実現のために、近

い将来に、われわれが何を、どのように行うべきか、に関する一つの提言を行う。また、

動画コンテンツに対するアノテーションとそれを用いた応用についても述べる。 

 

3.6.2 Semantic Webのためにやるべきこと 

Semantic Web[10] はグローバルな知識共有のインフラを目指すアプローチであるが、そ

のような試みがそう簡単にうまくいくはずがないのは、これまでの人工知能(特に、知識工

学)、あるいは経営工学における知識管理などの分野における方法論の多くの失敗から考え

ても明らかである。ではどうしたら、この困難な問題に対処できるだろうか。 

筆者の考える「現在の」Semantic Web の主な問題点は以下の通りである。 

1. RDF やOWL 等のSemantic Web を構成する記述言語の仕様が必要以上に複雑に

なっている。 

2. メタデータの作成の方法論が確立していないため、何をどう作ればよいのかわから

ない。 

3. 意味的な検索以外の具体的な応用についてほとんど述べられていない。 

4. マルチメディアデータのようなテキスト以外のコンテンツの意味構造化については

まったく述べられていない。 
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以下では、これらの問題についての具体的なアプローチについて述べる。キーとなる概

念は、アノテーションによる情報の階層化とトランスコーディングによる情報の個別化で

ある。当然ながら、これらはXMLのような、情報を相互運用するための枠組みを前提とし

ている。 

アノテーションとトランスコーディングによって、内容および利用の観点から拡張され

たWeb は、「現在における」Semantic Web の一つの具体例と考えられる。これは、人間

と機械がよりよく助け合って利用するためのWebである。システムの内部に人間が上手に

関わっていくための仕組みがないと、知識共有のような高度なシステムはうまく機能しな

いだろう。 

アノテーションは、従来のデジタルコンテンツを知的コンテンツとするための最良の手

段である。それは、人間が、自分自身あるいは他者の創り出したコンテンツを再評価し、

価値あるものとそうでないものを見分ける良い機会が与えられるからである。コンテンツ

を人類共有の財産とするためには、やはり、責任を持って、そのコンテンツを吟味する人

間が必要であろう。アノテーションとは、まさにそのような責任の所在を明らかにし、内

容にさらなる価値を与えていく仕組みなのである。 

また、トランスコーディングは、コンテンツのアクセシビリティ(ユーザの身体的特性や

スキル、使用するツールなどによらずに適切にアクセスできること) を強化する手段である

[1]。これによって、コンテンツは真に人類共有の資源となる。 

アノテーションは人間と機械の構成するシステム全体が賢くなっていくための仕組みで

ある。この場合の機械とは、あらかじめプログラムされた手続きを文脈に応じて選択的に

実行する自律的なシステム、すなわちエージェントである。エージェントをある程度以上

に複雑にする代わりに、コンテンツの方をアノテーションによって、人間がエージェント

にとって都合の良い形に変えていければ、人間とエージェントとコンテンツが構成するシ

ステム全体をより高度にすることができる。つまり、コンテンツそのものがより理解しや

すくなれば、それを扱うエージェントが可能なタスクもより高度になるだろう。 

エージェントはアノテーションの付与されたコンテンツを対象にすることによって、単

純な手続きを繰り返すだけで、より高度なサービスを提供できる。これは、見かけ上、エ

ージェントが賢くなったように見えるが、実際はコンテンツそのものが(人間の不断の努力

によって) 賢くなっているのである。 

このようになって初めて、人々はエージェントの価値を認めて受け入れていくだろう。

そして、情報の収集や分類などのタスクはエージェントに任せて、より創造的な仕事に専

念できるようになると思う。 
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3.6.3 アノテーション：デジタルコンテンツの階層化 

図1 で示されるように、アノテーションは、現在のWeb に上位構造を作る基盤になる。

現在のWeb コンテンツが最下層で、アノテーションはコンテンツに情報を付け加えるメタ

(上位) コンテンツ、さらにメタコンテンツに対するメタコンテンツのように階層をなして

いる。 

 

図1 アノテーションによるWebコンテンツの拡張 

 

この図にあるように、従来のWebコンテンツは一枚の平面上に存在する要素群として捉

えることができる。セマンティック・トランスコーディングでは、Webコンテンツを平面

から立体に拡張する手法を提案する。コンテンツの各要素に意味や文書構造を示すアノテ

ーションを付加する。このことによってWeb コンテンツに、コンテンツの各要素の意味や

文書構造を記述した上位構造を築くことができる。代表的なアノテーションの例としては、

リンク元の文書に埋め込まれていないハイパーリンクである外部リンクXLink[7] や、コン

テンツに対するコメントなどが挙げられる。アノテーションを作成して公開することが容

易になれば、Webコンテンツの表現力は大幅に高まり、その利用価値が飛躍的に向上する

だろう。 

アノテーションによる階層化の手法を用いて、具体的にはHTML 文書などのWeb コン

テンツが抱える、以下の3つの課題を解消できるだろう。 

1. HTMLではレイアウトなどの文書の表現については規定している。しかし、文書の

意味などといった内容に関してはほとんど何も規定していない。この点を改善する

ために、RDF[8] を用いることができるが、その方法論は。 

2. HTMLなどで記述したハイパーテキストは、各文書間のネットワーク構造を記述で
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きる。ただしリンク情報が常に正しいとは限らず、その修正ができるのはもとの文

書の著者だけである。 

3. Web文書の著者は一般にその読者のことを考慮して著作してはいない。なおかつ著

者と読者の間に立って吟味・調整する役割の人間も通常はいない。 

Webは、新しいスタイルの文書のあり方を示したという点において革新的だったと言え

るだろう。Webコンテンツの自由度の高さは疑いようがない。しかし、現状ではWeb コン

テンツを読者が読みやすいような体裁に機械的に変換することは非常に困難である。 

 

3.6.4 トランスコーディング：デジタルコンテンツの個別化 

デジタルコンテンツがあたりまえのものとして世の中に溢れ出したのは20 世紀の情報

技術の進歩からすると必然的であっただろう。そして、それら膨大なコンテンツを活用す

るための技術もさまざまなものが発明され、進歩を遂げていくことは間違いがない。これ

までは、ともかくコンテンツを作成して流通させることが主目的であったのに対し、これ

からは、それらのコンテンツをいかに賢く利用するか、あるいは、いかに多様に、多目的

に利用するか、ということが最も重要な課題になると思われる。 

デジタルコンテンツの高度利用の主なものに、パーソナライゼーションとアダプテーシ

ョンがある。デジタル放送の映像やWeb ページなどのデジタルコンテンツをユーザの好み

に応じて変換することをパーソナライゼーションと呼び、それらのコンテンツをPC や

PDAや携帯電話などのデバイスの特性に合わせて変換することをアダプテーションと呼ぶ。

これらは、ともにコンテンツの個別化の例である。個別化はコンテンツの送受信がブロー

ドキャストからポイントto ポイントになったことと大いに関係がある。 

ここでは、デジタルコンテンツのパーソナライゼーションとアダプテーションを合わせ

たものをトランスコーディングと呼ぶ。現状では、オンラインコンテンツへのアクセスは

PC 経由で行なわれることが多い。しかし、この様相は近年、急激に変わりつつある。PC に

加えて、携帯電話やPDA、テレビ、カーナビなどを使ってインターネットにアクセスする

機会がますます増加するだろう。このとき重要となるものがトランスコーディングである。

たとえば、PC で表示することを前提にして作成したWeb ページを携帯電話などで表示す

る場合、画像の縮小やテキスト部分の圧縮といった操作を自動的に行なう必要がある。ト

ランスコーディングには、少ない伝送容量を使ってサーバからクライアントにコンテンツ

を配信できるという利点の他に、ユーザの嗜好に応じた理解しやすいコンテンツを生成で

きるといった利点がある。トランスコーディング技術を使えば、画面の表示機能やデータ

伝送速度など、それぞれ違った仕様や制約をもつ多様な機器に対して、1つのコンテンツ・

ソースから情報やサービスを提供できるようになる。コンテンツ・プロバイダやサービス・
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プロバイダは、それぞれの機器に対応したコンテンツを個別に用意しなくても済む。具体

的な応用例としては、PC 向けWeb コンテンツのトランスコーディングによって、携帯電

話向けのコンテンツを生成するといった利用法がある。コンテンツ・プロバイダは、現状

のようにPC 向けと携帯電話向けのコンテンツを作り分ける必要がなくなる。 

このトランスコーディングをさらに進めて、テキストの要約などの内容に基づく処理の

精度を高める工夫を盛り込んだのが、筆者の提案するセマンティック・トランスコーディ

ングである[4]。具体的には、コンテンツに含まれるテキスト文要素に言語構造や語彙情報

をアノテーションとして関連付けることによって、要約や翻訳などの自然言語処理の精度

を大きく向上させることができる。たとえば、アノテーションによってコンテンツに含ま

れるテキスト文の意味を明確にすると、正確な要約や翻訳が期待できる。コンテンツにア

ノテーションを付ける手間が増すが、誤解なく伝達すべき重要な情報にはアノテーション

を付与して、より適切な形で伝達・共有すべきだろう。このアノテーションはコンテンツ

の内容理解を促進するものとして機能する。 

セマンティック・トランスコーディングは、ユーザが指定したWeb 上の新聞記事などの

コンテンツを任意の圧縮率で要約して表示したり、テレビ番組などの映像データからユー

ザの好みに応じた話題だけを抜き出して、ダイジェスト映像を作成するといったことを可

能にする。さらに、要約したコンテンツを翻訳したり、テキストを音声化して聴くことも

できる。 

コンテンツサーバにおかれたテキスト、画像、音声、映像などのコンテンツはトランス

コーディングプロキシによって、ユーザの使用するデバイス(PC、携帯電話、カーナビなど) 

や、ユーザの要求(概要をつかみたい、母国語で読みたい、声で聞きたい、など) に合わせ

て加工される。このとき、アノテーションと呼ばれる付加情報を用いて、より精度の高い

要約・翻訳を行なう。アノテーションはアノテーションサーバに蓄えられている。 

セマンティック・トランスコーディングは、基本的にテキストコンテンツの処理を中心

としたものであるが、その手法は映像や画像などの非テキストコンテンツの加工にも応用

され、マルチメディアデータを含むコンテンツに適用できる。 

 

3.6.5 トランスコーディングの仕組み 

セマンティック・トランスコーディングを実行する複数のソフトウェア・モジュール(ト

ランスコーダ) は、HTTP プロキシ上で機能するプラグインとして実装した。トランスコ

ーダを制御するHTTP プロキシをトランスコーディングプロキシと呼ぶ。 
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図2 セマンティック・トランスコーディングシステムの構成 

 

図2はセマンティック・トランスコーディングシステムの構成を表している。トランスコ

ーディングプロキシを中心とした情報の流れは次のようになる。 

1. クライアントのWebブラウザからURL とクライアントID を受け取る。 

2. Web サーバにURL の示すWeb ページをリクエストする。 

3. Web ページを受け取ると、そのハッシュ値を計算する。 

4. アノテーションサーバにURLに関連するアノテーションデータを要求する。もし、

アノテーションデータが見つかったら、アノテーションサーバからデータを受け取

る。 

5. データを受け取ると、データのハッシュ値とWebページのハッシュ値と比較する。 

6. 同時にクライアントID に基づいてユーザ情報を検索する。ユーザ情報がない場合は、

ユーザから与えられるまでデフォルト設定を使う。 

7. ハッシュ値を照合したら、アノテーションデータとユーザ情報に基づいて適切なト

ランスコーダを起動する。 

8. 加工したコンテンツをユーザのWeb ブラウザに送信する。 

トランスコーディングプロキシは、実装環境としてIBM Almaden Research Center の開

発したWBI (Web Intermediaries) を使用した[2]。このWBIを利用したトランスコーディ

ングプロキシには、以下の3つの主要な機能がある。個人情報の管理、アノテーションデー

タの収集と管理、そしてトランスコーダの起動と結果の統合である。 

個人情報の管理を行なうには、まずアクセスしてきたユーザを特定する必要がある。ユ

ーザの特定にCookieを使う。個人情報を管理するIDを、Cookieデータとしてユーザに渡す。
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これにより、ユーザのアクセスポイントに関係なくユーザの特定が行なえる。ただし、既

存のWeb ブラウザは、Cookieをセットしたサーバに対して、そのCookieを渡すものであり、

プロキシのCookie 利用は考慮されていない。通常プロキシは、ホスト名とIPアドレスのみ

によってユーザを識別する。そこで、ユーザが個人情報をセットした時に、Cookie 情報(ユ

ーザID) と個人情報を関連付け、一方、アクセスポイントの変化ごとにIP アドレスとホス

ト名、Cookie 情報(ユーザID) を関連付け直す。これによりIP アドレスが変化してもユー

ザの特定が行なえる。 

トランスコーディングプロキシは、アノテーションサーバと通信して、アノテーション

データを入手する。アノテーションサーバは複数存在することができるので、それぞれの

サーバの管理するアノテーションデータのインデックスを定期的に作っておく。このイン

デックスを、どのアノテーションサーバからデータを入手すべきかを判断するときに役立

てる。トランスコーディングプロキシの最も重要な役割は、個人情報とアノテーションデ

ータに基づいてコンテンツを加工することである。コンテンツの加工は、必要なトランス

コーダを起動し、その結果を統合することによって行なう。現在、開発済みのトランスコ

ーダは、テキスト文、画像、音声、映像にそれぞれ対応したものである。これらのトラン

スコーダは、直列あるいは並列に結合することで、複合的なトランスコーディングが実現

できる。たとえば、文書を要約後に翻訳して、さらに音声化するなどの一連の処理をトラ

ンスコーダの使い分けにより行なう。 

 

3.6.6 提言 

セマンティック・トランスコーディングで用いるアノテーションは、主に文書の言語構

造、マルチメディアの内容に基づく構造化情報、任意のコンテンツに対するコメント情報

などである。これらは、ある種のリテラシーがあれば誰にでも作成可能な情報である。そ

のようなリテラシーは、アノテーションエディタと呼ばれるツールを使っているうちに自

然に獲得されていくような仕組みにすべきだと思っている。 

一方、「現在の」Semantic Webにおける主な(メタ)コンテンツは、RDFによるグラフ構

造によるメタデータは何をどう作ればよいのかよくわからないし、OWL[11]によるオント

ロジカルなデータは、さらに何をどう記述すればよいのかわからない。やはり、具体的な

コンテンツに関して、自然に追加できるような内容でないと動機的にも技量的にもとっか

かりがないのである。 

アノテーションは、コンテンツと乖離したトップダウン的なものであるべきではないし、

段階的により高度なものに発展させていく必要があるだろう。そのために必要なのは、コ

ンテンツをサーバ側で変換して配信する場合にも、オリジナルデータへのポインター(デー
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タベースURL やレコードID など) を変換後のコンテンツの該当する部分に挿入し、アノ

テーションがオリジナルデータに直接関連付けられるように工夫することである。 

また、当然ながら、Semantic Web は、現状のWebとシームレスに統合できるものでな

ければならない。トランスコーディングプロキシはサーバとクライアントの「中間」で処

理を行なうため現在のWeb のアーキテクチャに自然に統合される。ここで必要なのは、

URL のようなコンテンツのポインターを要求するだけでなく、どのプロキシにどのような

変換を必要するかということも含めて要求とすることである。これは、現在ではブラウザ

の機能とトランスコーディングプロキシのデータベースを用いることで解決しているが、

たとえば、トランスコーディングのためのプロファイルをXML を用いて標準化して、

SOAP (Simple Object Access Protocol)[9]等でリクエストを送るようにすれば、より一般化

できるだろう。 

 

3.6.7 マルチメディアコンテンツのアノテーションとその応用 

Semantic Web には、具体的なコンテンツの意味構造化に関する視点がまったく欠けて

いると言わざるを得ない。文書に対する言語構造のアノテーションに関しては別稿に譲る

ことにして、ここでは、マルチメディアコンテンツのへのアノテーションとその応用につ

いて述べる。 

映像や音声を含むマルチメディアコンテンツは、テキストコンテンツに比べて、内容に

基づく処理が極めて困難である。そこで、マルチメディアコンテンツの検索変換を行う上

で必要となるインデックス情報を生成・加工し、これらをアノテーションとしてオリジナ

ルコンテンツに関連付けておく、という手法が考えられる。われわれは、特にビデオデー

タを対象に研究を進めている[5, 18, 3]。 

ビデオデータがさまざまな視聴環境で利用される状況を考える場合、その対処方法とし

ては以下の2 通りが考えられる。 

• 異なる視聴環境ごとに適合させたデータをあらかじめ用意しておく 

• オリジナルデータを環境に合わせてオンデマンドに変換する 

セマンティック・トランスコーディングが採用しているのは、後者の方法である。すな

わち、コンテンツ提供者はデータを1 種類のみ用意すればよく、利用者側の環境や要求に

応じてサーバがコンテンツ変換を行うようなシステムである。この場合の変換は、画面サ

イズやビットレートなどの視聴環境のパラメータを用いて行なう単純な変換の場合と、要

約や翻訳のようなユーザの好みと(アノテーションによってもたらされる) コンテンツの意

味情報を同時に考慮して行なう複雑な変換の場合がある。セマンティック・トランスコー

ディングは、特にアノテーションに基づくさまざまなコンテンツ加工を特徴としている。 
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ただし、これを可能にするためには、コンテンツ変換を容易にするアノテーションを適

宜付与しておく必要がある。コンテンツ変換を容易にするアノテーションとは、すなわち

そのコンテンツの内容記述である。ビデオデータであれば、データ中のシーンやシーンに

含まれる対象、人物の発話内容などである。 

以下では、われわれが試作しているマルチメディアコンテンツ検索システムの概要につ

いて述べ、アノテーションに基づいたビデオ検索を実現する手法を現状のシステムを例に

提案、解決すべき問題について考察する[18]。 

 

3.6.7.1 先行研究・事例 

完全なビデオデータを対象とした研究や実例は少ないが、単語と動画像の相互検索(ただ

し、音声ではなくクローズドキャプション(字幕) のような映像に付加されているテキスト

を利用)[15]、話者と発話内容の同時検索[17]、Web 上の文書と画像のクロスメディア検索

[14]、画像から画像の検索、ニュース音声のトランスクリプトに対する検索[16] など、こ

れまでに多くの研究がなされており、岡らのグループが研究・開発したCrossMediator[13] 

は、現在実用化されているマルチメディア検索システムの1 つである。彼らは、音素や濃

度ヒストグラムといったデータの時系列特徴量をインデックスとして用いて検索を行って

いる。 

音声データを音素系列として記述する方法は、音声認識誤りによる検索精度の劣化や未

知語に対して強いという利点を持つ一方で、同音語や単語境界誤り、短い単語による精度

劣化や、内容に基づいた検索や要約が難しいという欠点がある。 

個人が家庭で録画したデータに対して検索を行う場合には、このような手法が適してい

ると考えられるが、Web 上で無数のデータが公開されるような場合、それらに対して検

索・要約を行うためには十分な内容記述が必要である。 

 

3.6.7.2 ビデオ検索におけるアノテーションの有用性 

3.6.7.2.1 テキスト検索・イメージ検索との比較 

例として、次のような検索要求を考えてみる。「テロで航空機がビルに激突したらしい」 

テキスト検索ではどうだろうか。検索エンジンGoogle(www.google.com) でAnd をとる単

語を増やしながら検索した結果を表1 に示す。 
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表1 Google によるテキスト検索例 

検索キーワード ヒット件数 

テロ 376,000 

テロ, ビル 76,500 

航空機, ビル 30,700 

テロ, 航空機 25,500 

テロ, 航空機, ビル 11,400 

貿易センタービルに航空機が激突 90 

 

検索キーワードとしてユーザが与える語数は平均1,2 語と言われているが、テキストコン

テンツの量がビデオコンテンツとは比較にならないほど多いことを考慮しても、検索結果

としてユーザが確認・視聴するためには、相当の絞り込みや提示方法の工夫が必要である

ことが予想される。 

一方、イメージ検索について考えてみると、この例の場合、「航空機」、「ビル」、「爆

発・炎上」といったイメージあるいは単語列から検索を行うことになる。イメージからの

検索は精度面から考えて現状では非常に困難であるため、ここでは単語列からの検索のみ

について考える。同様にGoogleのイメージ検索を利用した結果を表2 に示す。 

 

表2 Google によるイメージ検索例 

検索キーワード ヒット件数(正解) 

テロ 1,700 (計測不能) 

テロ, ビル 117 (15) 

航空機, ビル 44 (6) 

テロ, 航空機 37 (6) 

テロ, 航空機, ビル 11 (4) 

 

上記の正解件数は、テロに関係するものをカウントしており、この中で実際に航空機が

写っているものはわずかであった。これは、イメージの説明文としてニュース記事の文章

を利用していることにより、航空機という単語が補完された結果であると考えられる。逆

に、ニュースのように公共性の高い情報でなく十分な説明がなされていない場合には、イ

メージの検索は容易ではない。これはビデオ検索についても同様に当てはまる。 
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3.6.7.2.2 ビデオデータの特徴 

ビデオデータの最大の特徴は、映像が持つ過去の事象の時間的連続性である。テキスト

には、それを扱う人間の知識や状況が反映され、時間軸の前後やスキップも容易である。

イメージには、瞬間の情報は凝縮されているが、時間情報が欠落している。 

ビデオデータをテキスト(実際には音声) とイメージの合成と考えると、補完の最も難し

い情報は時間の経過によって我々が得ることのできる真実である。 

先ほどのテロの例を考えてみる。同様の例として、イタリア・ミラノで起きた小型機事

故と合わせて、テロという事実情報に着目してみる。 

米国同時多発テロの場合は、事件の初期段階では、テロという言葉は断定的には使われ

ていない。大統領の声明により、その瞬間から事件はテロであるとの認識が定まったわけ

である。このため、1機目と2機目の激突のシーンに対してテロという情報を与えるには、

その真実を理解した人間の介在が必要になる。 

一方、イタリア・ミラノ小型機事故の場合は、事件の第一報で、「テロ攻撃の可能性が

非常に高い」との見方が示されたと報じたが、その後に事故説と自殺説が出た。このため、

事件直後のテロという情報が誤っていることを与えるためには、やはり同様に人間の介在

が必要である。 

このように、ビデオデータの場合は、必ずしもその時点での音声が真実を表していると

は限らない。そのため、後からアノテーション情報を付与することが可能な仕組みが非常

に重要であると考えられる。 

 

3.6.7.3 アノテーションを利用したコンテンツ変換例 

アノテーションが付与されているデータは、様々な自然言語処理が可能である。 

 

図3 ビデオドキュメント            図4 要約されたビデオドキュメント 
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図5 PDA 用に変換された              図6 携帯電話用に変換された 

ビデオドキュメント                    ビデオドキュメント 
 

その例として、ビデオデータからHTML ドキュメントへのコンテンツ変換を行った例を

図3 に示す。また、図4 は、このビデオドキュメントを要約した例を示す。さらに、図5 と

図6 に、それぞれPDA 用と携帯電話用に変換されたビデオドキュメント示す。 

このように、検索されたビデオデータを、ユーザの利用環境や嗜好に応じて適宜変換し

て提示することも、アノテーションを付与することによって可能になる。一度に多くの検

索結果を視聴することのできないビデオデータにとって、これらの処理を可能にするアノ

テーション情報は必要不可欠である。 

 

3.6.8 アノテーションに基づくビデオ検索システム 

3.6.8.1 システム概要 

我々が提案するアノテーションに基づいたビデオ検索システムの概要を図7 に示す。 

システムは、コンテンツ提供者側によるアノテーション生成処理、ユーザからの検索要

求に対する検索処理、ユーザ環境に応じた検索結果の変換処理、の大きく3つに分けられる。 

検索結果の変換処理については、セマンティック・トランスコーディング[4] によって行う。 
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図7 ビデオ検索システムの概要 

 

3.6.8.2 アノテーション作成 

我々は、ビデオデータ中の発話情報、シーン情報、シーン内オブジェクト情報をアノテ

ーションとして生成・編集・関連付けすることを可能にするツールとして、多言語ビデオ

トランスクリプタを開発している(図8)。 

 

図8 多言語ビデオトランスクリプタ 

 

ビデオデータへのアノテーションの付与は、図9に示される手順にしたがって行われ、作

成したアノテーションデータは、XMLで記述される。 

アノテーションによって扱う内容記述は、シナリオにおけるト書きのような情景描写(シ
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ーン) と登場人物の台詞に相当する発話文(トランスクリプト)、およびフレーム内に登場す

るオブジェクトの記述から構成される。 

 

図9 ビデオアノテーションデータ生成までの手順 

 

発話情報にはタイムコードと発話内容、シーン情報にはタイムコードとインデックスタ

イトル、オブジェクト情報にはタイムコードと名称、説明、矩形、リンク情報等が含まれ

る。 

現在、音声認識、言語識別、シーン検出は自動的に処理されているが、認識誤り訂正、

シーン統合、オブジェクトの切り出し、シーン記述等は、人間が行う仕組みになっている。 

 

3.6.8.3 アノテーションに基づく検索処理 

生成されるアノテーションデータには、代表シーン画像やオブジェクト画像も含まれる

が、これらは検索後のコンテンツ変換や要約時に使われ、検索時には利用されない。検索

の原理としては通常のテキスト検索と同じであり、代表的なベクトル空間モデルを用いて

類似度を計算する。 

ビデオデータの場合は、類似度の高いデータの中から目的のシーン(タイムコード) を検

出することが要求されるため、類似度計算はビデオファイル全体とビデオファイル中に含
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まれる全シーンに対して行われる。 

ビデオファイルVi がm 個のシーンから構成されるとする。 

},...,2,1{ SmSSVi =  

このとき、各シーンの特徴ベクトルを )(SjVi とすると、ビデオVi の特徴ベクトルは、シ

ーンの時間長とターム数によって正規化された次の式で表される。 

)(
1

SjVi
N
nj

L
ljVi

m

j
⋅⋅= ∑

=

 

(lj : シーン時間長、L : ビデオ時間長、  nj : シーン中ターム数、N : 全ターム数) 

各シーンの特徴ベクトル )(SjVi は、発話情報Sj (t)、シーン情報Sj (s) 、オブジェクト情

報Sj (o) 中に出現するタームのタームベクトルと、各々の情報に対する重み係数α、β、γ 

によって以下の式で表される。 

)()()()( oSjsSjtSjSjVi ⋅+⋅+⋅= γβα    )1,,0( ≤≤ γβα  

タームベクトルを構成する各タームの重みは、TF ・IDF 法によって求められる。検索

は、まず全ビデオファイルに対してビデオの特徴ベクトルを用いて類似度計算を行い、次

にその中の上位R 件に含まれる全シーンに対して同様に類似度計算を行いランク付けする。

最終的に、ランキング上位のrシーンを検索結果として出力する。 

 

3.6.8.4 システムの問題点 

多言語ビデオトランスクリプタにより、人間の介在する半自動的なビデオアノテーショ

ン作成の支援が可能になったが、アノテーションを付与する際の問題として、次の2 点が

挙げられる。 

• 内容記述量、精度 

• 内容記述コスト 

これらは、処理の自動化と検索・要約等の実用性の意味において互いにトレードオフの

関係にある。そこで、以下ではそれぞれの問題を解決する上で今後取り組む必要のある技

術的課題について考察する。 

 

3.6.8.4.1 内容記述量・精度 

すでに述べたとおり、マルチメディアコンテンツは内容に基づく処理が極めて困難であ

ることから、アノテーションツールを用いた内容記述は、ビデオ等のコンテンツの検索・

要約を実現するために重要な役割を果たすと考える。しかし、内容記述が乏しかったり、

機械処理に頼ることで内容記述の精度が悪いと、その後の検索や要約結果の精度を低下さ
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せる原因となる。 

図10 に示すグラフは、音声認識誤りをシミュレーションして、実際の検索精度にどの程

度影響を及ぼすかを分析するとともに、検索において期待されるアノテーション情報の質

を予測したものである。具体的には、RWCP 検索・要約用ニュース音声データベース(192 

記事、3,517 異なり単語)[12] を用いて、検索対象となる記事中に含まれる単語をランダム

に除去した場合と、文書の特徴付けに有効でない単語をIDF(逆文書頻度) 値により優先的

に除去した場合の2 通りについて検索実験を行い比較した。 

 

図10 単語除去率と検索精度の関係 

 

評価尺度には、再現率と適合率から求められるF-measureを用いた。入力クエリーにオリ

ジナルの記事を用いており検索対象数も少ないことから、除去率が小さいときには両者に

大きな差は見られないが、除去率90%になるとその差は40%程度になる。すなわち、検索に

有意な10%以上の単語を音声認識の脱落誤りによって失うと、検索精度に多大な影響がある

ことがわかる。さらに、置換誤りや挿入誤りが起こると検索精度に対する信頼性は著しく

低下する。 

そこで、内容記述量を向上させると同時に内容記述精度そのものを向上させる技術が必

要である。前者については、アノテーションツールによる内容記述処理の自動化によって

ある程度は達成されているが、オブジェクト認識・トラッキング等の画像処理や発話内容

に基づく談話構造化など、改良の余地はまだ多く残されている。後者については、発話文

認識精度向上のための言語モデルの修正や、認識結果に対する事後処理としての認識誤り

訂正処理が挙げられる。 

特に、入力音声については、話題に応じた言語制約を加えることにより精度改善が期待

される。音声対話システムの場合はリアルタイム性を重視するために、通常音声認識処理
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は1 度しか行われないが、本研究のようなオフライン処理の場合は、音声認識と言語モデ

ル修正を繰り返し行うことにより、認識結果の精度改善を図ることが可能であると考える

(図11)。言語モデルの修正には、認識結果以外に、クローズドキャプション、Web テキス

ト、アノテーション情報等の外部知識が利用できる。 

 
図11 話題に応じた言語モデルの選択・修正処理例 

 

また、内容記述量・精度を客観的に示す評価尺度が必要である。コンテンツ時間長に対

する内容記述量や、発話文認識結果の認識精度、構文としての正しさ、等を統一的な評価

尺度で測った上で検索時にその評価量を導入することにより、検索結果に対する信頼性を

向上させることが可能であると考えられる。 

 

3.6.8.4.2 内容記述コスト 

アノテーション付与において内容記述にかかるコストは、本システムにおける最大の課

題である。内容記述にともなう機械処理の精度を極限もしくはタスク達成に必要な精度ま

で向上させることが最も重要であることは言うまでもないが、現実的に実用レベルのアノ

テーションを付与するためには人間の介在が不可欠であるため、人間がスムーズに作業を

行うための入力支援やインタフェースの改良も必要である。 

現時点の多言語ビデオトランスクリプタを用いて、Windows PC (CPU: PentiumIII 

800MHz、Memory:512MB) 上でアノテーションを行った場合にかかるコストを表3 に示

す。アノテーション作業は、まずツールの使用方法を説明した後にテストファイルを用い

て10 分間操作に慣れてもらい、その後、新しいビデオファイル(88 秒) に対して作業を行

ってもらった。これを計3 人分計測した。シーンとオブジェクトについては、作業者によ
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って結果が異なるため、作業時間をシーン数、オブジェクト数で平均してある。 

 

表3 内容記述コスト 

作業者 分類 

A B C 

平均 

(a) 58  

(b) 88 70 74 77 

(c) 23 30 17 23 

(d) 528 394 425 449 

シーン数 5 4 4  

オブジェクト数 2 3 2  

(b-d) 1014 764 755 844 

計 1072 822 813 902 

(認識結果の単語正解率78.5%, 正解精度73.9%) 

(a) 機械処理(音声認識、シーン検出) 時間[sec] 

(b) シーン統合・内容記述時間[sec] 

(c) オブジェクト切り出し・内容記述時間[sec] 

(d) 発話内容修正時間[sec] 

 

表3より、音声認識精度が70～80%の場合、アノテーション作業を行う人間にかかる時間

的なコストは、機械処理にかかる時間の約15倍、アノテーションを付与する対象データ時

間の10倍程度であることがわかる。誰もが手軽にアノテーションを付与できるようにする

ためには、今後さらなる改良が必要であると思われる。 

 

3.6.9 まとめと今後の課題 

より実用的なSemantic Web に向けて、筆者の考えと提言を述べた。また、筆者のグル

ープで研究開発しているマルチメディアコンテンツのアノテーションとその応用システム

の概要について説明し、アノテーションに基づいたビデオ検索を実現する手法を具体的な

システムを例に提案した。また、現状のシステムの問題点として、アノテーションにおけ

る内容記述量・精度と内容記述コストを挙げ、これら解決すべき問題について考察した。

今後は、システムの問題点を改善しながら個々の技術を検討し、大量のデータに対して提

案した検索手法の有効性を評価していきたいと考えている。 
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また、昨年度のTREC-2001よりVideo Retrieval Track が導入され[6]、ビデオデータに

おける類似検索の研究促進が期待されているので、こちらの動向にも注目しながら研究を

進めていく予定である。 

今後の課題には、もちろん、アノテーションの作成コストを下げていくことが含まれる

が、その他に、アノテーションに基づく、コンテンツからの知識発見を実現することがあ

る。近い将来には、Web上の情報検索には、既存の検索エンジンから、複数のコンテンツ

から新たな知識を得てその結果を要約して出力するような、いわば知識発見エンジンを使

うようになるだろう。それによって、ハイパーリンクを集めた大量のリストの代わりに、

短時間で容易に理解できるように要約されたコンテンツを読むことができるようになると

思われる。また、映像や音声といったマルチメディアデータを含むデジタルコンテンツの

効率的な検索も重要である。この場合の検索の質問には単なるキーワードではなく、音声

あるいはテキストの自然言語文を用いることができるようになるだろう。 
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3.7 多感覚情報のデータベース化と情報サービスへの応用 
加藤 俊一 委員 

 

3.7.1 はじめに 

多感覚を用いた情報通信・情報サービスの基盤技術として、多感覚を用いたヒューマン

インタフェース、多感覚の情報のデータベース化、多感覚の情報の内容に基づく連想・検

索の技術の必要性が高まっている。 

本稿の範囲で扱う「感性」とは、人間が実世界のさまざまな事物に接した時に、どのよ

うにセンシングし、これを類型化し、どのような概念のイメージや主観的な評価と結びつ

けるかの過程をいうものとする。 

感性をモデル化する場合、従来は、あるメディアのコンテンツを対象に、それぞれのコ

ンテンツごとに、かなりの数の教示用データを利用者から得て、統計的学習を行っていた。

従って、利用者（被験者）の心理的身体的負担は大きく、感性のモデル化技術を応用する

上でのボトルネックとなっていた。また、人間は多感覚を利用して人とコミュニケーショ

ンを行っているが、１つの感覚を分析・モデル化し、ヒューマンインタフェースに応用し

ている研究がほとんどであり、システムの開発は非常に個別的・限定的に行われている。

このような現状をブレークスルーして、感性情報技術（本来は応用分野に横断的な技術で

ある）を汎用性・一般性のある技術として確立し、モノ作りやサービス、ヒューマンコミ

ュニケーションなどの様々な場面で利用可能とする新しい枠組みが必要となってきている

のである。 

本稿では、現行のモデル化の枠組みを踏まえながら、感覚情報の幅を視覚・聴覚・触覚・

味覚・嗅覚の五感に拡大するとともに、より精密な感性のモデル化を行う上で重要な視点

を整理して検討する。 

 

3.7.2 感性の工学的なモデル化の新しい視点 

多感覚の感性情報を工学的にモデル化し、種々のアプリケーションに応用できるように

するためには、以下のような新しい視点からの感性情報処理の枠組みが必要となる。 

(a) 「多感覚＝マルチメディア」と短絡的にとらえて、画像情報・音情報・触覚情報の

ように、複数の感覚情報を並列的に処理するだけでは、多感覚を統合的に知覚する過程を

モデル化することは難しい。それぞれの感覚の特性や、実世界の対象がそれぞれの感覚を

通じてどのように知覚されるかなどの、個別の感覚と複数の感覚の統合的な枠組みの確立

が必要である。 
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私見であるが、視覚情報・聴覚情報・触覚情報など、それぞれのメディアの特殊性と共

通性を総合的に進めている研究は少ないように思われる。研究開発の効率を高めるために

も、個別のメディア、個別のコンテンツに対する感性情報処理アルゴリズムの適用可能な

範囲、一般化の方法論などの検討が必要であろう。 

(b) 感性のモデル化でしばしば用いられる統計的な学習法では、対象が多様で複雑にな

ると、多数の学習用データに対して被験者の主観的な解釈を教示する必要があり、被験者

の心理的・身体的な負荷は非常に大きくなる。多種多様なコンテンツに共通な概念・固有

な概念に対応して、新しいコンテンツに対しても、既存の感性のモデルを利用して、出来

るだけ少ない教示用データから、感性のモデルを構築できるようにする必要がある。 

私見であるが、現状の感性情報技術の研究には、実際に運用する場面まで想定して被験

者の負荷を考慮しているものは少ないように思われる。感性のモデル化のアルゴリズムが

高性能でも、一人一人の利用者からの感性的な情報（教示のための情報）を心理的・身体

的な負荷をかけずに得ることができなければ、モノ作りやサービスの現場に感性情報技術

を導入することは難しい。 

(c) 人間の感性的な応答は、同じ刺激に対して常に同じではなく、直前までに受容して

いた刺激や、同時に受容している他の刺激の影響を受けて、異なった応答を示す場合が少

なくない。また、経験を積んでいくことにより、感性そのものが変化していく。このよう

に感性の時間的な特性もモデル化の枠組みの中に含める必要がある。 

このように状況によって変わる応答の規則性を統計的な学習（あるいはデータマイニン

グ）により求めるには、莫大な数の事例および教示データが必要となる。私見であるが、

「何でもかんでも教示学習」的なアプローチでは、このような壁はブレークスルー出来な

いと思われる。知識・記憶と感性の関係や、インタラクション・相互作用の定式化など、

感性の構成的な分析法の確立も必要となろう。 

 

3.7.3 感性の工学的なモデルの枠組み 

以上の考察より、感性の工学的なモデル化の手法として、以下に示すような枠組みを考

える。 

感性の工学的なモデルの基本的な構造を図１に示す。 
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図１ 感性の工学的なモデルの基本構造 

 

(1) 感性の静的な構造 

(1-a) 感性のマルチメディア性 

人間は、視覚・聴覚・触覚・味覚・嗅覚の五感のチャネルをもつ。それぞれの感覚のチ

ャネルは、同時並列的に、その感覚に特有のセンサー（感覚器）で対象や外界からの刺激

を受容し、それぞれの感覚器から感覚野にいたる過程で特徴を抽出・分析し、最終的には

対象や外界の状況を総合的に認識し理解する。このように、個々の人間が感覚情報を受け

取り、様々な特徴抽出機構を経て、これを解釈する過程（入力に相当）を知覚感性と呼ぶ

ことにする。 

一方、人間は、自身の発声や身振りで、あるいは、ペン・絵筆・楽器などの様々な道具

を使用し、また、様々な素材（繊維・木材・石材や食材・香料など）を加工することによ

り、自分がイメージした様々なメッセージや事物を、他の人の五感を通じて伝えようとす

る。このように、個々の人間が頭の中でイメージする情報を、具体化して、実際に他の人

間や計算機が五感を通じて知覚できるような情報に形作る過程（出力に相当）を創出感性

と呼ぶことにする。 
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感性を工学的にモデル化する上では、それぞれの感覚のチャネルは、マルチメディア情

報とそれぞれのメディアの処理過程としてモデル化できる。モデルには、複数の感覚に共

通な処理の枠組みと、センシングの方法や信号の特性などそれぞれの感覚に固有な特徴抽

出の仕組みとを含める必要がある。 

(1-b) 感性の階層性 

次に、知覚感性や創出感性が、どのような段階を経て実現されているのかに着目して、

感性の構造を整理してみよう。 

知覚感性の過程では、個々の人間が感覚情報を受け取り、様々な特徴抽出機構を経て、

これを解釈するまでの段階を経ると考えられる。 

このような知覚感性の過程は、実世界に存在する対象から発せられる様々な信号を、感

覚器が物理的・化学的な刺激として受容し、神経回路上の電気信号に変換するところから

はじまる。これを物理レベルの感性と呼ぶことにする。これらの信号は、網膜などの感覚

器から一次視覚野などの感覚野にいたる過程で、様々な特徴抽出がなされ、多次元ベクト

ル的に数量化される。これを生理レベルの感性と呼ぶことにする。これに続いて、様々な

対象やその状態を認識・理解するために、これら対象から抽出された種々の特徴に注目し

て、これらの信号を類似性に基づいて直感的に分類・類別化していると考えられる。これ

を心理レベルの感性と呼ぶことにする。ついで、これらの分類・類別化された対象やその

状態と言語（イメージ語など）が対応付けられて、言葉による解釈が行われる。これを認

知的なレベルの感性と呼ぶことにする。 

創出感性の過程では、個々の人間が頭の中でイメージする情報を、具体化して、実際に

他の人間や計算機が知覚できるような情報に形作るまでの段階を経ると考えられる。 

このような創出感性の過程は、頭の中でイメージした言葉、あるいは、イメージそのも

の（認知的レベル・心理的レベル）を、より具体的で直感的な表現・イメージ群に置き換

えることからはじまる。次いで、このような表現・イメージの中から、最も適切と判断さ

れる表現・イメージを選び出し、具体的な行動（発話・ジェスチャー・行動・造形など）

として表出（生理的レベル・物理的レベル）する。 

感性を工学的にモデル化するために、感性情報処理の過程で得られる（あるいは必要と

なる）種々の情報が感性の物理・生理・心理・認知の４つの階層のどのレベルの情報に相

当するのかを整理する。同時に、それぞれの階層での情報処理や、特徴抽出や具体化など

の階層間での情報の対応関係をモデル化する。 

(1-c) 感性のマルチモーダル性 

次に、視覚・聴覚・触覚・味覚・嗅覚の五感の感覚情報を総合的に処理する過程に着目

して整理してみよう。 
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人間は、多種類の感覚（視覚・聴覚・触覚・味覚・嗅覚）を同時に受容しながら、様々

な様態（マルチモーダル）の情報を感じ取り、また、相互の関係付けをしつつ、外界を知

覚する。 

ある対象から得られる視覚刺激から、様々な様態の情報を感じ取ることができる。例え

ば、ある人物の顔画像から、個人の識別だけでなく、顔や視線の向き、表情や感情、顔色

などの情報を得ることができる。一方、様々な感覚の情報からほぼ同様の内容の情報を得

られる場合もある。例えば、「さわやか」というイメージは、言葉や音声・音、図柄・映像、

皮膚感覚や香りなど様々な感覚を通じて知覚することができる。 

逆に、自分がイメージする情報を人に伝える場合、様々な表現手段（スケッチ・表情・

音声・ジェスチャーなど）を選んだり、これらを同時に組み合わせて、イメージを伝える

ことも自然に行っている。 

感性を工学的にモデル化する上では、感性情報のマルチモーダル性（感性情報のどのよ

うな性質がどのような情報を含んでいるか）や、多様なメディア間での相互の関係を分析

することによりモデル化できる。 

(2) 感性の主観性 

同じ対象を見ていても、人によって異なった解釈・異なったイメージ語との結び付けを

行う場合がある。また、頭に浮かぶ同じイメージを伝える際にも、人によって異なった伝

え方をする場合がある。このように感性の知覚過程・創出過程には、個人ごとに特性の異

なる主観性が認められる。 

人間の感覚器の性能には大きな個人差はないものとみなすと、感性の知覚過程における

主観性は、感性の階層的な構造の中では、感覚情報を受容し多次元ベクトル化する物理的

レベルや生理的レベルではなく、類似性に基づいて分類・類別化する心理的レベルや認知

的レベルで生じると考えられる。 

感性を工学的にモデル化する上では、感覚情報を多次元ベクトル化する過程には個人差

はないものとし、感覚情報を分類・類別化する際の規準・対応関係に個人差があるものと

してモデル化できる。また、このような個人差を検出するために、統計的な教示学習など

の仕組みが必要となる。 

実際に運用する際に、利用者（被験者）の心理的・身体的な負荷を軽減するためには、

例えば、類似のプロファイルを持った人々の平均的な感性のモデルを利用し、これを順次、

追加学習によりカスタマイズしていくなどの方策を考える必要がある。そのためには同時

に、データベースに登録された多数のプロファイルの中からどのプロファイルを選択する

かなどでのプロファイルの感性的な取捨選択の技術も必要となる。 

 



- 160 - 

(3) 感性の動的な構造 

(3-a) 感性の相互作用性 

人間は、多種類の感覚（視覚・聴覚・触覚・味覚・嗅覚）のチャネルを同時に働かせな

がら、それぞれの感覚情報相互の関係付けをしつつ、また、外界に能動的に働きかけたり

しながら外界を知覚している。このような過程で、感覚のチャネル間や知覚と創出の過程

間に相互作用が認められる場合がある。 

複数の感覚のチャネルにまたがる現象として、視覚と聴覚に関しては、マガーグ効果

(McGurk Effect) が知られている。被験者に「ga」という口の動きの映像に重ねて「ba」

という音を聞かせると、「da」という音を感じ取ってしまう。視覚情報によって聴覚情報

の認識が影響を受ける場合がある。また、視覚と触覚に関しては、GUI 上でのポインタの

動きに合わせてマウスや指先に振動を与えると、背景のテクスチャ・ウィンドウ境界・チ

ェックボックスの別が容易に知覚できて操作性が向上したと考えられる報告もある。 

感性を工学的にモデル化する上では、それぞれのチャネルで感覚情報を並列に処理し、

また、これらを統合する過程に、相互作用の仕組みを組み込む必要がある。 

(3-b) 感性の状況依存性 

感覚情報を知覚する過程においては、同じ情報を受け取っても、場合によって異なった

応答や解釈を示す場合がある。 

生理的なレベルでは、順応機構が知られている。明るい屋外に長時間いると、視細胞は

明るい画像（強い光刺激）に順応し、明るい中での微妙な明るさの違いを知覚できるよう

になる（明順応）。この逆の順応現象を暗順応という。また、ある香りにしばらく接してい

ると、その香りを感じなくなる。 

心理的なレベルでは、あいまいな知覚の現象が知られている。若い女性の肖像画を数枚

見た後と、老婆の肖像画を数枚見た後とでは、同じ肖像画（あいまいな画像）を見た時に、

若い女性と知覚するか老婆と知覚するかが変わる。しかし、ある程度の時間が経過した後

では、前に見た画像の影響は弱まっている。 

認知的なレベルでは、状況が情報の価値判断に影響する場合がある。例えば、我々は、

同じメッセージ・同じ音楽を聞いても、それが誰からの言葉・誰の演奏かの状況によって、

主観的な解釈が左右されるのは、日常、よく経験することである。 

感性を工学的にモデル化する上では、順序・短期的な時間の経過（数秒～数時間）を考

慮に入れた情報処理過程としてモデル化する必要がある。 

(3-c) 感性の経時変化 

状況依存性も考慮に入れれば、我々の知覚感性・創出感性は、短期的には一貫した規準

に基づいて情報処理されていると考えられる。しかし、このような規準は、学習や経験の
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蓄積に伴い、長期的には徐々に変化していくと考えられる。 

例えば、絵画に対する視覚的な感性の場合、様々な絵画を多数鑑賞し、絵画の作法や歴

史に関する知識も得ていくのに伴い、素人の解釈から専門家の解釈へと変化してゆく。 

布地に対する視覚的・触覚的な感性の場合、例えばはじめは、布の色やテクスチャ、手

触りの固さなどに対する比較的単純な解釈であっても、経験をつむことにより、布の光沢

や、張り、ドレープなどの微妙な特性もとらえた解釈を行うようになる。 

感性を工学的にモデル化する上では、長期的な時間の経過（数日～数年）を考慮に入れ

た情報処理過程としてモデル化する必要がある。そのためには、一度、統計的な教示学習

で個々の被験者の感性をモデル化するだけでなく、長期的なスパンでの解釈の規準の変化

などを検出し、統計的な学習に反映させるための仕組みが必要となる。 

 

3.7.4 多感覚感性データベースの技術的ニーズ 

以下の節では、味覚センサ・嗅覚センサなどの開発により、近年急速にニーズの高まっ

てきている多感覚感性データベースシステムとこれを利用した多感覚コミュニケーション

システムを開発する上での、技術的な課題を検討する。 

 感性の工学的モデル化の枠組みに関しては、マルチモーダル感性のモデル化に焦点を当

て、複数の感覚チャネル間での知覚の相互作用と階層的な類型化・解釈との対応付けの過

程をモデル化する必要がある。このような実験・分析を高精度に行うため、仮想現実空間

を利用した実験環境の構成・制御法を開発する必要がある。また複数の感覚チャネルの具

体例として、視覚・聴覚・嗅覚などを取り上げて詳しく分析すると共に、多感覚情報をコ

ンテンツとした情報提供サービスを試作・評価することも必要となろう。 

 多感覚感性データベースシステムを実現するためには、次のような技術課題でのブレー

クスルーが必要となると考えられる。 

（１） 階層的なマルチモーダル知覚過程の工学的なモデル化に関する研究 

多感覚それぞれを別々の感覚のチャネルとして、符号化することや通信することは可能

となりつつあるが、五感（あるいは複数の感覚）が同時に現れる場合には、それらの感覚

の間での相互作用（＝マルチモーダリティ）が人間の知覚に大きく影響する（例：視覚と

聴覚におけるマガーグ効果）。 

これら複数の感覚の間の相互作用の仕組みを工学的にモデル化すると共に、これらのモ

デルを利用して、データベースから多感覚の情報の内容に基づく連想・検索を行い、多感

覚に訴える工業製品や都市空間の設計技術を開発する。 

（２）味や香り刺激の味覚・嗅覚情報データベースの開発とその応用に関する研究 

味や香り刺激の味覚・嗅覚情報データベース技術開発のために、生理的な応答特性だけ
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ではなく、利用者の解釈や主観的なイメージ語から味や香りを推定できる技術を開発する。

特に、味や香り刺激の化学的特性、刺激を受けた人間の生理的な指標、人間の主観的な味

や香りの解釈間の相関を分析・モデル化する。そして、味・香りと視覚・聴覚の相乗効果

（マルチモーダル効果）の分析・モデル化を行う。 

（３） マルチモーダルな実験環境構築技術に関する研究 

リアルタイムに、利用者への種々の情報提示を動的に行い、レスポンスにあわせて、次々

に情報提示を変化させられる空間を構築する。システム側から利用者に提示した情報に対

して、利用者が示す感性的な振る舞いを動的に計測し、モデル化する。 

 

3.7.5 海外の研究動向 

米国では、2000 年以降、ITT（IT21 世紀）計画や ITR&D 計画において、「ヒューマン

コンピュータインタフェースと情報管理」がこれからの情報通信技術の最重要課題の一つ

とされ、「人に優しいシステム」の研究開発が活発になっている。 

ヨーロッパでは「ユーザフレンドリ情報社会」の実現を目指した IST プログラムが 1998

年以来進行中で、「市民情報サービス、マルチメディアコンテンツ、電子商取引、コンピュ

ータシステム」が最重要分野となっている。さらに、英国においても、独自に、PACCIT

プロジェクトを進めるなど、当該分野の研究開発は非常に活発になっている。 

味覚や嗅覚情報データベース技術に関する事例は見当たらない。自動化および実時間で処

理できる定量化された嗅覚の測定および解析のためのシステム開発に関しては Kobal(独)の

嗅覚評価および感度測定技術が部分的に行われている程度である。HCI の分野では人間中心

の味覚・嗅覚基盤のヒューマンインタフェースにおいて有効な応用例は少ない。 
 
3.7.6 多感覚感性データベースの応用分野 

味や香りの化学的特性と心理的な要因との関係を分析モデル化することにより、新たな

味や香りの生成への応用が可能になる。さらに、味覚・嗅覚情報に基づいた味覚・嗅覚関

連製品や人間中心の感性製品および居住環境の設計に応用できる。特に、適切な香りはリ

フレッシュ効果があることが知られており、例えば、VDT 症候群およびストレス予防にも

応用することが可能になる。特に子供によく見られるゲーム症候群を予防できると同時に

学生の場合は集中力の向上、学習効果を高めてパソコン作業の際、能率高い環境作りに期

待できると思われる。 

また、人間の生理・心理的指標と車内環境との関係を分析・モデル化することにより、

運転者にマッチした情報や環境を提供することが可能になり、自動車操作の快適性と安全

性を向上することが可能になる。
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3.8 感性のモデル化技術とＥコマースへの応用 
加藤 俊一 委員 

 

3.8.1 はじめに 

検索技術の向上により、膨大な商品群の中から自分が購入したいと考えている商品を検索す

ることは、ある程度可能になった。しかし、「何かいいものがないかな？」というようにウィ

ンドウショッピングするような感覚で、自分が興味を持ちそうな商品を探し出すのは、非常に

大変である。しかし、「自分の興味の対象になりそうな商品の情報が欲しい」という思いは、

消費生活の上では非常に基本的な要求である。このような要求に対して、消費者の主観的な商

品の選択基準をモデル化することができれば、消費者ごとに興味を持つ可能性のある情報を適

切にレコメンドすることができる。そうすることで、消費者は自分の選択基準にあったより多

くの情報に触れることができる。 

本稿では、電子社会時代に、市民生活に最も近い BtoC (Business to Consumer)型の電子商

取引（Ｅコマース）として、商品情報のレコメンデーションシステムを取り上げ、これを実現

する上での技術的課題を考察する。 

 

3.8.2 BtoC 型のＥコマースの問題点と解決のアイデア 

一人一人の消費者を対象とした BtoC (Business to Consumer)型のレコメンデーションシス

テム[1]では、消費者本人のアクセス履歴や購入履歴、他の多数の消費者のアクセス履歴や購入

履歴などの情報を用いて、消費者本人の興味を判断・予測し、商品のレコメンドを行っている。

さらに、消費者がレコメンドを受けるためには、個人を特定できる情報（名前、住所、E-mail

アドレス）も登録しなければならない。 

このようなシステムの構成と運用には、以下のような問題点がある。 

（１）同じ商品を見ても、消費者一人一人で、その商品のどの性質に注目してどのように評価

するかの基準が異なるため、他人の商品に対する評価を利用して、消費者にレコメンドするに

は限界がある。 

（２）まだ誰も買っていない商品や新商品は、その商品が消費者にどのように評価されるかわ

からないため、それを必要としている消費者にレコメンドされることはない。  

（３）嗜好情報や個人情報を、レコメンデーションシステムサービスを提供している会社に開

示しないと、商品のレコメンドを受けることができないことに抵抗感を持つ消費者（特に若い

女性）も多い。 

 このような問題点を解決するためには、次のような技術的なブレークスルーが必要となる。 
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（１）消費者の商品に対する感性のモデル化技術 

「商品のどの性質に注目して、どう評価するか」という消費者によって異なるプロセス（商

品の観察から、主観的な評価を経て、購入に至るプロセス）をモデル化する。特に、個々の消

費者が、特定の商品やある商品群のどのような特徴に注目し、それをどのような基準で解釈し、

取捨選択（つまり購入するか否か）するかを、個々の観察事例・購入事例などからモデル化す

る必要がある。 

このモデルには、商品の素材・形状・質感（木質・布、丸い・角ばった、半透明、光沢など）

などの商品の客観的な特徴を表現する客観的イメージ語、消費者が主観的に商品の特徴を表現

する主観的イメージ語（かわいい・シックなど）や、商品の様式を表現する知識的イメージ語

（ブリティッシュトラッド・アールヌーボー・ポストモダンなど）の相互の関係の強さを表現

した「イメージ語ネット[2]」が含まれる。同時に、ログからとれる Web アクセス履歴、商品

購入履歴から、消費者が興味を持つ商品のカテゴリ・商品イメージなども含める。 

このような感性モデルを利用することで、商品情報提供者は消費者の評価基準に合った商品

のレコメンドが可能になり、消費者は自分の判断基準にあった商品の情報を手に入れることが

できる。 

（２）新しい商品のレコメンド 

上述のイメージ語ネットがあれば、新商品がどのような特徴を持つかを分析することで、

個々の消費者が新商品についてどう思うかを推定できる。従って、新商品であっても、これに

関心を持つ（潜在的な）消費者にレコメンドすることができる。 

（３）感性モデルの匿名化 

 消費者の立場からは、商品のレコメンデーションは、個人のプライバシーを守りつつ、適確

な情報だけを受け取りたい。一方、売り手の立場からは、購入する可能性の高い（潜在的な）

消費者に選択的に情報を送りたい。両者のニーズは、消費者のプライバシーを開示することな

く満足させることができる。 

そのために、個人の特定を防ぐために感性モデルを匿名化し、これをマッチメイキング・レ

コメンデーションサービスの会社のサーバー上で匿名の私書箱的に公開する。この匿名感性モ

デルを用いれば消費者は匿名性を保ちながら、興味を持ちそうな情報を私書箱宛のメールとし

てより多く得ることができるようになる。 

 

3.8.3 感性的レコメンデーションシステムのシステム構成 

以上のような感性モデルとこれを利用したレコメンデーションシステムの構成は、図１のよ

うになろう。 

レコメンデーションシステムは、消費者の感性モデルに基づいて消費者の商品選択の基



3.8 感性のモデル化技術とＥコマースへの応用 

- 165 - 

準に合う商品を既存の商品データベースや新商品リストから検索し、レコメンドする。本

システムは以下の手順からなる（図 1）。 

 

 

図１ 匿名化された感性モデルを利用した商品のレコメンデーションシステムの基本構成 

 

(1) 商品情報提供者は新商品に関する基本的な情報（商品名、カテゴリ、画像、色、素材）

と共にその商品の雰囲気を言葉で入力し、商品情報データベースに登録する。 

(2) 消費者の感性モデルや商品情報提供者の登録する情報は更新などにより、時間と共に

変化する。そうした時系列データを管理するために、各データベースにはエージェント

機能が組み込まれている。商品データベースエージェントは商品情報提供者が登録した

商品の情報を XML で記述して Web ページを自動的に生成する。 

(3) 消費者は興味を惹くような商品を探す際に、モバイル端末内に立てられたプロキシサ

ーバを経由して商品ページを閲覧する。このプロキシサーバで URL、閲覧頻度、閲覧

時間、イメージ語などのログを取得する。 

(4) 一人一人のモバイル端末に組み込まれている消費者エージェントは Web アクセスで

得られたログをチェック・解析し、インタラクションテーブルに蓄積する。消費者エー

ジェントはインタラクションテーブルを参照して、一人一人の消費者ごとに異なる商品

に対する評価基準を「スマートな」「クールな」といったイメージを表す言葉を用いて

階層化し、「個人用イメージ語ネット」をインタラクションを通して作る。 

(5) 消費者エージェントはインタラクションテーブル中のイメージ語間の関係を整理して

イメージ語ネットを作成する。このイメージ語ネットは商品の雰囲気を表す主観的イメ

ージ語と物理的特徴を表す客観的イメージ語からなる。同様に、商品情報提供者のイメ

ージ語ネットも商品データベースエージェントが作成する。 
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(6) 消費者イメージ語ネットを匿名感性データベースへ格納する。 

(7) レコメンデーションエージェントは、匿名感性データベースにある消費者のイメージ

語ネットと商品データベースにある商品情報提供者のイメージ語ネットをマッチメイ

キングして一人一人の消費者にあわせた商品情報を検索する。 

(8) 個々の消費者はレコメンド結果を入れてもらうために、持ち主が誰かは匿名化されて

いる掲示板を持つ。レコメンドの結果はこの匿名掲示板に格納される。 

(9) 消費者エージェントは、消費者ごとにある専用の匿名掲示板をチェックして、レコメ

ンドされた情報を取得し、消費者の感性モデルに合わせて表示順序を編集し、レコメン

ド画面を表示する。消費者はそれを見ることで自分の判断基準と同じ基準によりレコメ

ンドされた商品の情報を得ることができる。 

以上の手順により、感性レコメンデーションシステムは、消費者の感性モデルに基づい

て選択の基準に合う性質の商品をレコメンドする。 
 

3.8.4 感性的レコメンデーションシステムの技術課題 

感性のモデル化技術とこれを利用した感性情報通信技術の研究開発を核に、感性的な情

報提供サービスの具体例としてショッピング支援システムの試作を通じて、基盤技術の整

備を進める必要があろう。 

 以下のような技術課題があげられる。 

(1) 利用者の心理的身体的負担の少ない感性のモデル化技術の研究開発 

 従来の感性のモデル化技術では、対象とするマルチメディアコンテンツごとに、かなり

の数の教示用データを利用者から得て、統計的学習を行っていた。従って、利用者（被験

者）の心理的身体的負担は大きく、感性のモデル化を進める上でのボトルネックとなって

いた。 

 このような研究開発では、様々なカテゴリの商品それぞれを対象に、感性の階層的なモ

デル化（物理→生理→心理→認知）とイメージ語ネットの統合化・高度化を図る。特に、

多種多様なカテゴリの商品に共通な概念・固有な概念 （イメージ語表現）に対応して、新

しいカテゴリの商品に対しても、既存の感性のモデルを利用して、出来るだけ少ない教示

用データから、感性のモデルを構築できるようにする。 

 商品の素材・形状・質感など、それぞれの属性と主観的なイメージ語との関係を分析す

る必要がある。さらに、これらの属性が複合された状態で消費者は商品を知覚しているの

で、視覚と聴覚、視覚と嗅覚のように、複数の感覚・複数の属性が複合された状態で知覚

する感性（マルチモーダルな感性）のモデルの構築技術の研究開発も必要となる。 
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(2) マルチメディア情報の感性的な翻訳技術の研究開発 

 商品の作り手・売り手と消費者の感性が異なる場合、作り手・売り手の意図を正確に消

費者に伝えることは難しい。両者の感性モデルを踏まえて、適切に翻訳する仕組みが必要

となる。 

 様々なカテゴリの商品の物理的・知識的な特徴と、言葉で表現される主観的な解釈との

対応関係に注目して、 

・ ある商品と同様の解釈をすると推定される異種のカテゴリの商品の選択（すなわち、

あるカテゴリの商品から別のカテゴリの商品を連想する。） 

・ 作り手・売り手の考えるイメージ語表現に対して、それと結びつく商品群を作り手・

売り手の感性モデルから検索し、次いで、個々の消費者の感性モデルに照らして、

それらの商品群に対して消費者がするであろう解釈をイメージ語表現の形で生成す

る（すなわち、主観的イメージから主観的イメージへの翻訳） 

などの技術の研究開発も必要である。 

 本研究開発の後期では、翻訳技術の範囲をマルチモーダルな感性に拡張する。 

(3) 感性的な相互理解の研究開発 

 ヒューマンコミュニケーションにおいて、「相手を理解する」のは、次に示す２つの方式

に類型化できると考えられる。どちらの方式を採用するかの選択は、当事者である人間の

判断に任される。 

１．独立感性モデルの構築： 送り手の意見を理解してもらうためには、送り手の感性モ

デルを受け手側に再現する必要がある。送り手の感性モデルの特徴が現れる事例とそ

の主観的な解釈を選び出し、順次、受け手側に伝える。受け手側では、一連の情報に

基づいて、送り手の感性モデルを統計的学習などにより構築する。送り手の感性モデ

ルが正確に再現されているかを判断（評価）するためには、同様に、送り手の感性モ

デルの特徴が現れる事例を受け手に伝え、受け手側で推定した解釈との一致度を評価

する。この方式では、受け手は、自身の感性とは別に、知識として送り手の感性をモ

デル化するので、受け手の感性モデルそのものは変化しない。 
２．従属感性モデルの構築： 送り手の意見を元に受け手が学習し直す場合、送り手と受

け手間の感性モデルの相互作用が重要になる。具体的な事例に基づいて、受け手が再

学習することにより、受け手の感性モデルが変化する。特に、受け手の考えが明確に

定まっていない場合には、インタラクションの過程を通じて、受け手がイメージする

商品の仕様や特徴などがはっきりし、当初と違う考えに至ることがある。このような

思考の明確化を concept articulation と呼び、そのアルゴリズムを開発する。 
 ここで、消費者がショッピングで「面白い・楽しい」と感じて満足感を得るのは、単に、

品質の良く自分の嗜好にマッチした商品を安価に購入するだけではなく、ショッピングの
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過程を通じて、自身の知識が増え、より広い視点・専門的な視点から、商品を吟味できる

ように消費者自身が成長すること（「目が肥える」）を実感するときであることを指摘して

おきたい。いわゆるリピーターとして消費者を確保してビジネスを発展させていくために

は、単に商品の情報を伝えるだけのサービスではなく、消費者がそこに面白さ・楽しさを

実感できるようなサービスとして、システムを構築する必要があると考える。 

(4) 感性モデルの匿名化と共有技術の研究開発 

 感性モデルを高度に利用するために、利用者の感性モデルを完全に秘匿する部分と、匿

名で公開・共有する部分に分けて管理し、プライバシーを守りながら適切にネットワーク

上の情報サービスを享受できるようにする技術を開発する。 

高度情報化社会は、インターネット、モバイルネット、ユビキタスネットが重畳した、

複合的な情報通信環境を実現しつつある。このような複合的な情報通信環境も前提として、

個人情報の携行や開示・保護のための技術を開発する必要があろう。 

 

3.8.5 期待される波及効果 

本研究開発により、モバイル環境での新しい電子商取引市場の生成、自動車における状

況に応じた快適な情報環境提供サービス、製品設計の意思決定時間の短縮などが期待でき

る。モバイルインタフェースエージェントや感性的なプライバシーの保護技術は、携帯電

話を利用したサービスや感性工学を利用したシステム設計やサービスを得意とする我が国

をはじめ、世界的にも大きな市場があると期待できる。 

 本研究の成果を利用することにより、例えば、産業面では、消費者のプライバシーを高

度に保護しながら、ある感性的なプロファイルを持つ消費者層の嗜好などのマーケット情

報を産業界に提供することにより、より的確できめの細かい情報サービスと、これを利用

した商業活動が活発になると期待できる。 

 教育面では、学童生徒一人一人のプライバシーを保護しながら、適切な教材の提供や学

習指導が行えるようになり、自主的な学習や学校教育の質の向上が期待できる。 

個人の知的な資質・技能的な資質を、個人レベルから社会に向けて発信することも容易に

なり、高齢者の社会参加・社会貢献に道を開くものと期待できる。 
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3.9 テレイマージョンとビジュアルデータマイニング 
宮田 一乘 委員 

 

3.9.1 はじめに 

CG 技術の進歩とネットワーク速度の高速化にともない、地理的に離れた空間をコンピ

ュータとネットワークで構成される仮想空間内で統合する、テレイマージョン

（Tele-Immersion）の研究が現実味を帯びてきた。一方で、大量の画像データの中から意

味のあるデータを発掘するビジュアルデータマイニングの研究は、バイオサイエンスや気

象学などにおける多元解析のツールとして、今後重要度が増すと考えられる。本報告では、

これらの技術動向に加えて、テレイマージョンの環境下で、協調しながらビジュアルデー

タマイニングする手法なども紹介する。 

 

3.9.2 テレビ電話とアウェアネス 

遠隔地にいる人たちがリアルタイムで映像と音声でコミュニケーションをとるインフラ

としては、テレビ電話の歴史が古い。コンピュータの普及により、テレビ電話はその形態

を変えて、ISDN 回線を用いたテレビ会議システムや、PC と CCD カメラによるインター

ネットを介した動画チャット、さらには小型 CCD カメラ搭載の移動通信端末によるモバ

イルコミュニケーションへとダウンサイジング、およびカジュアル化してきている。 

 これらのテレビ電話（とその発展形）のインフラは、どちらかというと音声によるコミ

ュニケーションが主で、映像はコミュニケーションの補助として用いられることが多い。

ただし、映像は多くを語るので、情報の付加価値は大きく、伝わる感情（好き嫌いの感情

など）のダイナミックレンジは拡大される。その一方で、会話に付随するノンバーバルな

情報は、うまく伝えることが出来ない。そのひとつの例として、視線の不一致が挙げられ

る。すなわち、カメラとディスプレイを同一の場所に設置することが困難であるために互

いの視線が微妙にずれることになり、正確なアイコンタクトを取ることが出来ず、意思の

疎通が難しいものになっている。また、空間的な位置関係を感じ取ることが困難であるた

め、アウェアネスを共有できないことも問題点として挙げられる。例えば、会議に積極的

に参加しているのは誰か、審議事項に難色を示しているのは誰かといった情報は、空間を

共有していないとなかなか伝わらない事柄である。 

テレイマージョン（Tele-immersion）とは、地理的に離れた空間にいる人々が、あたか

も同室にいるかのように自然に対話できるように、コンピュータとネットワークで構成さ

れる仮想空間を提供する仕組みである。テレビ電話の枠組みと大きく異なるのは空間を共

有するという点にあり、これを可能にしたのが、ネットワークとメディア技術である。な
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お、テレイマージョンは、米国における次世代ネットワークのコンソーシアムであるイン

ターネット２(http://www.internet2.edu/)での重要なアプリケーションのひとつとして考

えられている。 
 

3.9.3 テレイマージョンとメディア技術 

テレイマージョンを支えるメディア技術の主たるものとしては、バーチャルリアリティ

(VR)技術とコンピュータビジョンが挙げられる。 

 

3.9.3.1 VR 技術 

 VR 技術は、CG の父と呼ばれる I. Sutherland が 1968 年に試作したヘッドマウントデ

ィスプレイ（HMD）を発端としており、臨場感のある視覚情報の表示法や、触覚や力覚

のフィードバックの手法など、人間の五感へ作用するデバイスの開発を中心に研究がなさ

れている。 

 体験者を取り囲む多面投影による没入型ディスプレイである CAVE が 1991 年にイリノ

イ大学にて開発された。これは、体験者の周囲に 3mｘ3m の平面スクリーンを正面、左右

面、床面の４面に配置し、ステレオ液晶プロジェクタでそれらの投影面に映像を表示する

広視野角の表示システムである。日本でも、これを拡張した５面投影の CABIN（CAVE

に加えて天井に投影）、６面投影の COSMOS が東大で開発された。HMD や CAVE は、

もともとスタンドアロンの VR 空間の表示用デバイスとして利用されてきたが、これらを

高速ネットワークで結合し、１つの共有空間を実現しようというのがテレイマージョンの

大きな目標である。 

  

人間の両眼での水平視野角は 240°ほどであるが、この視野をどれだけ映像でカバーでき

るかが臨場感の要因となる。HMD や CAVE などは、体験者の眼や身体の周囲を物理的に

映像空間で取り囲むことで、視野角の広い映像を表示しているが、一方で、大型のスクリ

図１ テレイマージョンの概念図 
高速ネットワークで結合された仮想空間によ
り、空間の共有、および意識の共有を行い、
遠隔地間の自然なコミュニティを実現する。 
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ーンを前面に設置し、視野角の広い映像を表示する試みもなされている。 

 ボストン大学の Scientific Computing and Visualization グループでは、Deep Vision 

Display Wall（DVDW： http://scv.bu.edu/Wall/）と呼ぶ、複数の PC と液晶プロジェク

タによる大型高精細ディスプレイを開発している。図２、３で用いられている液晶プロジ

ェクタの解像度は 1024x768 であり、2x2 枚の投影面を持つ場合、DVDW 全体としては

2048x1536 の解像度を持つ。DVDW の１つの特長に、スケーラブルな解像度の向上があ

り、現在では 4x3 枚の投影面で 4096x2304 の解像度を持ち、4.6m x 2.4m の大きさのス

クリーンが開発中である。なお、各プロジェクタは１台の LINUX PC でドライブされて

いる。ステレオ画像生成の生成には、従来のような高価なグラフィックワークステーショ

ンを持ちいておらず、LINUX PC のクラスタを用いることで廉価なシステムを実現してい

ることも特筆すべきことである。この場合、PC 間の描画のシンクロを取らないとバラバ

ラな画像になってしまう。DVDW では、FrameLock と呼ばれるソフトウェアによるシン

クロを取っており、また、PC クラスタ内の分散レンダリングのプラットフォームには、

WireGL を用いている。 

 

 

図２ Deep Vision Display Wall 
複数の液晶プロジェクタ（２ｘ２）により、大型
で高精細な画像を表示できる。 
（画面はサメの遊泳の CG アニメーション） 

図３ Deep Vision Display Wall の映像
投影部 

２台の液晶プロジェクタが対になり、Deep 
Vision Display Wall のスクリーン上における１
ブロックの映像を投影する。 
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3.9.3.2 コンピュータビジョン 

カーネギー・メロン大学（Carnegie Mellon University）の金出武雄教授の研究グルー

プでは、1993 年以来、Virtualized Reality と呼ばれるコンピュータビジョンの技術を開

発している（http://www.ri.cmu.edu/labs/lab_62.html）。この技術では、スポーツのよう

な時系列で変化する動きのある場面を同時に複数台のカメラで取り囲むように撮影し、撮

影されたデジタル映像に「見え方」の情報を付加して、時間的および空間的に自由な位置

からの再生を可能にした。これは、複数のカメラで撮影された画像から、三角測量の原理

で３次元データを求め、それらのデータをマージして、撮影されたシーンの３次元モデル

を復元するものである。データのマージングの際には、３次元空間をボクセル（Voxel：サ

イコロのような小立方体）に分割し、そのうちのどこに表面があるか（どこが見えている

か）を求めている。この技術は、アメリカンフットボールの試合に適用され、タッチダウ

ンの瞬間の多視点からのシーン再現などを可能にした[1]。 

 

 

 

図５ Virtualized Reality の３D Room の裏側 
壁の裏側に CCD カメラが設置されている。CCD カメラは PC に接続され、リアルタイムで動画を
取り込める。また、音も同時に取り込めるようになっている。 

図４ Virtualized Reality の 3D Room の壁面 
４面の側面の壁にそれぞれ１０台、天井に９台、合計４９台の CCD カメラが、図中の丸い穴を通し

て室内に向けられて設置されている。3D Room の大きさは、20 feet x 20 feet x 9 feet ある。 
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図４、５は、3D Room と呼ばれる CMU 内の施設で、部屋の４面の側面の壁にそれぞれ

10 台、天井に９台、合計 49 台の CCD カメラが、図中の丸い穴を通して室内に向けられ

て設置されている。この施設内で、Virtualized Reality の研究が進められており、ダンス

のシーンやバスケットボールを楽しむシーンなどを取り込んで実験を進めている。 

 ノースカロライナ大学チャペルヒル校（The University of North Carolina at Chapel 

Hill）のフックス (Henry Fuchs)教授の研究グループは、多視点カメラと特殊な光

（Imperceptible Structured Light: ISL）の組み合わせで、物体表面の３次元の凹凸形状

を計測するシステムを開発した[2]。このシステムで用いられている ISL とは、人間の眼に

知覚出来ない速さで明滅する光（高速に明滅するので連続した光に見える）である。 

３次元形状を計測するには、複数のカメラで撮影された画像間の対応点を求め、カメラ

からの距離を求める必要がある。物体表面になんらかの目印（例えばチェッカーパターン

や、ゼブラパターンなど）が付いていると、対応点が比較的簡単に求められる。フックス

らは、この目印となるパターンを対象物体に ISL で投影し、リアルタイムで距離画像を求

めた。ISL は人間の眼に知覚出来ない光の明滅なので、視覚的に非浸襲である。このシス

テムを用いて部屋の中を測定することで、壁面の凹凸をリアルタイムで計測し、柱やパイ

プなどの出っ張りがある壁に対しても、歪みのない映像を投影できるようになった。すな

わち、部屋の壁全体を大きな平面ディスプレイとして扱うことが出来るのである。 

 

3.9.3.3 イメージベースドレンダリング 

実世界をコンピュータ内に取り込む技術であるイメージベースドレンダリング（Image 

Based Rendering : IBR）やイメージベースドライティング（Image Based Lighting : IBL）

の技術を用いて、仮想空間を構築する研究が進められている。 

 IBR および IBL の研究成果は、Paul Debevec (http://www.debevec.org)を中心にした研

究グループのものが有名である。Debevec らは、多数の写真を元に撮影時の照明条件を仮

想空間内に再構築して、CG 物体のリアルな合成を試みた。また、2002 年の SIGGRAPH

においては、仮想空間での照明条件をコンピュータ制御の LED 光源で再現して実世界で

の照明に用いる、LightStage3 と呼ばれるシステムを発表した[3]。このシステムにより、

現状のクロマキー合成にとって変わる、新たな実世界と仮想世界とのシームレスな統合が

可能になると考えられる。これらの研究も、テレイマージョンを支える技術となる可能性

を秘めている。 

 IBR, IBL では、撮影された風景を光源と仮定して、仮想空間内の CG モデルの照明を行

うが、そのためにはダイナミックレンジの広い画像フォーマットが必要である。そこで、

HDR image（High-Dynamic Range image）と呼ばれる、各ピクセル値を小数値で表す画
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像フォーマットが提案されている。 

 IBL の手法は、最新の RenderMan（CG 映像を生成するためのソフトウェア：

RenderMan Release11, https://renderman.pixar.com/）に採用されており、また、一部の

グラフィックカード上では、リアルタイムに IBR の画像を表現できる。 

 

3.9.4 ビジュアリゼーションとビジュアルデータマイニング 

“seeing is believing” - 「百聞は一見にしかず」。人の視覚情報による理解力を示すこと

わざである。コンピュータを用いて大量のデータを画像に変換し（ビジュアリゼーション）、

視覚化されたデータから意味のある情報を探り出す（ビジュアルデータマイニング）技術

は、多次元情報から的確に必要な情報を抽出し、人間の判断を補助するものとして重要な

技術であると考える。 

 

3.9.4.1 コンピュータによるデータの視覚化 

コンピュータによる大量データの高速処理は可能であるが、人間がそのような膨大なデ

ータを瞬時に的確に理解することは困難である。一方、画像化されたデータに対する人間

の理解力は、きわめて高い。例えば、天気図から明日の天気を予想したり、CT 画像から

病巣を見つけ出したりすることができる。 

 コンピュータを用いて、複雑な現象や大量のデータ、目に見えないデータを人間に理解

しやすい形に視覚化する技術が、コンピュータ・ビジュアリゼーション (computer 

visualization)である。コンピュータ・ビジュアリゼーションは、その目的に応じて、以下

のような分類ができる[4]。 

 サイエンティフィック・ビジュアリゼーション： 
  気象情報や流体解析の結果などの複雑な数値データの可視化など 

 エンジニアリング・ビジュアリゼーション： 
  振動解析や応力解析のような、設計に関わる測定・解析データの可視化など 

 メディカル・ビジュアリゼーション： 
  CT 画像の表示や器官の視覚化のような医療診断のための情報の可視化など 

 ビジネス・ビジュアリゼーション： 
  プレゼンテーション支援を主とした統計結果などの可視化など 

 エデュケーショナル・ビジュアリゼーション： 
  わかりやすい教材の提供のための可視化など 

 コンピュータビジュアリゼーションは、対象の時空間のスケールに依存せずに、好きな

見方で、対象を壊さずに、高い再現性で繰り返し探ることが可能である。したがって、理

想的には、コンピュータ上で理論と実験を対置することが可能になる。 
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3.9.4.2 ビジュアルデータマイニング 

 単なるデータの可視化ではなく、人の見やすい画像や動画にデータを変換したり、変換

後の画像データから再度情報を抽出するとともに、大量のデータを再度人間に理解しやす

い情報に変換する、一歩進んだビジュアリゼーションが必要である。すなわち、人間とデ

ータ、可視化画像間におけるインタラクションが必要とされる。このインタラクションが

ビジュアルデータマイニングである。 

 図６、７にビジュアルデータマイニングの例を挙げる。これらの例は、ウェブサイトへ

のアクセス数や更新日時を視覚的に表したものである。このような膨大なデータも視覚化

することで、ビジュアルに大局を把握することが可能になり、また、全体での特殊なケー

スも浮き彫りになってくる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ ウェブサイトの全体像を表現した例 
（日本アイビーエム（株）東京基礎研究所 伊藤貴之氏 提供） 

 
個々の棒グラフが個々のウェブページに相当する。アクセス数を棒グラフの高さで
表現し、更新日時で棒グラフが色分けされている。 

図７ ウェブサイトへのアクセス分布の表現例
（日本アイビーエム（株）東京基礎研究所 

伊藤貴之氏 提供） 
 

灰色のドットは、該当する時間帯にアクセスがな
かったウェブページを表している。赤色の棒は、
該当する時間帯にアクセスがあったウェブページ
を表しており、その高さがアクセス数を表現して
いる。灰色や赤色のドットを囲む長方形の境界線
は、ディレクトリ階層を表わす。 
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例えば、図７の右上にある緑丸は、あるディレクトリ内部の 100 個以上のウェブページ

が、ある一定時間内（1 時間以内）にすべてアクセスされたことを示している。その後、

該当するウェブページ群は、すべてオープンソースの API マニュアルのページであること

が判明した。このような熱心な潜在的閲覧者によるアクセスは、従来のアクセス分析ツー

ルによる棒グラフ表示やランキング表示で発見することは困難であるが、視覚的にデータ

マイニングすることで容易に発見できる。 

(http://www.trl.ibm.com/projects/webvis/index.htm) 

 

3.9.5 遠隔コラボレーション 

以上で述べたテレイマージョン技術とビジュアルデータマイニング技術を有機的に結合

することで、有効な遠隔コラボレーションが実現可能になる。すなわち、地理的な制約条

件を取り払い、コンピュータの補助による知的で効率的な協同作業の環境が提供できるの

である。 

遠隔コラボレーションに関しては、既にいくつかの実証実験が進められている。例えば、

GM では、車のデザインにあたり、Detroit, Brazil, Germany（Opel）の３拠点を結んで、

バーチャルプロトタイピングを行っている。 

遠隔コラボレーションを発展させることで、新たな遠隔教育のプラットフォームを提供

できるかもしれない。例えば、GeoWall Consortium (www.geowall.org)では、VR 技術を

教育分野に応用し、地球科学の体験的学習環境の実現を目指している。この環境をネット

ワークで結合すれば、地球環境に対して全世界で考える「学びの場」を提供できるであろ

う。 

 

 

 

 

図８ GeoWall の概念図（Web より転載） 
安価な VR 表示技術により、データの可視化技術
を教育の場に導入している。 
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平成 14 年度より文部科学省が新たに開始した、情報通信分野における「IT プログラム」

1の委託事業のうち「e サイエンス」実現プロジェクト2の実施テーマの１つである「スーパ

ーコンピュータネットワーク上でのリアル実験環境の実現」の研究プロジェクトが進行中

である。この研究開発は、北陸先端科学技術大学院大学、富士通のほか、京都大学、広島

大学、日本原子力研究所、金沢医科大学の計６機関による産学官共同プロジェクトとして

実施されている。 

このプロジェクトでは、時間・空間・組織・分野の違いを超えた新たな研究開発環境と

して、疑似体験共有によるコラボレーションや遠隔共同実験などを実現するスーパーコン

ピュータネットワーク上でのリアル実験環境の構築を目指している。 

実応用分野における適用例としては、分野横断的な循環器疾患診断治療支援が挙げられる。

ここでは、動脈瘤を対象とし、CT/MRI画像を元にした血管（構造計算）と血流（流体計算）

の連成解析とその統計データ解析により、診断や治療の支援を行う。例えば、患部の実画

像に高速ボリュームレンダリングによる高精細CG画像を重ねあわせる（リアルタイムテク

スチャ）ことにより、外科手術をアシストしたり医療教育に利用する仕組みを提供したり、

診断データ及び解析結果をデータベース化し、データマイニング手法を用いた診断のIT化

を実現することを想定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 IT プログラム 
 我が国が取り組むべき情報通信分野の国家的な研究開発課題について、産学官の最も能力の高い研究機

関を結集し、総合力を発揮できる体制により取り組むことを目的として、平成 14 年度から文部科学省が新

たに開始した委託事業。 
2 「eサイエンス」実現プロジェクト 

 研究開発現場に高速研究情報ネットワーク等の高機能 IT を活用することにより、研究開発スタイルを変

革し、新たな研究分野（融合研究領域等）を創出する「eサイエンス」の実現に向けた、研究情報基盤技

術の開発・整備・実証等を行うプロジェクト。 

図９ 分野横断的な循環器疾患診断治療支援 
グリッドコンピューティングのインフラとテレイマージョン技術の融合による、新たな医療
環境の提供を目指す 
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3.9.6 おわりに 

 テレイマージョン技術の発展により、地理的にバリアフリーな環境が実現できるだろう。

それはすなわち、物流以外の物理的な交通量（人の移動量）の削減につながり、安全性や、

環境問題、地域格差などの問題を解決してくれる手段のひとつになる可能性がある。また、

ビジュアルデータマイニングは、可視化技術にさまざまな「知識」を付加することにより、

人間のソフト面でのバリアフリーを実現してくれるかもしれない。画像や映像は言語と違

って、世界共通である。テレイマージョン技術とビジュアルデータマイニング技術の有機

的な結合により、次世代のビジュアルコミュニケーション環境の実現が期待される。 
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3.10 昨今の音楽情報処理における研究プロジェクトについて 
平田 圭二 委員 

 

3.10.1 はじめに 

本節では、昨今の新しい音楽情報処理研究の流れを象徴するような国際的研究プロジェ

クトを 5 つ紹介する。 

昨年の報告書では、新しい音楽情報処理研究の特徴は、(a) 音楽理論を援用し音楽の意

味を考慮した処理を実現すること、(b) 応用システムをインターネット/Web 上に展開する

こと、(c) 実現対象とするタスクが、作曲、編曲、演奏という大粒度のものから検索、模

倣という中粒度のものに変化したことの 3 点であると述べた。これらを念頭に置いて、今

年 3 つの音楽情報処理関連の国際会議に参加した (International Conference on Music 

and AI (9 月, Edinburgh)、International Computer Music Conference (9 月, Gothenberg)、

International Conference on Music Information Retrieval (10 月, Paris))。得た所感は以

下の通り。 

(a) の試みは地道に続けられている。論文はある程度の件数発表されているものの、決

定的なブレークスルーには至ってないようだ。現在、確立しつつあるサブ研究分野として

は、メロディ分割、メロディ類似度、楽曲構造分析、声部分離、演奏表情分析/合成、音楽

データベースのインデキシングなどがある。 

(b) に関しては実際に多数の事例を見出すことができたが、アプリの動作環境としてモ

バイル端末を想定したものも発表されていた。例えば、ユーザの嗜好を反映した playlist 

(ラジオ局やレコード店の推薦盤/曲リストのこと) の自動作成が目を引いた。 

(c) に関しては対象タスクが中粒度に変化しただけではないように感じた。音楽情報処

理におけるタスクは大きく生成系 (制作系) と認識系に分類できるが、現在注目されてい

るのは中粒度でかつ認識系のタスクである。信号レベルのパターン認識技術に限定し、(a) 

のような意味レベルまで踏みこまなくとも、有用な商用アプリケーションが組めるのでは

ないかという実績と期待の反映である (これは、昨今の統計的自然言語処理の隆盛を連想

させる)。また、生成系 (制作系) に敢えて取り組まないことで、他分野の研究者の参入が

容易になり、一般の人でも利用可能な音楽システムの研究開発であることがより明白にア

ピールできるため、研究リソースが集まってきている。 

現在欧米では、上述した音楽情報処理の新しい研究の流れを象徴するような研究プロジ

ェクトが、NSF、FP5 (FP6) 等から支援を受けて進行中である/あった。本報告では、そ

の 中 か ら  OMRAS 、 CUIDADO 、 WEDELMUSIC 、 MUSICNETWORKS 、

SALIERI/GUIDO を取り上げ紹介する。 
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な お 、 FP5 1 , FP6 関 連 の プ ロ ジ ェ ク ト  (CUIDADO, WEDELMUSIC, 

MUSICNETWORK) の詳細は http://www.cordis.lu/ist/projects/projects.htm のページ

より調査できる。 

 

3.10.2 OMRAS (Online Music Recognition and Searching) 

表１ OMRAS プロジェクトの概要 

研究費 米国 NSF の Digital Library Initiative Phase 2 と英国 Higher Education 

Funding Councils の Joint Information Systems Committee (JISC) が共

同で運営する International Digital Libraries programme より研究費助成を

受ける 

研究組織 米側: Massachusetts Univ. Center for Intelligent Information Retrieval 

(CIIR), Indiana Univ. Johns Hopkins Univ.、英側: King's College London 

(KCL), Oxford Univ., Queen Mary College, London 

研究代表者 米側 Bruce Croft (CIIR), Donald Byrd (Indiana University)、英側 Tim 

Crawford (元 KCL、現 City University, London), Matthew Dovey (元 

KCL、現 Oxford University) 

プロジェク

ト期間 

1999 年 6 月からの 3 年間 

参考資料 http://omras.dcs.kcl.ac.uk/ 

http://www.elec.qmul.ac.uk/research/projects/nsf_9905842_omras.html 

 

3.10.2.1 プロジェクト概要 

OMRAS は、大量の音楽情報が様々な形式でインターネット上のオンラインデータベー

スに格納されているような状況において、コンテンツに基づく効率の良い音楽情報検索の

技術及び使い易いプロトタイプシステムを研究開発する米英共同プロジェクトである。 

特徴は、一般ユーザでも利用でき、2～3 年以内に産業利用可能な技術開発を目指してい

る点である。しかし、プロジェクトには企業は参画していない。 

                                                   
1 Fifth Framework Programme の略。欧州の産業振興のために EC (European Community)、EU 
(European Union)が支出する研究開発費は、1984 年以降 framework と呼ばれる単位で管理されるように

なった。1 つの framework の期間は 4~5 年で、その期間中いくつかの重点的な研究テーマが設定される。

Fourth Framework は 1994 年～1998 年 (総額 132 億 ECU)、Fifth は 1999 年～ 2002 年 (総額 150 億

Euro) であり、そのうちの約 24%が 4 年間の内に IT 関連、通信関連研究に支出された(年間 1200 億円)。
FP6 は 2002 年～2006 年で総額 163 億 Euro である(その内 IT 関連は 22%程度)。 
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図 1 OMRAS のロゴ 

 

3.10.2.2 研究テーマ 

(1) 多種のデータフォーマット 

インターネット上の音楽データにはオーディオデータ、MIDI データ、楽譜データ等が

ある。従来の音楽検索システムでは、楽曲に関係するテキスト情報 (曲名、演奏者、作曲

者等) を用いることが多く、そのような多種のデータに渡って十分な性能を出しているシ

ステムは少ない。 

OMRAS で問合せ可能なデータフォーマットは以下の 3 つである: 

a. 楽譜データレベル (市販楽譜エディタ等で用いられているもの)、 

b. 演奏データレベル (MIDI)、 

c. サウンドデータレベル (デジタルオーディオ、例えば wav)。 

この 3 種類に対応した音楽データ表現を設計し、データベース中やシステム内部で利用

する。 

 

(2) UI  

従来のテキストベースの音楽検索システムにおける UI の欠点として、問合せの作成が

面倒、結果表示が分かりにくい、システム利用に習熟しなくてはならない、メンタルモデ

ルがアドホック等が指摘されている。OMRAS の検索問合せと結果表示では、実際の音や

可視化を用いた直感的なインタフェースを採用する。検索問合せを投入するインタフェー

スでは、問合せの新規作成、再利用、修正が容易に実現でき、ユーザは検索問合せの結果

をチェックし次の問合せに反映させることができる。また、内部表現データを可視化、再

生、モニタする機能も開発され、特に非専門家のための GUI 構築に注力している。 

 

(3) 検索手法 

検索手法に関連した研究テーマを挙げる: インデックス生成法、インデックスの最適長
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決定法、インデックス・ファイルの検索法/管理法、音楽的 (近似) 照合法の設計等。 

 

(4) 評価用ベンチマークの作成 

ISMIR 2002 では Stephen Downie (University of Illinois at Urbana-Champaign) が 

chair を務めた "Creaton of Standardized Test Collections, Tasks, and Metrics for 

Music Information Retrieval (MIR) and Music Digital Library (MDL) Evaluation" とい

うワークショップが開催された。MIR/MDL 業界における TREC (Text Retrieval) 風の共

通標準評価枠組みの構築を目指している。本ワークショップ参加者が寄稿した原稿からな

る白書が公開されている (http://music-ir.org/evaluation/wp.html)。考慮すべき問題点と

して挙げられているのは、多種フォーマット音楽情報 (オーディオ、記号、楽譜、メタデ

ータ等) の合理的な統合法、実世界における問い合わせの分析と問い合わせタスクの選定

等である。 

 

図 2 音楽情報テストデータベースの利用イメージ 
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3.10.2.3 その他 

NSF は ISMIR (International Conference on Music Information Retrieval) の開催を

要請し、マサチューセッツ大学の提案を採用した (第 1 回 ISMIR 2000)。 

 プロジェクト成果物に関する情報が得られなかったので、調査を続行したい。 

直接的後継プロジェクトかどうかは不明だが、Digital Music Research Network 

http://www.elec.qmul.ac.uk/dmrn/ というプロジェクトが 2002 年 12 月発足している。 

 

3.10.3 CUIDADO (Content-based Unified Interfaces and Descriptors for Audio/music 

Databases available Online) 

表２ CUIDADO プロジェクトの概要 

研究費 ESPRIT2 28793, FP5 

研究組織 CUIDADO Working Group: 

IRCAM, SONY CSL Paris, Univ. of Pompeu Fabra (Spain), Ben 

Gurion University (Israel), Oracle Spain, CreamWare (Germany), 

ArtsPages (Norway) 

研究代表者 Huges Vinet (IRCAM) 

プロジェクト期間 ワーキンググループ発足 2000 年 (ESPRIT 28793)。 

FP5 は 2001 年 1 月からの 3 年間 

参考資料 http://www.cuidado.mu/ 

 

3.10.3.1 プロジェクト概要 

 次の 3 つの技術開発を目標としている。(i) オンライン音楽データベースのためのコン

テンツ (オーディオ) に基づく統一的なインタフェースとそのデスクリプタ抽出法。(ii) プ

ロ音楽家やスタジオのための楽曲特徴を利用したオーサリングシステム及び音楽検索シス

テム。(iii) レコード会社や著作権保有者が情報管理する際に必要となる技術。 

 対象とする音楽データは、低次のオーディオデータ (サンプル) から高次のデータ (曲名、

スタイル、リズム等) まで幅広い。MPEG 7 と MP3 規格を採用することで汎用的な技術

開発を目指す。 

 OMRAS と比較すると、プロジェクトとしては小規模であるが、これは目標を絞り込ん

                                                   
2 EU IT Programme の意味。情報関連産業を振興するには、タイミング良く研究開発を行い市場に投入

していく必要がある。そのために EC/EU における IT 関連研究、テレコミュニケーション(ACTS)研究、情

報サービスやインフラの充実(Telematics)等に支出する研究開発予算を Esprit という予算枠に一本化した。

FP5 以降は Society Technology program (IST)と呼ばれるようになった。 
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でいることの裏返しである。つまり、ユーザは専門家を想定し、欧州音楽産業との連携を

強く意識し、扱うデータは MPEG 7、MP3 に限定している。

 

図 3 CUIDADO システムの全体構成 

 

3.10.3.2 研究テーマ 

(1) 研究対象とする 3 プロセスと研究内容 

a.音楽分析プロセス: デスクリプタの抽出。最初は MPEG 7 の Instrument Timbre 

Description を参考にし、次に Multimedia Description Scheme を参考にする 

b.ナビゲーション・プロセス: 最新のデータベースシステム上に web と相互運用性を持

った音楽検索法とインタフェースを実装する。Java Beans と MPEG 7 DDL あるい

は XML を用いて実装。相互運用性は CORBA で実現する。 

c.制作プロセス: 聴取環境とオーサリング・ツールの提供 

 

(2) 従来の Web 上の音楽システムに対する不満 

 次のような不満が良く聞かれる: 情報過多なのに有用な情報が見つけにくい、類似した

オーディオを検索できない、オーディオデータの高速なブラウジングができない、音楽を

インターネット配信する際に貧弱なサービスしか付加できない、検索のためのキーワード

は提供側しか指定できない。 
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(3) 試作予定のアプリ 

ユーザの嗜好に従う音楽類似検索 (Music Browser) と自動編集 (Sound Palette) を実

現する。 

a. The Music Browser 

Web 上の音楽ファイルをモニタする機能を持ち、Web 上の音楽販売とカスタマイズさ

れたソフトウェアラジオとしても機能する。またユーザの個人性を考慮した学習機能 

(制約を利用した playlist 生成、個人プロファイラ) もある。 

b. The Sound Palette 

音楽制作者のためのオーサリング・ツール (検索、編集、処理)。オーディオデータから

抽出された特徴量を用いて、既存のオーディオ処理環境において稼働する。オンライン

版 (web 上でもスケーラブルに動作。 

http://www.ircam.fr/produits/technologies/multimedia/cuidado-e.html) とオフライン

版 (既存のオーサリング・ツール上に構築したコンテンツに基づく編集・処理環境) が

提供されている。 

 これら 2 つの試作プロトタイプは、以下の再利用可能なモジュールを含んでいる: オー

ディオ特徴量抽出器、統計的インデックス生成器、データベース管理機構、ネットワーク

対応の制約に基づくナビゲータ。 

 

3.10.4 WEDELMUSIC (Web Delivering of Music) 

表 3 WEDELMUSIC プロジェクトの概要 

研究費 FP5/IST 

研究組織 学術系 Universita' di Firenze, Institute for Language and Speech 

Processing (Greece), Fondazione Scuola di Musica di Fiesole (Italy), 

IRCAM, Fraunhofer Gesellschaft (Germany), Stichting Studieen 

Vakbibliotheek voor Visueel en Anderzins Gehandicapten (SVB) 

(Netherlands).  企 業 系  Artec Group (Belgium), Sugarmusic 

(Italy), CESVIT (Italy), Bmg Ricordi (Italy).   

研究代表者 Paolo Nesi (Universita' di Firenze) 

プロジェクト期間 2000 年 1 月より 2 年 4 ヶ月間 

参考資料 http://www.wedelmusic.org/ 
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3.10.4.1 プロジェクト概要 

WEDELMUSIC が目指す音楽環境とは、インターネットを介して出版社/作曲者からエ

ンドユーザに直接音楽情報 (楽譜記述等) が配信され、エンドユーザ側では配信された音

楽情報を処理 (編集、印刷) して演奏、器楽練習、学術等に利用するというものである。

音楽をデジタル情報としてやりとりすることで、大きな新規マーケット開拓につながるこ

とが期待される。 

他プロジェクトと比較すると、独自の標準規格を目指している点が大きく異なるってい

る。例えば、楽曲に関するあらゆる情報が記述できるような言語の提案や、クライアント

側のオールインワン的フロントエンド・ソフトウェア (機能的にはブラウザ、シェル、GUI、

ツール群を兼ねる) の提案など。ユーザとしては、やはり音楽産業 (出版社、レコード会

社) が中心だが、大学、図書館、一般ユーザも含んでいる。 

 

 

図 4 WEDELMUSIC システムの全体概念 

 

3.10.4.2 研究テーマ 

(1) 具体的な成果物 

次の 3 点である: 

a. XML に基づくオーディオ、音楽記号、イメージ、ドキュメントを統一的に記述す

るためのフォーマット 

b. 信頼性の高い著作権保護機構 
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c. インターネット上で音楽を創作、交換、格納、配布するためのツール 

(WEDELMUSIC editor)  現在 WEDELMUSIC editor v8.0 を配布中 

(http://www.wedelmusic.org/dld/dld.html)。 

 

(2) WEDELMUSIC editor 

以下にその特徴を挙げる: 多種類の楽譜が記述できる (記述力高い)、柔軟にカスタマイ

ズ (フォント、ビュー等)、転調/ピアノ符への変換/奏法符生成等の便利なコマンド群、点

字楽譜対応、歌詞記述機能、楽譜分析機能 (比較、検索)、種々のフォーマットに対応 

(WEDELMUSIC XML Notation, SCORE, MIDI, MOODS, etc.)。 

 

 
図 5 WEDELMUSIC editor の作業イメージ 
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3.10.5 MUSICNETWORK 

表 4 MUSICNETWORK プロジェクトの概要 

研究費 FP5/IST, FP6/IST 

研究組織 学術系: Universita' di Firenze, Institute for Language and Speech 

Processing (Greece), Fraunhofer Gesellschaft (Germany), Musik 

Informations Centrum Austria (Austria), University of Leeds (UK), 

IRCAM.  企業系: Central Research Laboratories (UK), Amazing 

Music World (Denmark), Interactive Labs (Italy), Exitech (Italy), 

Notissimo (France), Stichting FNB (Netherlands), Arca Progetti 

(Italy), Rigel Engineering (Italy).   

研究代表者 Paolo Nesi (Universita' di Firenze) 

プロジェクト期間 2002 年 8 月より 3 年間 (FP6) 

参考資料 http://www.interactivemusicnetwork.org/ 

 

3.10.5.1 プロジェクト概要 

楽譜記述の技術を確立し欧州の音楽産業やコンテンツ提供者と共にインタラクティブな

マルチメディア産業を振興することを目標とし、音楽情報に関する、標準化、表現法、配

信、著作権保護、セキュリティ、可視化等の技術開発を行う。コンテンツに関連した最新

の音楽分析技法の開発も行う。ユーザとしては、個人消費者、出版社、マルチメディア配

信者、音楽ショップ、教育機関、ソフトウェア開発者等を想定している。 

 さらに産業界や社会・文化へ波及効果を与えることもプロジェクトの目標に含まれる点

が特徴的である。例えば、音楽コンテンツ提供者/産業が研究成果により、アクセスし易い

協調的な環境の創出、マルチメディア音楽のための技術に関する講習会・技術移転の支援、

著作権保護を尊守する一方でマルチメディアコンテンツの制作・配布のための積極的なコ

ーディング規格標準化活動等である。これより結果として、(a) マルチメディア音楽配信

のマーケットにおける欧州企業の競争力増強、(b) コンテンツ保持者/提供者の協調と競争

を促し、新しい技術やモデル化技法を開発し、音楽アーカイブをデジタル化する際の障壁

を取り除くこと、(c) FP6 期間中に発生するであろう新ニーズへの準備、(d) e-publishing、

e-book、電子図書館、エンタテイメント・コンピューティング、e-commerce 等にならい、

新しい音楽制作と消費市場の開拓等が期待されている。 

MUSICNETWORK は WEDELMUSIC の枠組みを踏襲し、より押し進め具体化したも

のと言える。先行プロジェクトは WEDELMUSIC の他に HARMONICA、MIRACLE、

CANTATE が挙げられる。 
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図 6 MUSICNETWORK のコンセプト概略 

 

 
図 7 MUSICNETWORK の貢献が期待される分野 

 

3.10.5.2 研究テーマ 

7 つのワーキンググループでは次の研究開発活動を行う。 

(1) マルチメディア音楽記述方式 (WEDELMUSIC エディタをベースに)、 

(2) 音楽ライブラリ (複数ドメインを横断、メタデータ、情報検索等)、 

(3) 音楽記述の標準化 (MPEG 7/21 等を検討、インターネット対応、メディア統合)、 

(4) 音楽配信 (B2B、B2C、P2P、モバイル端末、Web-TV、トランザクションモデル

等)、 

(5) 音楽保護 (セキュリティ、暗号化)、 

(6) アクセス容易性 (UI、盲人用点字楽譜等)、 

(7) 楽譜イメージ処理 (浄書、手書楽譜読取、古典楽譜等)。 
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3.10.5.3 その他 

研究成果は、随時、関連する国際会議やイベント等で発表していく。 

2002 年 12 月 11～12 日 Darmstadt にて第 1 回 MUSICNETWORK Open Workshop

が開催された(WEDELMUSIC 2002 に併設)。 

 

3.10.6 SALIERI/GUIDO 

表 5 SALIERI/GUIDO プロジェクトの概要 

研究費 Darmstadt University of Technology (TU Darmstadt、ドイツ) 

研究組織 TU Darmstadt 

研究代表者 Holger H. Hoos (現 Univ. of British Columbia, カナダ (UBC) & 

TU Darmstadt) 

プロジェクト期間 1992 年開始。1998 年より GUIDO の開発に主軸が移る 

参考資料 SALIERI: 

http://www.informatik.tu-darmstadt.de/AFS/CM/SALIERI/ 

GUIDO: http://www.salieri.org/guido/ 

 

3.10.6.1 プロジェクト概要 

SALIERI の研究目標は、音楽のアルゴリズム的な側面に焦点をあてて、(1) 作曲、編曲、

楽曲分析のモデル化、(2) 音楽表現及び処理、(3) 応用システムや言語の設計と実装の 3 つ

である。SALIERI システムは、SALIERI 言語インタプリタとコマンドライン UI あるい

は GUI から成る。 

SALIERI は Holger Hoos の個人的な長期プロジェクトであり、研究費は大学のみから

得ているようだ。一方ではこのような個人的なプロジェクトを継続しつつ、同時に前述の

ような大規模な共同プロジェクトに参加するというスタイルの研究者は多いようだ。本節

では音楽記述に関連したプロジェクトという理由で GUIDO を取り上げる。 

 

3.10.6.2 研究テーマ 

(1) GUIDO 楽譜記述言語 

GUIDO は楽譜レベルで音楽を表現する形式言語である。伝統的な五線譜に含まれる情

報だけでなく、ユーザが処理に必要とするような情報を定義し記述することができる。記

述対象を柔軟に拡張することができるので、単純なモチーフから複雑なオーケストラ楽譜

まで容易に記述できる。 
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(2) GUIDO ソフトウェア 

現在提供されている GUIDO ソフトには次のものがある: NoteAbility (楽譜エディタ)、

GUIDO パーザ (C 言語)、GUIDO ファイル操作ツール、GUIDO フォーマット処理関数。 

また GUIDO HP (http://tempo.iti.informatik.tu-darmstadt.de/salieri/nview/ 

noteserver.html) では GUIDO NoteServer という無料オンラインサービスが提供されて

おり、ユーザが入力した GUIDO 記法 (GMN) の楽譜を五線譜の image ファイル (GIF, 

JPEG, PS) に変換できる。 

 

 
図 8 GUIDO NoteServer の出力例 
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3.10.6.3 その他 

SALIERI プロジェクトは Holger Hoos と Thomas Helbich (TU Darmstadt) によって

1992 年に始められた。1992 年に試作された SALIERI プロトタイプシステム用に楽譜記

述言語が設計され、それが GUIDO 音楽記述言語の前身となる。楽譜に現れる音楽的な構

造のレベルで表現、操作するというコンセプトで設計された (個々の音符のレベルではな

く)。1996 年 H. Hoos による SALIERI の仕様の見直しが行われ、GUIDO 楽譜記述言語

が誕生する。同時に sic!system (Salieri Interactive Computing Inc.) が設立され

SALIERI システムの開発を担当する。1997 年以来 Keith A. Hamel (UBC) が GUIDO 言

語や処理系の改良や実装を担当している。 
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3.11.1 はじめに 

現在の音声認識は、HMM1（隠れマルコフモデル）と統計的言語モデルに基づく手法が

主流となっており、その枠組み内では技術的にほぼ確立されている。本章ではまず、この

ような枠組みの限界を検討し、その改善を目指す試みを紹介する。そのような手法のうち、

ここでは主として音響モデルを中心とした認識アルゴリズムについて概観し、位置づけと

方向性をまとめる。次に、このような音声処理技術の応用に関して、実用化の展望を探る。

そのなかでも、音声認識技術の応用については、これまでに、認識対象語彙の拡大や認識

精度の向上などの改良が進められてきたにもかかわらず、現在のところ、広く普及し利用

されるには至っていない。ここでは、そのような広範囲の普及の鍵となるような要因とし

て、小型化と低価格化を中心に検討し、その事例を紹介する。 

 

3.11.2 次世代音声認識手法の動向 

3.11.2.1 HMM の限界 

まず、現在確立されている音声認識手法の概要とその問題点を述べる。現在主流となっ

ている統計的音声認識の枠組みは、以下のように定式化される。 

)()|(argmax)|(argmax wPwxPxwPw
ww

⋅==)  

このとき、 P(x|w)を音響モデルに、P(w)を言語モデル対応させることにより、認識ス

コアは対数尤度を用いて「音響モデルの尤度 ＋ 言語モデルの尤度」で表されることにな

る。通常、音響モデルとしては、音素を単位とする HMM を単語辞書に基づいて連結した

ものが用いられる。言語モデルとしては、範囲の限定された小さいタスクでは、構文的文

法やネットワーク文法などが用いられるが、ディクテーションなどの大語彙タスクでは、

そのような文法を記述することが実際上不可能であるため、連鎖統計モデルが用いられる。

連鎖統計モデルは、n-gram とも呼ばれ、ｎ個の単語の並びが出現する確率を統計的に求

めたものである。 

このような枠組みの限界を考える際にも、言語モデルの限界と、音響モデルの限界に分

けて議論することができる。音響モデルの改善による約 5%の認識率の向上と、言語モデ

ルの改善による約 50%のパープレキシティ（平均分岐数）の減少とが、ほぼ同等の効果に

                                                   
1 Hidden Markov Model 
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相当するという報告もあり[1]、ここでは、主として音響モデルについて議論を進める。た

だし、米国 DARPA のプロジェクトで採用された SWITCHBOARD コーパスのような、自

由発話文に対しては、未だに 50%程度の認識率しか達成されておらず、このようなタスク

に対しては、言語モデルの本質的な改良が必要と考えられる。 

一般に、HMM の限界として次のような要因が挙げられる。 

1) 継続時間長のモデル化が弱い 

2) 各時点（フレーム）での出力確率が、単一の状態（または２状態間のリンク）にのみ

依存する（それ以外は独立）と仮定している。 

1)は状態遷移を単純マルコフ過程で近似したこと、2)は出力確率の依存条件を単一のリ

ンクで近似したことに起因する限界である。 

これら各々の弱点を回避するための手法として一般的に、1)に対しては、明示的な継続

時間長モデルの導入が、2)に対しては、回帰や導関数に基づく動的特徴量が広く用いられ

ている。2)に対しては、これ以外にも、条件付き Gaussian HMM[2]や Segmental HMM[3] 

の適用が検討され、有効性が確認されている。また、継続時間長以外にも単純マルコフ近

似による限界として、音韻的環境以外にも考慮するべき様々に異なる状況（例えば、状態

ごとの確率分布で表現しきれないような話者による変動や、韻律環境など）に対するモデ

ルの依存性が表現できない、という問題がある。その対応策としては、Bayesian Net[4]

や Markov Random Field[5] などが研究されている。また、上記のような近似による悪影

響を直接的に回避する手法として、変分ベイズ法[6]なども検討されている。また、モデル

の分布が事象に正しく適合していない場合は、上記のような最尤の枠組みの前提がくずれ

ることになるため、上記の式に基づく決定が必ずしも最適とはならない。このため、直接

的に識別誤りを最小にする手法として、識別誤り最小化（MCE2）規準に基づく手法が研

究され、有効性が報告されている[7]。 

以下の各節では、このような問題点の解消を目指して現在の手法を拡張していく方向性

を、４種類の流れに大別して紹介することにより、今後の音声認識手法の動向を位置づけ

る。 

 

3.11.2.2 セグメントモデルに基づく HMM の拡張 

 通常のHMMが各状態（または各リンク）から１つの観測ベクトルを出力するのに対し、

M. Ostendorf らは、ひとつの状態（セグメント）から可変長の観測ベクトル列を出力す

るような統計的セグメントモデルを定式化した[8]。出力を可変長のベクトルとして扱うこ

                                                   
2 Minimum Classification Error 
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とにより、モデルの出力を区分定数としてでなく、滑らかな軌道（trajectory）として表現

すことができ、表現能力が拡張される。また、セグメントモデルに確率的動的システムを

導入することにより、通常の HMM および、その改良としての継続時間長制御 HMM や条

件付き Gaussian HMM などは、セグメントモデルの特殊な場合として位置づけることが

できる。出力される trajectory の決定方法や、セグメント化の方法などに関して、多くの

可能性が考えられ、HMM を発展させる枠組みの指針として期待される。 

 

3.11.2.3 複数モデルによる HMM の拡張 

 HMM を含む統計的パターン認識手法に共通する限界として、認識対象が学習用サンプ

ルに適合する場合は有効に機能するが、学習用サンプルとして想定外の入力に対しては、

精度が大幅に低下するという問題がある。例えば、マイクの特性や雑音環境や残響などが、

想定したものと異なれば、認識精度は大きく低下する。これに対処するための最も一般的

な方法は、学習サンプルを対象に合せて拡張するとともに、モデルのパラメータや状態数

を増やして、HMM の表現能力や精度を向上させることである。これまでにも、そのよう

な方向性としては、出力確率分布の混合数を増やしたり、音素単位のモデルを triphone

と呼ばれるような音素環境依存型のモデルにしてモデル数を増やす、などの拡張が行われ

てきた。このような方向は、CPU の演算速度など処理能力の向上と、学習用のサンプルな

どの音声データベースの大容量化が前提となるが、近年のハードウェア技術の急速な進歩

により、適用可能な規模は急激に拡大している。 

処理能力が拡大したとしても、単純にモデルの状態数や学習サンプルの種類を増やすだ

けでは、学習が局所最適解に陥る可能性が高く、有効に機能しない。これに対し、異なる

環境のサンプルで学習したモデルを、単一の HMM の中の複数のパスとして統合するマル

チパス音響モデルの研究が、近年活発に進められている[9]。これは、学習サンプルの状況

を予めヒューリスティクスにより整理することにより、学習が有効に進むようにした手法

として捕えることもできる。 

このような方向をさらに進めれば、統計的な一般化を行わず、サンプルをそのまま標準

パターンとして記憶するような、事例に基づく手法に発展する可能性がある。このような

手法は、現在の統計的手法が主流になる前に、DP3マッチングや k-NN4などの手法ととも

に広く使われてきたが、学習サンプル数やモデルの精度の問題もあり、統計的手法に対抗

できなかった。しかし、近年は人工知能や自然言語処理などの分野において、事例に基づ

く手法が注目されてきており、今後さらに計算機の処理能力が拡大すれば、パターン処理

                                                   
3 Dynamic Programming 
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においても、大きな流れとなる可能性があると考えられる。 

 

3.11.2.4 大局的特徴の利用 

 現在の手法では、ほとんどの場合、HMM を音素単位でモデル化しており、文脈や状況

に関しては、前後の音素程度の環境しか考慮していない。これに対して、大局的状況に関

する特徴を利用することにより、性能の改善が期待される。 

大局的状況としては、収録環境なども含めて様々な要因が考えられるが、ここでは主と

してコミュニケーションに関する状況について述べる。そのような状況は大局的特徴とし

ては主に韻律として現れる。韻律的特徴には、アクセントによる単語の意味の違いや構文

的な区切りといった言語的状況以外にも、話し手の自信や態度といったパラ言語的状況や、

感情などの非言語的状況なども反映される。韻律的特徴としては、基本周波数、パワー、

発話速度などがあるが、これ以外にも母音の韻質と呼ばれるような、フォルマントやスペ

クトル的特徴としても現れる。従って、韻律的状況によって音響モデルを変えたり制御し

たりすることにより、性能の改善が期待できる。それ以外にも、韻律から構文的情報を取

り出し、これを利用して、認識候補の探索空間を最適化する手法などが研究されている[10]。

従来から、韻律的特徴の重要性は認識されていたものの、認識に有効に利用することは困

難とされてきたが、音声認識の対象が自由発話や話し言葉に移行するにつれて、韻律の重

要性は高まっており、今後の研究の進展が期待される。 

韻律的特徴に限らず、スペクトル的特徴空間における大局的特徴を音韻的特徴と並行し

て抽出し、認識に利用する手法は、今後研究が期待される分野である。そのひとつとして、

大局的特徴をストリームとしてトラッキングしながら抽出する手法の研究が注目される

[11]。複数話者の音声の分離だけでなく、話者ごとの大局的特徴を抽出して正規化に利用

したり、認識の単位を音素だけでなく文節や文などの長い単位で扱うような場合の特徴抽

出にも、応用が期待される。 

 

3.11.2.5 認識単位・記号系の検討 

 音声認識は、一般的に捉えれば、音響的信号を言語的記号に変換するシステムである。

このようなアナログ情報（パターン情報）から記号情報への変換を、どの時点（レベル）

で行うかということに関して、様々な可能性が考えられ、手法のバリエーションとなる。

記号化により、計算機の処理の効率が向上するが、いくつかのパターンをひとつの記号に

統合する際に、細かい情報が捨象され、一般的には精度が低下する。従って、認識対象に

適したモデル化と記号化を行うことが、システム設計の上で重要である。音声信号を直接

的に記号に変換する方式は、音声符号化と呼ばれ、簡易な手法としては、クラスタリング
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に基づいて記号化を行うベクトル量子化（VQ5）が広く用いられる。これは HMM に基づ

く音声認識にも適用され、VQ に基づいて出力確率を定義する離散 HMM や、VQ 符号に

連続的確率分布を付加した Semi-Continuous HMM などがある。また、音響モデルの単位

は、音声認識が出力する記号の基本単位であり、この設計は、認識手法や性能に大きな影

響を及ぼす。以前には、簡易型の単語認識システムとして、単語単位の音響モデルが用い

られることもあったが、現在では、ほとんどの場合、音素を単位とした音響モデルが用い

られている。これに対して、音節、半音節、半音素、音素片など様々な単位が検討され、

性能の改善も報告されている。また、このような単位を、人間が言語学的知見に基づいて

予め与えるのではなく、音声サンプルからボトムアップに自動生成する手法も重要になる

と考えられる[12]。さらに、前節でも触れたように、状況に応じた可変長の認識単位を利

用する手法なども期待される。 

音素は、言語体系に応じて定義される単位であるため、多言語に対応した音声認識シス

テムを構築する際に問題となる。言語ごとに認識システムを設計して、その結果を統合す

る手法も考えられるが、多言語をシステム中で統一的に扱う場合には、音素体系の共通化

を考慮する必要がある。このような体系として、音声学の分野で用いられている国際音声

記号（IPA6）がある。これは、発音記号に近い単位であり、時間方向では音素と同程度の

長さの単位となる。同じ音声記号で表される音声でも、異なる言語においては実際の物理

的特徴にかなり違いがあると考えられるため、田中らは、VQ のレベルと IPA のレベルの

中間的な共通記号系を設計し、音声認識や音声検索に適用する研究を行っている[13]。放

送音声データベースなどを音声発話のキーワードで検索するような音声検索の手法として

は、主として次の２通りが考えられる。 

1) 音響的特徴や VQ のレベルでマッチングを行う。 

2) 音声データベースをいったん音声認識によってテキストに変換し、同じくテキスト

に変換したキーワードと、テキストレベルで検索する。 

1)は、マッチングの計算量が膨大になる問題が、2)は、認識誤りの問題や、多言語やノ

ンネイティブなどの話者に応じた認識システムを構成する必要があるなどの問題がある。

中間的共通記号系は、これらを最適化するような記号化レベルを探る試みである。 
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3.11.3 音声処理技術の実用化の動向 

3.11.3.1 音声処理技術の実用化の鍵 

 前節では、現在の音声認識アルゴリズムの限界と、それを乗り越えようとする試みにつ

いて述べた。これは、音声認識の認識精度自体を向上させようとする方向である。しかし、

このような限界があるとはいえ、雑音の少ない環境で、マイクからの距離が近く、書き言

葉的な文章をある程度正確に発声する、などの条件が満たされれば、現在の技術水準でも、

数万語の対象語彙を含む連続音声に対して、90%以上の認識精度が得られる。つまり、こ

の水準でも、使い方によっては、応用範囲を拡大していく可能性は多く残されていると考

えられる。本節では、音声認識の応用が生活の中で広く普及するようになるための、認識

精度以外の要因について述べる。 

 これまでにも、本調査研究の報告において、音声認識技術の実用化を進めるための課題

として、 

1) 認識対象の拡大と認識精度の向上 

2) ユーザーインターフェースの改良 

3) 意味や意図など人間並みの知的能力の実現 

などを挙げた[14]。また、現在の技術水準の制約のもとで適用可能な応用分野として、 

1) 高度な意味処理を必要としないもの（ディクテーションや音声検索など） 

2) 認識対象となる状況が限定されるもの（パソコンの OS やアプリケーションのメニ

ューの代替、秘書システム、電話応答案内システムなど）、 

3) 必ずしも正確な応答を必要としないもの（ゲームや玩具やペットロボットなど） 

を挙げた[15]。本報告では、システムの実装上の観点を中心として、実際の製品化の上で

は、上記のような情報処理技術に関する要因よりも、むしろ小型化と低価格化といった実

装上の要素技術に関する要因が重要である、という観点で述べる。 

 

3.11.3.2 小型化と低価格化 

音声認識の研究は、通常ワークステーション（高速 CPU の PC や PC クラスタなどを含

む）上で行われるため、その時点での最先端の性能を期待して製品化しようとすると、サ

ーバ型の大規模システムが必要になる。電話による音声応答(CTI7 / IVR8)など、このよう

な大規模システムでも実現可能な応用分野もあるが、通常の家電製品などを想定した場合

は、小規模の組込みシステムとして実装する必要がある。従来は、組込みシステムにおけ
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る音声処理には、DSP9が用いられることが多かったが、近年は、ほとんどの場合、組込み

用の小型マイクロプロセッサ（MPU10）が用いられるようになってきた。これは、MPU

の処理速度の向上と、低価格化によるものであり、現在は、数十から数百 MIPS の組込み

用低消費電力型 MPU が、数百円から数千円で利用できるようになっている。すなわち、

ここ数年で、組込み用 MPU の処理性能は約 10 倍に向上し、同一性能あたりの価格は約

1/10 に低下した。 

さらに、部品や実装上のコストだけでなく、音声認識技術自体のコストも低下している。

HMM などの技術が確立され、開発用ミドルウェアやソフトウェアツールや普及すること

により、専門家でなくても、比較的容易にプログラムの一部として音声処理機能を組込む

ことが可能になってきている。また、MPU を採用することにより、DSP や専用チップを

用いる場合と比べて、汎用のプログラミング言語を利用することができ、ソフトウェア上

でも開発コストを低減できる。また、汎用 MPU は、他の機能を実現するためにも、いず

れはほとんどの機器に組込まれることになると予想されるため、そこに音声機能を追加す

る形であれば、コストはさらに低くなる。 

このような状況の変化は、音声処理技術の応用のされかたにも変化をもたらす。これま

では、音声認識機能を組込むことが、その製品のコストにおいて大きな負担となるため、

その機能が大きな効果をもたらさなければ、採用する意味を見出せなかった。しかし今で

は、コストに占める割合を、無視できる程度に抑えることができるため、すべての家電製

品に、いわばオマケの機能として組込むことも、不可能ではなくなってきている。例えば、

駅の切符販売機やビデオレコーダの予約などに音声認識機能を使うような場合に、従来は、

その機能の有効性を前面に押し出す必要があったため、少しの認識誤りがあっても「使え

ない」システムとして切り捨てられてしまう傾向があったが、通常のボタン操作などによ

るインターフェースと併用する形で、オマケとして音声認識機能を提供するようになれば、

多少認識精度や使い勝手に問題があっても、身体的障害などにより通常のインターフェー

スの利用が困難なユーザや、手荷物などの状況によっては、利便性が向上につながるし、

そうでない場合には従来のインターフェースを使える。このようにインターフェースを選

択的に利用できるような製品を提供していくことにより、無理なく普及が進むと期待でき

る。これが進めば、将来的には、どのような製品にも音声認識機能が組込まれ、どこに居

てもボタンなどの入力装置を意識することなく機器を利用できるというような、所謂ユビ

キタスな環境の実現に近づくと期待される。 

 

                                                   
9 Digital Signal Processor 
10 Micro Processing Unit 
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3.11.3.3 事例 

 上で述べたような、小型 MPU を用いた音声処理装置の製品の事例を紹介する。 

写真１は、組込み用音声認識装置の例である（ケンウッド社製）。約 20MIPS 程度の組

込み用 MPU を用い、数百から数千語程度の不特定話者音声認識を 20cm 角程度のワンボ

ードで実現している。開発用ボードのため、プログラム書き換え用のフラッシュメモリな

どが含まれているが、製品としてプログラムを動作させるだけであれば、MPU とメモリ

のみで構成して、３から４チップ程度で実装できる。他に、このボードでは、下段のアナ

ログ回路により、雑音対策などを実現している。 

写真２は、１DIN サイズの車載用 PC の試作機である（ケンウッド社製）。音声処理専

用ではなく汎用装置の例として紹介する。これは、MPU としてクロック 800MHz の

Crusoe（Transmeta 社製）を採用した、PC/AT 互換パソコンで、通常の Windows2000/XP

や Linux などの汎用 OS が動作する。USB や PC カード（PCMCIA）や Bluetooth など

の一般的な外部入出力インターフェースを備えているため、USB カメラや GPS などのセ

ンサからの情報の取り込みや、無線 LAN によるインターネット接続なども可能である。

近い将来において、道路上の通信インフラの整備が進み、これと連携した電子商取引シス

テムが発展すれば、道路情報の把握やドライブスルーなどのサービスの利用が拡がり、ITS

やテレマティークにおける中心的デバイスとなると期待される。また、自動車の制御情報

も含めた車載電子機器の電子的なインターフェースの統一化が進めば、自動車の安全な運

行にも寄与すると考えられる。このような車載 PC 上で、通常の汎用 PC 用の音声認識・

合成ソフトウェアを問題なく動作させることができるため、自動車の電子化においても、

音声処理技術の導入が急速に進むと予想される。 

 

 

 

写真２ 車載用 PC 写真１ 組込み用音声認識装置 
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3.11.4 おわりに 

 次世代音声認識の動向として、認識手法の発展の方向性を、セグメントモデル、複数モ

デル、大局的特徴、認識単位の４通りの潮流として紹介した。また、今後の音声認識技術

の普及のためには小型化と低価格化が鍵となる、という観点で、実用化の動向について述

べた。音声認識システムの課題としては、これ以外にも、複数の話者が同時に発話するよ

うな状況への対応や、話者がマイクから離れた場所で移動するような状況、雑音や BGM

などへの対応など多くの問題が残されている。現在は、多くのユーザが、音声認識システ

ムを実際に使ってみると、期待に反して「使えない」と評価することが多いが、「使える」

と評価が近い将来逆転することを、最後に希望的予測として記したい。 
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3.12 アクティブオーディションを利用した 

ヒューマンロボットインタラクションの高度化 

中臺 一博 講師 

 

3.12.1 はじめに 

近年、ヒューマノイドを代表とするロボットは AI のテストベッドなど研究目的として

の利用にとどまらず、人間と知的なソーシャルインタラクションを行い、将来ロボットが 

“人間のパートナー”となることが期待されている。このような人間とのソーシャルインタ

ラクションでは、人間のコミュニケーションの多くが音声に依存していることから明らか

なように、聴覚は最も重要な機能の一つである。 

そうした状況では、ロボットは複数のイベントを同時に聞き分け、他の音声や自分自身

が作り出すモータノイズを抑制して、混合音をうまく扱えるように音源分離機能を備える

必要がある。この機能は、音源分離をフロントエンド処理とした音声認識にも有効である。 

音源分離問題については音環境理解 (Computational Auditory SceneAnalysis、CASA)

の分野で、様々なアプローチが取り組まれてきた。しかし、心理学的知見を利用した音源

分離[11,17]、マイクロホンアレーを用いたビームフォーミング[3,18]、独立成分分析 

(Independent Component Analysis、ICA)[19,9]、視聴覚統合による音源分離[16] など、

そのほとんどはシミュレーション環境で行われており、実環境・実時間処理への配慮があ

まりされていない。実時間処理に関しては、2 本のマイク間の強度差と位相差を利用した

音声強調[2]が報告されているが、環境が既知であること、マイクや音源が静止しているこ

とが前提であり、ロボットへの適用は難しい。 

また、ロボットでの音声認識については、ロボット自身が動作時に発するノイズ問題か

ら、動作中の音声認識は難しく、Sony AIBO のように“stop-perceive-act” 原理に従わざ

るを得ないか、部屋やロボット自身の影響による音声の伝達歪みや他の音源からのノイズ

の影響で、ロボットではなく話者の口元にマイクを設置している。 

アクティブオーディションはこれらの問題に対する解決の糸口を与える[14]。これは、

人間や動物を見習って、アクティブな動作を積極的に利用してロボット聴覚を向上させる

もので、ロボット動作時に問題となるノイズをキャンセルすることにより、これまで、実

時間・実環境での音源定位・追跡、分離を報告してきた[13,14,15]。 

本報告では、音源定位・分離だけでなく、分離音の認識までを対象として、アクティブ

オーディションを利用したロボット聴覚システムを提案する。システムは、視聴覚を統合

し正確に複数人物を定位・追跡する実時間人物追跡システム、フィルタの通過帯域を音源

方向に応じてアクティブに制御し、分離精度を向上できるアクティブ方向通過型フィルタ
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(Active Direction-Pass Filter、ADPF)、分離音声に対し、複数の音響モデルを用いた音声

認識結果を統合して認識率を向上できる音声認識システムからなっている。また、実際に

システムを 2 本のマイクを搭載したロボットに実装し、その評価を行う。 

以降、3.12.2 章ではロボット聴覚システムについて述べる。3.12.3、3.12.4、3.12.5 章

では、ロボット聴覚システムを構成する実時間複数人物追跡システムによる音源定位・追

跡、アクティブ方向通過型フィルタによる音源分離、および複数の音響モデルを利用した

音声認識をそれぞれ説明する。3.12.6 章でシステムを評価し、3.12.7 章でまとめる。 

 

3.12.2 ロボット聴覚システム 

アクティブオーディションを利用したロボット聴覚システムを図 1 に示す。システムは、

ロボット(SIG)のカメラ、マイク入力から、音源が複数ありかつ動作している場合でも、ロ

ボット自身のアクティブな動作、視聴覚の統合により、これらを定位・分離・認識するこ

とが可能である。システムは大きく 3 つのサブシステム「視聴覚を統合した実時間複数人

物追跡」、「アクティブ方向通過型フィルタ(以後、ADPF)による音源分離」、「複数の音響モ

デルを使用した音声認識」からなる。以下にヒューマノイド SIG を紹介し、次章以降で各

サブシステムを説明する。 
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図 1 ロボット聴覚システムのアーキテクチャ 

 

3.12.2.1 ヒューマノイドプラットホーム:SIG 

研究のテストベッドとして、上半身のヒューマノイド SIG を使用している。SIG は 4

自由度を有し、各モータには、ポテンショメータによって、位置制御、速度制御が可能な

DC モータを用いている。また、音響的にロボットの内外を区別できるよう設計された FRP

製の外装を備えている。カメラには、左右の目の位置に一組の CCD カメラ (Sony 
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EVI-G20) を、マイクには、計 4 本の無指向性マイク (Sony ECM-77S) を使用している。

4 本のマイクは、外装を挟んで一組ずつ取り付けられており、内部に設置されている一組

は、主にロボット自身のモータによって発生する内部ノイズをキャンセルするために使用

している[14]。音源定位・分離には、外界からの音響信号を収音するよう SIG の左右の耳

部に設置されているもう一組のマイクを利用している。 

 

3.12.3 視聴覚統合による実時間複数人物追跡 

図 1 の実時間複数人物追跡システムの詳細な構成を図 2 に示す。このシステムは、SIG

のカメラやマイクなどから得られるセンサ情報を統合して、複数の人物の位置を把握し、

これを追跡することができる。本報告では、このシステムで認識される正確でロバストな

音源方向情報をアクティブ方向通過型フィルタへの入力としている。 
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図 2 実時間追跡システムの階層的なアーキテクチャ 

 

システムは、音源定位、顔認識・定位、ステレオビジョン、アソシエーション、アテン

ション制御、モータ制御、ビューワ の 7 モジュールから構成されている。なお、以降で

はモジュール名はボールド体で表す。 

モジュール内のサブモジュールや情報は、5 階層に分けられる。SIG のカメラ、マイク、

モータシステムなどのセンサデバイスは SIG デバイス層に属している。 

プロセス層、特徴層、イベント層では、SIG デバイス層から得られるセンサ情報から、

位置、名前情報といった特徴を抽出し、これらに時間情報を付加して、特徴の種類に拠ら
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ない透過的な表現であるイベントに変換し、ストリーム層に出力する。各センサ情報の観

測タイミングは非同期であるため、イベントも非同期に発生する。これらの処理は、音源

定位、顔認識・定位、ステレオビジョン、モータ制御といったイベント抽出モジュールで

行われる。 

具体的には、音源定位では、マイク入力から、ピッチ(音高)を抽出し、倍音の調波構造

を利用したグルーピングを行い、複数の音源が同時に存在する場合でも、それらを定位し、

音イベントを生成する。 

顔認識・定位では、顔画像の認識と定位を行い、顔の ID と位置情報を含んだ顔イベン

トを生成する。顔認識では、まず、肌色抽出と相関演算に基づくパターンマッチングによ

り、顔領域抽出を行う[7]。次に、抽出顔領域に対しオンデマンド更新が可能で最適な判別

空間を生成できるオンライン判別分析(LDA)[8] を適用して顔認識を行う。顔定位は、抽

出した顔の大きさに一定の仮定をおくことで、顔の 3 次元定位を行う。 

ステレオビジョンは、高速な視差マップ生成法[10]を用いて、人物のように縦に長い物

体を抽出・定位し、人物位置情報を含んだステレオイベントを生成する。横を向くなど顔

が見えない場合にも人物の位置情報を得ることができるため、システムのロバスト性を向

上することができる。 

モータ制御では、モータのポテンショメータから得られるロボットの姿勢情報をもとに、

モータイベントを生成する。 

ストリーム層では、イベントを種類ごとに時間方向に接続し、ストリームを形成する。

ストリームとイベントの接続には、Kalman フィルタを用いて、観測誤差・処理誤差にロ

バストな処理を実現している[15]。 

このようにして生成されたストリームのうち、複数のストリームが同じ人物に由来する

と判断すると、これらを一つに束ねアソシエーションストリームを生成することにより、

センサ情報の統合を行っている。これらの処理は、アソシエーションで行われる。アクテ

ィブ方向通過型フィルタの入力は、音ストリーム、および音情報を含んでいるアソシエー

ションストリームの方向情報である。送出されるストリーム方向情報には、時間情報およ

びストリーム ID が含まれているため、データの同期および複数音源分離が可能である。 

  また、注意制御はストリームの状態に応じて SIG の動作を決定し、ビューワはストリ

ームの状態を、レーダチャート、ストリームチャートとして可視化するためのモジュール

である。モータ制御は、注意制御からの信号をもとに、PWM(Pulse Width Modulation) 信

号を生成し、DC モータを駆動するためにも使われている。 

実装上は、これらのモジュールをギガビットイーサ、ファストイーサの２つのインタフ

ェースを備えた 5 台の Linux ノード(Pentium III 1GHz)に分散させている。ギガビット
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イーサは、トラフィックが多く、通信量も大きいモジュール間通信用に、ファストイーサ

は、同期信号などの通信用に使い分けている。結果として、200ms のレイテンシ、および 

100 µｓ以下の精度のノード間同期を実現している。レイテンシについては、ストリーム

生成で用いた Kalman フィルタを予測に利用することで補っており、これによりリアルタ

イム動作を可能としている。 

 

3.12.4 アクティブ方向通過型フィルタによる音源分離 

図 1 の網掛け部分がアクティブ方向通過型フィルタの構成に対応する。アクティブ方向

通過型フィルタへの入力は 4 つあり、入力のスペクトル、入力スペクトルから計算される 

IPD と IID、および、実時間人物追跡システムから得られる音源方向情報である。出力は、

入力方向に対する分離音響信号である。 

アクティブ方向通過型フィルタでは、方向通過型フィルタに対し、聴覚中心窩に基づく

アクティブな通過帯域制御とロボットの伝達関数を利用した仮説生成により、実環境での

高速な音源抽出を可能にしている。ここで、ロボットの伝達関数は、部屋の伝達関数、ロ

ボット頭部による音の歪みなどを考慮して、特定方向の IPD および IID を推定するための

関数である。以下では、アクティブ方向通過型フィルタのアルゴリズムの詳細について説

明する。 

 

3.12.4.1 アクティブ方向通過型フィルタのアルゴリズム, 

アクティブ方向通過型フィルタのアルゴリズムは以下の 6 ステップで構成される。 

1. ある時刻に左右のマイク入力信号から得られたスペクトルから、各サブバンドの 

IPD ϕ′∆  と IID ρ′  を計算する。 

2. 抽出すべき音源の方向を sθ  とする。 sθ  は３節で述べる実時間人物追跡システ

ムから、ロボット座標系での水平角として得られる。 

3. 通過帯域関数に従って、 sθ  に対応するアクティブ方向通過型フィルタの通過帯

域 )( sθδ が選択される。通過帯域関数は、聴覚中心窩に基づき、ロボットの正面

方向で最小となり、周辺部で大きな値をとる関数である。詳細は 4.2.2 節で述べ

る。選択された通過帯域 )( sθδ  を用いて、 )( ssl θδθθ −= 、 )( ssh θδθθ += と

定義し、 lθ から hθ の範囲にある音響信号を抽出するのがアクティブ方向通過型フ

ィルタの基本的な動作である。 

4. lθ  と hθ  に対する IPD、IID を推定する。これらの推定には、ロボットの伝達

関数を利用する。 

5. 音源方向 θ  に対して、ロボットの伝達関数を利用して、入力スペクトルから以
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下の条件を満たすサブバンドを選択する。 

)()(: hElEthff θρϕθϕ ∆≤′∆≤∆<  

)()(: hHlHthff θρρθρ ∆≤′∆≤∆≥  

6. IPD )(θϕ E∆ と IID )(θρH∆ は、それぞれロボットの伝達関数から推定される IPD、

IID である。 thf  は、フィルタリングの判断基準に IPD と IID のどちらを用

いるかを決める閾値である。一般に、低周波数域では IPD、高周波数域では IID 

が大きく影響し、この閾値はマイク間距離に依存する。我々のロボットでは、理

論的にも、実験的にも thf として 1500Hz が妥当であることが報告されている

[15]。 

7. 選択されたサブバンドから、音響信号を再合成し、該当範囲にある音響信号を抽

出する。 

実際には、音源方向 sθ  は時間 t の関数であるため、特定音源を抽出し続ける際には、

時間方向の連続性を考慮する必要がある。本報告では、３節に述べる実時間人物追跡シス

テムから音源方向を得ることでこれを解決している。実時間人物追跡システムでは、すべ

ての情報をストリームという時間的な流れを考慮した表現を用いて表しているので、同時

に複数の音源が存在したり、音源や自分自身が移動する場合でも、一つのストリームに注

目することによって、特定音源からの方向情報を連続的に得ることができる。また、スト

リームは視聴覚情報を統合するためにも使用しており、これにより、視覚情報による音源

定位精度向上を実現している。 

 

3.12.4.2 聴覚中心窩による通過帯域制御 

3.12.4.2.1 聴覚中心窩とは 

霊長類の視覚は、中心窩と呼ばれる解像度が高い部分が中心部に存在し、周辺部では解

像度が低くなる代わりに、広範囲な視野を得ている。このような構造を用いれば、対象物

を中心窩で捕らえることにより、高解像度の情報を取得することができる。つまり、広い

視野と高い解像度を併せ持ち、かつ脳の情報処理量を劇的に削減できる効率的な構造を有

している。 

ロボットでも、同様の構造により計算量を削減できることから、中心窩を利用した視覚

処理はアクティブビジョン(Active Vision)[1]の典型的な例として、しばしば利用されてい

る[12,22]。 

人間の聴覚においても、水平方向の音源定位の精度は正面方向で最も高く、周辺部に行

くに従い低くなることは、古くから知られている[5]。耳に 2 つのマイクを備えたロボット

による音源定位でも、人間と同様の傾向が見られる。図 3 は、3 節で説明した 実時間人物



3.12 アクティブオーディションを利用したヒューマンロボットインタラクションの高度化 
 

- 209 - 

追跡システム[13]における 3 つの定位モジュール音源定位、顔定位、ステレオ物体定位に

よる定位結果の平均値、図 4 は、音源定位による定位結果の分布を表している。 

 

 
図 3 音源定位結果の平均        図 4 音源定位結果の分布 

     

図 3 から、音源定位による定位誤差は、正面方向から 20° 付近まで増加した後、70° 付

近までは 6° 程度で一定だが、それ以降は大きく悪化し、90°では、15° 以上になる。また、

図４から、正面方向のばらつきは少なく、正面から離れるにつれ、ばらつきが目立ち、分

散が大きくなる。このように定位結果の平均、分散は、ともに正面方向で音源定位の精度

が高くなることを示しているので、本現象をロボットにおける聴覚中心窩と呼ぶ。 

なお、神経行動学(neuroethology)では、ドップラー効果によるエコー音の周波数変化を

抽出するため、キクガシラコウモリの蝸牛殻で特定の周波数に対する感度が高くなってい

る部分を聴覚中心窩と呼んでいる[23]。選択的注意という広義の意味では、両者は似てい

るが、本報告では、ロボット頭部の正面方向で感度が高いという意味で聴覚中心窩という

言葉を使用する。 

図 3 では、ステレオビジョンによる定位誤差は 1°、顔定位による誤差は 2° 程度と、聴

覚処理よりも正確であることがわかる。これは、音源方向が正面に近く、視覚情報が利用

できる場合では、高精度の視覚情報によって、聴覚の精度不足を補うことが可能であるこ

とを示している。 

これらから、音源定位では、視覚の中心窩と同様に、聴覚中心窩を利用して音源に正対

するようなアクティブな動作を行えばシステムの精度の向上が期待できる。さらに正面方

向で視覚情報が利用できれば、視聴覚統合によりシステムのロバスト性を向上できると考

えられる。 
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3.12.4.2.2 通過帯域制御 

方向情報を利用した音源の分離抽出を考えた場合、正面方向の音源であれば、正確な音

源方向を利用することができるが、音源方向が正面から離れるにつれ、方向情報に精度を

期待できなくなるため、音源方向によってフィルタの通過帯域を制御する必要がある。 

従来の方向通過型フィルタ [20]はスペクトルの各サブバンドで、両耳間位相差 

(Interaural Phase Difference、IPD) と 両耳間強度差 (Interaural Intensity Difference、
IID) に対する仮説推論を行うことによって特定方向の音を抽出するものであるが、フィル

タの通過帯域が音源方向によらず一定であることが、十分な精度が得られない一因であっ

た。 

そこで、アクティブ方向通過型フィルタでは最適な通過帯域を求めるために、音源数 1 

の場合に音源方向や通過帯域を様々に変化させて、抽出精度の違いを調べた。 

音源には、スピーカから出力される音声信号を用いた。スピーカとロボットの距離 は 

1m とし、スピーカの水平方向を、ロボットの正面から、0° 90°まで 10° おきに変化させ

た。また、音源を抽出する際には、スピーカ方向は既知であるものとし、方向通過フィル

タの通過帯域を ±5° ±90° まで±5°単位で変化させて音源を抽出し、Ｓ／Ｎ 比による比較

を行った。 

 

 

図 5 単一音源の抽出 

 

図 5 に結果を示す。実験では、背景雑音は無視できる程度に小さかったため、音源数が
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1 の場合は、S/N 比が 0dB となった時に、元波形が完全に抽出できたと解釈する。音源

方向が 0° 30°と正面方向に近い場合には、通過帯域が ±10° 程度で元波形を抽出できてい

るが、音源方向が正面から離れるに従い、元の波形に含まれるパワーを抽出するために、

広い通過帯域を必要とし、音源方向が 90° の場合には、最低でも ±35° 程度の通過帯域

が必要である。 

音源数が 1 の場合には、通過帯域が広ければ広いほど、S/N 比の高い信号を抽出するこ

とができるが、実環境では、背景雑音を含め、複数の音源を考慮する必要があるため、な

るべく通過帯域を狭くとることが望ましい。そこで、図 5 から、ほぼ元波形が抽出でき、

かつ極力狭い通過帯域を音源方向ごとに抽出し、図 6 のように通過帯域関数を導出した。

通過帯域は正面方向では狭く、周辺部では広くなっていることがわかる。これは、音源定

位と同様に、音源分離でも聴覚中心窩を利用することが可能であることを示している。 

アクティブ方向通過型フィルタでは、このような通過帯域制御を行って、正面方向では 

S/N 比の高い音響信号を抽出し、正面方向から離れた音源に対しては帯域を広く取り、背

景雑音の混入により S/N 比は多少落ちるものの、必要な情報をできるだけ抑制せずに、特

定の音源の強調を行う。正面方向から離れた音源を精度よく抽出する必要がある場合は、

聴覚中心窩を利用できるように、音源方向を向くような制御を行う。 

実際の利用では、他の音源の音を極力抽出したくない場合、単なる音響信号の強調とし

て利用したい場合など、状況に応じたチューニングが必要な場合もあると考えられるが、

以後の実験では、図 6 に示された通過帯域関数を利用するものとする。 

 

 

図 6 通過帯域関数 

 

3.12.4.3 ロボットの伝達関数 

一般に、ロボットの伝達関数は計測によって求める。本報告では、無響室で水平方向に

ついて 5°刻みでインパルス応答を計測して得られた計測伝達関数を用いている。 
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しかし、部屋の音響環境の変化に動的に対応するためには、音響環境が変わるたびに部

屋の伝達関数、もしくはロボットの伝達関数の再計測が必要となるなど残響や動的な音響

環境の変化に追従させることが難しい。また、各方向からの測定が必要であるため、測定

にも時間がかかるといった欠点を抱えている。 

そこで、IPD については、水平角から計算的に IPD を推定する手法である聴覚用エピ

ポーラ幾何(Auditory Epipolar Geometry)[14] を利用している。これは、ステレオビジョ

ンで利用されるエピポーラ幾何[6]と同様の概念を 2 本のマイクによる定位に当てはめた

ものである。音源とロボット間の距離が 50cm 以上では無限遠の音源を仮定できるので

[15]、頭部形状による影響を考慮すると、式(３)として表すことができる。 

)sin(2 θθπϕ +×=∆ r
v
f

  （3） 

ここで、 ϕ∆ 、θ 、f、v は、それぞれ IPD、音源方向、周波数、音速を示す。また、r は

ロボット頭部を球形とみなした場合の半径である。 

最終的に、ロボットの伝達関数として IID については、計測した伝達関数、IPD につい

ては、式（3）を用いている。IID について計測によらない手法が望まれるが、これは今後

の課題である。 

 

3.12.5 分離音の音声認識 

音声認識の分野では、マルチコンディショニングやミッシングデータなどノイズにロバ

ストな音声認識へのアプローチが行われている[4,21]。 

しかし、これらはＳ／Ｎ比が小さい場合は有効ではない。このような場合には音声認識の

フロントエンドとして音源分離が必要である。また、S/N 比が大きい場合も有効である。

フロントエンドとして ADPF を使用し、複数の音響モデルを使った音声認識を提案する。 

 

3.12.5.1 音響モデル 

音声認識エンジンには、京大で開発された Julian[24]を利用している。本報告では、音声

データは、男性 2 名、女性 1 名の計 3 名の発話による色、数字、食べ物といった 150 語を

使用している。 

音響モデル用の音声データとして、まず、3m×3m の部屋で、SIG から 1m の距離にスピ

ーカを置き、その音を SIG のマイクで録音した。スピーカは、SIG から 0、±60°の位置に

おき、それぞれの方向について、すべてのデータを録音した。また、0、±60°の 2 箇所か

ら同時に音声を出力する場合、3 箇所から同時に音声を出力する場合についてもすべての

組合せについて録音を行った。次に、音源方向を既知として ADPF による音声抽出を行
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った。抽出した音声を話者、発話方向ごとに整理し、音響モデルのトレーニングセットと

した。音響モデルにはトライフォンを用い、トレーニングセットごとに、Hidden Markov 

Model Toolkit (HTK)を用いて作成した。したがって、本報告では、3 話者、3 方向の組合

せで 9 種類の音響モデルを使用している。 

 

3.12.5.2 複数の音響モデルを利用した音声認識 

音声認識では、並列に 9 つの音声認識プロセスが実行される。各音声認識は、図７に示さ

れるようにそれぞれ異なる音響モデルを用いる。セレクタはすべての音声認識結果を統合

し、最も信頼性が高いと判断される結果を出力する。 

 

 
図 7 複数の音響モデルを統合した音声認識 

 

統合のアルゴリズムを定義するために、特定話者の音響モデルに対する単語認識率を調

べた。図 8 に示した結果から、話者よりも方向の違いによる認識率の低下が少ないことが

わかる。また、話者も方向もあっている場合は 80％上の認識率であることがわかる。この

結果を踏まえ、音声認識の際には、音源方向は既知であることを利用し、セレクタは式(4)

に示すコスト関数を統合のために使用している。 

 

 
a) 音源方向 0°             b) 音源方向 60°          c) 音源方向 -60° 

図 8 A 氏の音響モデルによる音声認識結果 
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ここで ),( dpr 、 ),(Re dps は、話者 p、方向 d の音響モデルを使用した場合の 単語認識

率と入力音声に対する認識結果を示している。また、 ed は実時間人物追跡システムから得

られた音源方向であり、 ep は、評価対象の人物である。 )( ev pP は顔認識モジュールで生

成される確率であり、顔認識ができない場合は、常に 1.0 となる。最終的に、セレクタは

最も大きな )( epV を持つ人物 ep と認識結果 ),(Re ee dps を出力する。 

)( epV の最大値が 1.0 以下もしくは、2 番目に大きい値と近い場合は、SIG は認識が失

敗もしくは、一つの候補に絞りきれなかったと判断して、音源方向を向き該当の人物に再

度尋ねなおす。このように、複数の音響モデルを利用して、分離音と話者の認識を行う。

また、顔認識が利用可能であれば、人物名がわかるためロバスト性を向上できる。 

 

3.12.6 実験と評価 

同時 3 話者発話のシナリオを通じてロボット聴覚システムを評価した。シナリオの内容

を以下に示す。 

1. ロボットから 1m の距離に 60 度間隔(SIG から見て、0°、±60°)で 3 名の人間が並ん

でいる。 

2. SIG は、3 名に質問をする。 

3. 各話者は 3 人同時に質問に対する回答を行う。 

4. SIG は 3 話者の混合音声の定位・分離・認識を行う。 

5. 最終的に、SIG は各話者に向きながら、向いた方向の人が誰で何を言ったかを答え

ていく。 

6. 音声認識に失敗したと判断した場合は、該当話者の方向を向いた時に再び尋ねなお

す。 
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a) SIG が質問をする            b) 各話者が答える 

   

c) 正面の人に回答する         d) 左 60°の人の方を向き答える 

  

e) 右 60°の人に向き、答える 

図 9 3 話者同時発話の認識結果例 

 

本報告では、実際の人間の代わりにスピーカとその前面に貼られた写真を用いている。

スピーカは音響モデル作成時に使用したスピーカと同じものである。各スピーカから流れ

る音声は、そのスピーカに貼られた写真と同じ人物のものである。以下にこのシナリオの

典型的な結果を 2 例示す。 

1. SIG が好きな数字に関する質問をする(図 9a)。 

2. 各スピーカから 1 から 10 までの互いに異なる数字が同時に流れる。ただし、数

字の組合せはトレーニングセットに含まれる組合せと同じものである(図 9b)。 



- 216 - 

3. SIG は各音声から、実時間人物追跡システムを利用して定位する。定位情報を利

用して ADPF がその方向の音声を抽出する。各分離音に対し 9 つの音声認識プロ

セスが同時に実行され、結果を統合し、最も適合のよい話者名、認識結果を求め

る。 

4. SIG は各話者に向きながら、求めた話者名、認識結果を答える(図 9c-e)。 

結果では、3 話者の認識がすべて成功しており、同時発話の場合でもロボット自身のマ

イクを使った音声の定位・分離・認識を行うロボット聴覚システムの有効性を示すことが

できた。しかし、図 8 に見られるように、各分離音声の認識率は高々80％程度である。音

声認識に失敗する場合は、対象音源の方向を向き、聴覚中心窩をうまく利用し、曖昧性を

解消するように訊き返すようなアクティブオーディションを用いて解決することができる。

また、事前に顔認識によって顔の名前がわかっているときには、音声認識で使用する音響

モデルの数を削減することができるので、高速で正確な認識が可能であるという結果も得

られている。 

 

3.12.7 結論 

本報告では、ロボットへ搭載してアクティブオーディションに基づき音源の定位・分離・

認識を行うロボット聴覚システムを提案・評価し、その有効性を示した。 

システムは、聴覚中心窩に基づき音源方向に応じたアクティブな通過帯域制御と音源方向

を向くというアクティブな動作を行い、高速で高精度な音源定位・分離・認識を実現した。

これは、アクティブオーディションの有効性を示しており、ロボット聴覚では、アクティ

ブな動作による知覚向上が本質的であることを示している。音源方向を向くという動作は、

ロボット聴覚の向上だけではなく、人間とのフレンドリーなインタラクションを実現 

したり、テレイグジスタンスによる会議では、相手の注意を向けさせたりという意味でも

重要であろう。 

しかし、より制約の少ない環境での利用に耐えうる音声分離・認識には、多くの課題が

ある。これには、よりロバストで高精度な音源分離も必要であろうが、音声認識エンジン

にも、missing data や missing feature など分離データの性質を考慮した改良[4,21]が必

要であろう。 
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1. はじめに 

 データベース・エキスパートシステムとその応用に関する国際会議(International 

Conference on Database and Expert Systems Applications - DEXA2002) は、ヨーロッ

パを主としたデータベース・知識ベース分野の国際会議の一つである。本年度の当 WG で

の海外調査では、DEXA2002 に参加し、データベース・知識ベース分野における人間中心

の情報技術の研究開発の動向を調査した。 

 

2. DEXA2002 の概要 

 第 13 回の DEXA2002 は、フランスのアクサンプロバンス(Aix en Provence)のアクス・

マルセイユ工科大学 (Universite Aix - Marseille II, Institut Universitaire de 

Technologie)で、2002 年９月２日～６日にかけて、開催された。 

 DEXA は、一連の DEXA イベントの形で、次の４つの国際会議の集合として開催・運

営されている。 

(a) 第 13 回データベース・エキスパートシステムとその応用に関する国際会議(13th 

International Conference on Database and Expert Systems Applications - 

DEXA 2002)（30 セッション、92 件）（LNCS 2453 に収録） 

(b) 第 4 回データウェアハウスと知識発見に関する国際会議(4th International 

Conference on Data Warehousing and Knowledge Discovery - DaWaK 2002)（9

セッション、32 件）（LNCS 2454 に収録） 

(c) 第３回電子商取引とWeb技術に関する国際会議(3rd International Conference on 

Electronic Commerce and Web Technologies - EC-Web 2002)（15 セッション、

42 件）（LNCS 2455 に収録） 

(d) 第１回電子政府に関する国際会議(1st International Conference on Electronic 

Government - EGOV 2002 -)（13 セッション、78 件）（LNCS 2456 に収録） 

 また、今回の DEXA には計 13 ものワークショップも含まれた。 

(a) Fifth International Workshop on Network-Based Information Systems - 

NBiS'2002（12 件） 

(b) First International Workshop on Web Semantics - WebS 2002（9 件） 

(c) Third International Workshop on Theory and Applications of Knowledge 

Management - TAKMA 2002（11 件） 
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(d) Third International Workshop on Natural Language and Information Systems 

- NLIS 2002（11 件） 

(e) Second International Workshop on Web Based Collaboration - WBC 2002（9 件） 

(f) Third  International Workshop on Management of Information on the Web – 

MIW 2002（11 件） 

(g) International Workshop on Trust and Privacy in Digital Business - TrustBus 

2002（20 件） 

(h) International Workshop on Presenting and Exploring Heritage on the Web - 

PEH'02（9 件） 

(i) Third International Workshop on Industrial Applications of Holonic and 

Multi-Agent Systems - HoloMAS 2002（13 件） 

(k) Third International Workshop on Negotiations in electronic markets - beyond 

price discovery  - e-Negotiations 2002（6 件） 

(l) Fifth International Workshop on Mobility in Databases and Distributed 

Systems - MDDS 2002（12 件） 

(m) International Workshop on Very Large Data Warehouses 

 - VLDWH 2002（11 件） 

(n) Second International Workshop on Electronic Business Hubs 

 - WEBH 2002（8 件） 

 論文発表は全体で 386 件、参加者数は 400 名程度の規模であった。データベース・知識

ベース分野が主体の国際会議であるが、会議・ワークショップの名称からもわかるように、

web 上でのビジネス・電子商取引、および、電子政府関係の研究発表がかなり多かった。

会議の規模としてはこじんまりとした印象であったが、電子商取引関係、電子政府関係の

セッションは、データベース・知識ベースの会議に匹敵するくらい（あるいはそれ以上）

の熱気にあふれていた。 

 DEXA は、1990 年を第１回に今回で 13 回目を迎える。筆者は、たまたま第１回会議に

参加し「画像の感性検索システム」について発表した経験があるので、会議の規模の拡大、

データベース・知識ベース分野の応用の広がり、人間中心の情報技術との関わりなど、様々

な点で興味深かった。 

 

3. DEXA2002 

 データベース・知識ベースのシステム開発的な論文が多く、データベース・知識ベース

に軸足を置きながら、web 応用や XML 技術、情報検索・情報提供サービス関係の話題も
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多くカバーしていた。話題別の発表件数は以下の通り。 

Web 応用 ···························································································· 6 件 

XML ·································································································· 4 件 

ワークフロー ······················································································· 4 件 

データウェアハウス、データマイニング··················································· 7 件 

知識工学 ····························································································· 7 件 

分散システム ······················································································· 6 件 

アドバンストデータベース····································································· 6 件 

質問処理 ··························································································· 13 件 

応用 ································································································· 14 件 

情報検索 ····························································································· 9 件 

索引構成法 ·························································································· 7 件 

その他 ································································································ 9 件 

 冒頭の Prof. S. Abiteboul (INRIA & Xyleme)による招待講演 "Issues in Monitoring 

Web Data" では、今日、最も普及した分散データベースシステムの形態である Web デー

タベースについて、電子商取引やマイニングに有効利用するために、どのような観点から

モニタリングを行えばよいか、統計的な手法に対する批評も含めて、示唆にとんだ意見が

紹介された。 

 人間中心の情報環境の観点からは、以下のような発表が興味深かった。 

(1) "MWM: retrieval and Automaic Presentation of Manual Data for Mobile Terminals" 

M. Shikata, et al.（神戸大学） 

 ビデオ映像を含む操作マニュアルを、携帯電話上から検索・表示できるようにしたシス

テムの試作評価を行っている。有限オートマトン的に質問内容の推移をモデル化し、いわ

ゆるベビーフェイスのモニタ、少ないボタン数という貧弱なユーザインタフェースでも、

操作性と検索しやすさを両立させることを図っている。 

(2) "Web Information Retrieval Based on the Localness Degree"  

C. Matsumoto, et al.（神戸大学） 

 Web ページに記述された内容に基づいた web ページ間の関係の構造化、検索技術の試

みである。web ページに記述している内容と特定の地域・場所との関わりに注目して、web

ページを分類したり、ページ間の関係を抽象化して、他の地域を話題にした検索にも利用

するなど、今後の展開が期待されるアイデアが示されていた。 
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(3) "Temporal Pattern Mining of Moving Objects for Location-Based Service" 

J. D. Chung (Chungbuk National University, Korea) 

 モバイル端末を持つ利用者に、その位置情報に基づいた情報提供サービスを行うもので

ある。位置に対して固定的な情報を提供するのではなく、利用者の移動するパターンなど

を検出して、過去の行動履歴から利用者の意図などを推定し、それにマッチした情報提供

サービスを行うものである。 

(4) "A System for Retrieval and Digest Creation of Video Data Based on Geographic 

Objects" 

T. Ueda（奈良先端大） 

 身に付けたカメラからキャプチャーした画像をキーとして、利用者に情報提供サービス

を行うシステムの試作評価を行っている。GPS とジャイロを併用することにより、およそ

の位置と方向を計測し、その方向に見えるであろうオブジェクトとのマッチングを行って

対象を認識する点がミソである。 

(5) "Similarity Image Retrieval System Using Hierarchical Classification"  

M. Tada, et al.（中央大学） 

 筆者らのグループの発表。局所的な高次のコントラスト特徴を採用し、風景写真やテク

スチャなど多様な画像を例示画により類似検索するシステムの試作評価。類似尺度を、サ

ンプル画像の段階的・階層的な分類による教示学習で、個人ごと、コンテンツごとに動的

に構成できる。 

 

4. ECWeb2002 

 Web 技術の典型的でもっとも「熱い」応用例として、Web 上でのショッピングや旅行代

理店関連の情報提供サービス、オークションなどのエージェント技術との融合、セキュリ

ティとプライバシー保護など、DEXA 本体の会議よりも活発な質疑応答も見られた。話題

別の発表件数は以下の通り。 

オークション技術 ················································································· 4 件 

応用 ··································································································· 3 件 

アーキテクチャ ···················································································· 3 件 

エージェント技術 ················································································· 4 件 

Web 質問処理 ······················································································ 3 件 

Web データ統合 ··················································································· 2 件 

セキュリティ、プライバシー·································································· 8 件 

レコメンデーション·············································································· 3 件 
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ビジネスモデル ···················································································· 2 件 

電子決済 ····························································································· 3 件 

その他 ································································································ 7 件 

 人間中心の情報環境の観点からは、以下のような発表が興味深かった。 

(1) "Strategies and Behaviours of Agents in Multi-phased Negitiations"  

S. Akine (Universite Paris 6, France) 

 MNP-ネゴシエーション問題（ｍ人の買い手、ｎ人の売り手、ｐ個の製品）を２相の複

合的ネゴシエーション過程としてモデル化し、売り手・買い手のエージェントにより実現

するアルゴリズムを提案している。売り手・買い手の戦略の立て方などで、カスタマイズ

が出来れば、ある種のキャラクターを持ったネゴシエータを実現できるように思われる。 

(2) "Extending Decision Making in Tourism Information System"  

F. Puhretmair, et al. (University Linz, Austria) 

 Tourism Information System (TIS)は、今回の ECWeb で最も注目を集めた発表の一つ

である。旅行代理店業務での顧客管理から旅行案内、チケット予約までを、一体化したシ

ステムを試作評価している。顧客からの質問を分析し、どのような旅行を希望しているの

かを推定し、また、事例推論により、そのような旅行に必要な種々のサービス（飛行機や

列車のチケット、ホテル予約など）を統合的に企画し、グラフィック表示や仮想現実空間

により利用者に旅行先の案内を行うなどができる。利用者の希望の推定や事例推論の仕組

みなどは、まだまだ固定的でカスタマイズ機能は実現されていないが、非常に興味深い試

みである。 

(3) "Homogenious EDI between Heterogenious Web-Based Tourism Information 

Systems"  

W. Woss (University Linz, Austria) 

 上述の TIS グループのシステムのアーキテクチャの紹介。旅行代理店業務での（場合に

よっては別の会社の）種々の業務を Web 上で統合する仕組みについて説明している。 

(4) "User Preference Mining through Collaborative Filtering and Content based 

Filtering in Recommender System"  

S. Ko (Inha University, Korea) 

 個々の利用者がよくアクセスする Web ページ中の言葉の出現頻度などの統計量から、そ

の利用者が関心を持つ話題・商品などの推定が出来るようなモデル化を行う。同じような

ユーザモデルの利用者群の購買履歴なども利用（協調フィルタリング）して、個々の利用

者に適切な商品のレコメンデーションを行う。この際、ユーザをどのようにグループ分け

して、いわばステレオタイプなユーザのモデルを作るかがポイントである。 
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(5) "An Improved Recommendation Algorithm in Collaborative Filtering"  

T-H Kim (Yonsei University, Korea) 

 協調フィルタリングを効果的に行うためには、ある消費者と嗜好の良く似た（というこ

とは、検索・購買履歴などのよく似た）別の消費者を発見する必要がある。グラフ上での

クラスタリングにより、このような消費者の集合を発見するアルゴリズムを提案している。 

(6) "Series of Dynamic Targeted Recommendation"  

N. Modani (IBM India) 

 Web ページの広告領域にどのような広告を表示すべきかを、そのセッションで利用者が

アクセスしている web ページ上の言葉などの関連性から動的に求める仕組みを提案して

いる。特に面白いのは、特定利用者の長期的なアクセスログをあえて使わず、毎回のセッ

ションの中で、毎回の web ページの移動のたびに、どのような話題に興味を持っているか

の推定を計算しなおす点である。Modani らの意見では、広告の内容はすぐに古くなるし、

クーポンなどのサービスも１回きりであるなど、長期的なモデルを構築して利用する必要

も無いし、個人の特定の必要も無いと割り切って考えている。 

 

5. まとめ 

 筆者が 12 年前に参加した第 1 回 DEXA90 の当時と比べて、情報通信環境は革命的に変

化した。当時は、インターネット上でのアプリケーションサービスの実現自身が珍しく、

また、インターネット上のコンテンツがそのままデータベースとして利用されるようにな

るという意識は希薄であった。今日では、インターネット・モバイルネット・ユビキタス

ネットが融合しはじめる時期にさしかかっており、「消費者」としての利用者が情報通信環

境に対して期待するサービスも大きく変化してきている。 

 そのような状況にあって、「個」としての消費者をどのようにとらえ、サービスを提供し

ていくのかは、今後の高度情報化社会（＝複合的な情報通信環境）において IT 系企業に

とって生き残りをかけた取り組みになると言えよう。 

そのような観点から、今回の出張で見聞した様々な研究開発を見ると、データベース技

術は、まだまだ「マス」としての消費者のパラダイムから脱却していないように思われる。

データベース技術の研究開発は、データ構造を標準化し、利用者を標準化し、利用のプロ

トコルを標準化することで、大きな発展を遂げてきた。しかし今や、個別化・流動化・そ

の場限りなど、対極的なシステム技術が必要となってきているのではないか？基盤技術と

してのデータベース技術の重要性は不変なので、感性情報処理技術など「個」を指向した

情報技術との効果的な融合化を進めていくことが、情報技術にとってもビジネスにとって

も、重要課題の一つとして認識されるべきであろう。 
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